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はじめに 
本研究で目指す環境流量全球モデル 
2019 年現在，世界の人口は 77 億人であり，2050 年には 100 億人に達すると予測されている．
100 年前の人口が約 17 億人であったことを踏まえると，人口増加が急激に進展していることがわ
かる（United Nations, 2019）．それに伴い，水資源の利用量も増加の一途をたどっている．世界
の水使用量は 1980 年以降毎年 1%ずつ増加しており，2050 年には現在よりもさらに 30％程度増
加することが予想されている(WWDR, 2019)．目下 60 億人が水不足の状況下にある．気候変動の
影響もあいまって，世界規模での水不足は今後さらに深刻になるといわれている（WWDR, 2019）． 
現在そして将来的にどのような場所で水資源が不足する可能性があるのかを明らかにしたり，
国際的な水資源管理政策の中で優先的に対応すべき地域を設定したりするにあたって，全球規模
での水資源評価が必要である (Smakhtin, et al., 2004)．水資源は，流域や地域を超えてやり取り
されている．資源管理では，これらの発生地と消費地を区別することが重要であり，そのために
も全球規模の評価が必要になる．こうした背景から，これまで様々な全球水資源モデルが提案さ
れてきた (Arnell, 2004; Alcamo, et al., 2007; Rockström, et al., 2009; van Beek, et al., 2011; 
Hoff, et al., 2010)． 
しかし，全球スケールでの水資源評価の大半は，「人間の水需要量が，地域の水資源の合計で賄
えるか？」という観点から評価されており，環境のための用水，すなわち健全な淡水生態系の構
造や機能の維持に必要な水量は含まれていない (Smakhtin, et al., 2004; Pastor, et al., 2014)．環
境流量が考慮されていない分，人間が利用できる水資源量は全球で過大評価されている可能性が
あると言われている (Gerten, et al., 2013)． 
河川や湖沼，湿地からなる淡水生態系は，取水による流量の減少，ダムや堰などによる流れの
分断や制御など，人間の様々な働きかけによって大きな影響を受けている．世界のダムの貯水量
の合計は，全球の河川水量の 5 倍に匹敵する 10,000km3にのぼる．これにより，本来川に流れて
いた流量が減少し，生物の生息場の面積や質の低下を招いている．地球上の生息場の 0.01%に満
たない淡水域は，地球上の 10％の生物が暮らすいわば生物多様性のホットスポットである
（Dugeon,2012）．しかし，淡水生態系は深刻な状態にある．20,000 種余りの水生昆虫や無脊椎
動物，そして淡水魚の 30％が絶滅の危機に瀕している（Dugeon,2012）．この状況は，単に生物
多様性の低下にとどまらず，河川生態系から様々なサービスを享受している，我々人間の持続可
能な生存にとっても深刻な問題である． 
水資源量の評価では，自然そのものが水利用者である (Pastor, et al., 2014)ことを忘れてはな
らない．その上で，人間の利用可能な水資源量を評価しなければならない．そのためには，グロ
ーバルスケールの水資源評価に環境流量を加えることが必要である  (Smakhtin, et al., 
2004)Pastor, et al., 2014)．さらに，全球規模の環境流量がわかれば，広域評価だけでなく，デー
タの不足している河川の環境保全に対する目安を提示でき，各々の川でどのような河川インフラ
デザインを構築していくべきかの判断材料にもなる (Poff, et al., 2013)． 
現在，全球水資源評価に環境流量を考慮している事例は限られているが，「年平均流量の 30%
を環境流量として割り当てる」，といった単純なルールを使用している例が殆どである．モデルを
用いてグローバルスケールの環境流量評価行った先駆けは，2004 年の Smakhtin らである 
(Smakhtin, et al., 2004)．水文統計法に基づくモデルを用いて世界 128 の流域・地域の環境流量
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を示した同研究は，各地の環境流量の政策や研究に大きな影響を与えている．一方，このモデル
の限界は，年間の流量を一律あるいは雨季乾季程度でしか区別できず，流量変動の考慮が十分で
ない点，一つの流域内で環境流量を区別できない点にある． 
こうした課題に対し，花崎ら（2008）の全球モデルでは，同じ流域でも上下流や流況の違いや
季節に応じて異なる環境流量を設定できる方法を採用した (Hanasaki, et al., 2008)．他方，
Pastor らは，月別に環境流量必要量を見積もる簡易なモデルとして，Q90_Q50 法及び，Variable 
monthly flow（VMF）法を提案している (Pastor, et al., 2014)． 
環境流量の評価は本来，人為的な流量の変化に対して，対象となる生態系が具体的にどのよう
な応答するのかを踏まえた上で必要となる閾値や変曲点（ごく一部の例を挙げると，これを下回
るとサケの産卵が困難になる水深，地域の生物群集の多様性が維持できない生息場面積，イワナ
等の冷水性魚類の生存が厳しくなる水温，あるいは付着藻類の一次生産を最大化させるような流
速など）を満たすような流量を与えるのが理想である．  
しかし，現在の環境流量グローバルモデルは，いずれも年平均流量，月平均流量，あるいは超
過流量などの簡単な水文統計を用いており，生物や生態系の側からみた評価の視点が欠けている
ことが問題である．この理由は，流量と生態系の応答に関して全球をカバーするデータが欠如し
ており，世界中の多種多様な淡水生態系に対して環境流量の閾値や変曲点を決定することが難し
いためである (Pastor, et al., 2014)．その結果，これらのモデルでは流量と生態系の応答に対し，
水文統計に絡めた単純な仮定を置いているのである． 
したがって，流量と生態系の間に置かれた仮定にまつわる不確実性や曖昧さを克服していくこ
とが環境流量グローバルモデルの課題である．そのためには，水文統計だけでは表現できない河
川生態系の構造や機能に関する新たな観点を取り入れる必要がある． 
そこで本研究では，光合成により太陽エネルギーを固定し，餌資源その他さまざまな形で生態
系の基盤を成す一次生産者，すなわち植物バイオマスに着目することで，この課題に取り組むこ
とにした．流量や気温といった気候・物理条件に応じて一次生産が行われ，その結果蓄積する植
物バイオマス（藻類，水草，植物プランクトン，及び陸上からの落ち葉等の植物由来の有機物）
を評価することで，その場の河川生態系の生産性と脆弱性を定量化するモデルを構築する．そし
て，この生産性と脆弱性を指標として，全球で環境流量を算出するグローバルモデルを提案する
ものである． 
 
How much water does a river need? これは，Richter ら（1997）の有名な問いかけである．
一見簡単なように見えるが，その答えを提示するのは簡単ではない．この問いに答えるため，世
界中の研究者や河川管理者が多くの努力を注いできた．環境流量について考えることは，近代的
な河川管理や水資源開発の中で損なわれたり失ったりしてきた河川生態系サービスを追憶しつつ，
過去百年にわたり急速に変容してきた，我々と川との関わりを正視することに他ならない． 
環境流量を川に維持するということは，人が利用できる水資源が減ることを意味する．そのた
め，その概念が生まれた 1970 年代以降，環境流量は経済発展と対立関係にあるものと考えられ
てきた．90 年代に入ると，環境倫理的な意味から環境流量を評価する見方が現れた．つまり，「人
間が水資源の使用を少し我慢することによって，多少経済的な不利益は被るが，河川に依存する
生物を守るために譲歩すべきである，なぜなら河川生物にも水資源を利用する権利があるからで 
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図 1-1 ミレニアム生態系評価に基づく河川生態系サービス（筆者作成） 
 
ある．」という考え方である.この思想は，豪州や北米，欧州などの先進国で受け入れられ，環境
流量の適用地域の拡大をもたらした．ところが次第にその「譲歩」が，漁獲量の増加や，沿岸環
境の改善に伴う水産資源量の回復といった経済的な便益の増加，景観の向上といったアメニティ
の増進，沿岸への土砂供給による防災効果の向上など，人間が享受する様々な生態系サービスの
回復や向上に繋がることが明らかになってきた．そのため今日では環境流量は，特定の魚や水域
の保護といった狭義の環境保全の手段にとどまらず，健全な河川生態系によって支えられている
人間の文化，経済，持続可能で豊かな生活にとって必要な流量として捉えられている (Arthington, 
et al., 2018)．環境流量によって考慮すべき生態系サービスは，ミレニアム生態系評価による四つ 
の生態系サービスとされている (Arthington, 2012)（図 1-1）．供給サービス，基盤サービス，調
整サービス，そして文化的サービスである． 
我が国をはじめ，科学技術の発展した社会においては，河川生態系サービスの恩恵を肌で感じ
ることは少なくなっている．河川が本来支えていた生態系サービスの多くは，近代技術の発達と
共により効率的で安全なサービスへと置き換えられてきたからだ．川魚が減少して食べられなく
なっても，それ以外の食物が豊富にある．どうしてもアユが食べたい場合は養殖すればよい．サ
ケは輸入すればよい．時間のかかる河川の自浄作用の代わりに高度な水処理施設が安全な用水を
提供してくれる．洪水によって肥沃な土砂が運ばれてくるのを待たなくても，土地改良や肥料を
投入すれば安定的な農業生産が可能である．ということは，今の時代，無理に河川生態系サービ
スを維持するために環境流量をわざわざ川に残して，人間の水資源利用可能量を減らす必要はな
いのではないか？ 
Ecosystem
services
生息場
物質
循環
生物
資源
水力
水資源
文化
娯楽 景観
気候
調節
水質
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ここで忘れてはならないことがある．河川生態系サービスを人工的な手段に置き換えようとす
ると，大量の補助エネルギー（その多くは有限な自然資源）の投入が必要であるということであ
る．この点は既に半世紀も前に生態学者オダムによって指摘されている [オダム, 1974]．水資源
を川から取り出し，流水によって支えられてきたその他の様々な河川生態系サービスを諦めると
いうことは，自然の営みによって支えられてきた持続的なシステムから，石油，石炭，あるいは
陸上の生物資源といった有限の資源を投入することによって支えられる非持続的なシステムに移
行していることに他ならない．従って，このままでは資源の枯渇という形でシステムが崩壊する
時が訪れるだろう．それを防ぐためには，近代社会の中でバランスを崩してしまった河川との付
き合い方を今一度見つめ直し，人間が持続的に，そして幸福に生きるために必要な川の流れにつ
いて考える必要がある．これこそが，環境流量を研究しなければならない理由である． 
続く 1.2 では，環境流量の定義を紹介するとともに，現在世界で共有されている環境流量研究
や運用に関する行動計画（グローバル・アクションプラン）を紹介する．この行動計画の中で本
研究がカバーする範囲を明らかにした上で，本編に入るものとする． 
 
環境流量の定義 
2007 年及び 2018 年改訂のブリスベン宣言による定義 
2007 年 9 月 3 日から 6 日にかけてオーストラリアのブリスベンで開催された「第 10 回国際河
川シンポジウム並びに国際環境流量会議」では，環境流量に関する共同宣言「ブリスベン宣言」
が発表された．この会議には，世界 50 カ国以上から約 750 名の科学者，技術者，河川管理者並
びに政策決定者が出席した．ブリスベン宣言は，世界の河川や水資源が置かれた現状や課題を共
有し，環境流量の役割と世界が協力して目指すべき方向性を示すものである．このブリスベン宣
言は，今日，環境流量の一般的な定義として広く引用されている（全文訳は巻末資料に掲載）． 
 
環境流量とは，淡水および河口域の生態系並びにこれらの生態系に依存する人間の暮らしや福
利（well-being）を維持するために必要な流水の量，タイミングおよび質である． 
 
Environmental flows describe the quantity, timing, and quality of water flows required to 
sustain freshwater and estuarine ecosystems and the human livelihoods and well-being 
that depend on these ecosystems. 
 
この宣言が発表されて 10 年目の節目に当たる 2017 年，再びブリスベンにて「第 20 回国際河
川シンポジウム並びに国際環境流量会議」が開催された．この 10 年で進んだ世界的な成果や，依
然として残る課題などを踏まえ，宣言の補強と改定が議論された．改定後のブリスベン宣言（以
下，ブリスベン宣言 2018 (Arthington, et al., 2018)）では，環境流量の定義が次のように変更さ
れた． 
 
環境流量は，水域生態系ひいてはそれらが養う人間の文化，経済，持続可能な生活および福利
（well-being）を支えるために必要な淡水の流れと水位の量（値），タイミング，および質で
ある． 
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Environmental flows describe the quantity, timing, and quality of freshwater flows and 
levels necessary to sustain aquatic ecosystems which, in turn, support human cultures, 
economies, sustainable livelihoods, and well-being 
 
この定義における水域生態系（aquatic ecosystem）とは，河川，小川，泉，河畔の氾濫原，湿
地，湖沼，ラグーンや河口域を含む沿岸水および地下水に依存する生態系である．地下水に依存
する生態系の中には，河道だけでなく，地下水を利用する陸上植生も含まれる．新しい定義では，
従来の流水（water flow）から，流水（lotic），止水（lentic）および地下水も含む．そのため，
流量だけでなく，水位や滞留時間，帯水層を含む地下水とのやり取りや表流水を含めた管理を意
味することになった．このように，環境流量の取り扱う水域の範囲が拡大すると同時に，これら
の相互作用やつながりを考慮することが求められるようになった． 
また，2007 年の定義にある，「生態系に依存する人間の暮らしや福利（ecosystem and human 
livelihoods and well-being that depend on these ecosystems.）」という表現では，生態系と人間
との関係性が曖昧であるという指摘が相次いだ (Arthington, et al., 2018)．したがって新しい定
義では，「水域生態系ひいてはそれらが養う人間の文化，経済，持続可能な生活および福利（aquatic 
ecosystems which, in turn, support human cultures, economies, sustainable livelihoods, and 
well-being）」とし，生態系が人間を扶養しているという関係を具体的に記述している． 
その他の大きな変更点は，環境流量の社会的，文化的側面に言及したことである．この新たな
観点が加わったことにより，環境流量に対するアプローチの刷新が必要となってきている 
(Arthington, et al., 2018)．同時に，環境流量には過去の流況や自然流量を回復するだけにとどま
らず，様々な流況の選択肢があると考えられるようになってきている (Acreman, et al., 2014)．
機械的に最小流量を設定するのではなく，様々な選択肢の中からどのような環境流量を与えるの
か，その意味や目的，期待する結果を明確に設定することがより一層重要になっている， 
今回の改訂の特徴は，環境流量を国連の持続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals ： SDGs）の中に位置づけ，淡水及び沿岸域の生態系を保全する部分と協働していくこと
を盛り込んでいる点にある．このことによって環境流量それ単独の取り組みから一歩進み，環境
流量が持続可能な水資源管理の中心的な要素に位置づけられるようになることが期待されている 
(Acreman, et al., 2014)．  
 
環境流量グローバル・アクションプラン 2018 
環境流量に関するブリスベン宣言（2018）では，環境流量を保全，回復することを水資源管理
の中心的要素に据え，また水資源に関連する持続可能な開発目標（SDGs）の達成への礎として，
世界中の全ての政府，開発銀行，ドナー，水・エネルギー関連団体，多国間並びに二国間組織，
市民団体，研究機関，先住民グループ，民間部門が以下のアクションプランに対し積極的に関わ
ることを求めている． 
表 1-1 に，アクションプランを示す．6 つの宣言文に対して，政策決定者に係る項目（リーダ
ーシップとガバナンス），実務者や河川管理者に係る項目（マネジメント），そして研究者に係る
項目（研究）に分かれている．なお，本論文に関連するのは，研究の部分である．  
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表 1-1 ブリスベン宣言に対応するアクションプラン（筆者訳：太字は、本論文が関係する部分） 
宣言文 
リーダーシップと 
ガバナンス 
マネジメント 研究 
１．環境流量は，生物
多様性，水域生態系並
びにあらゆる社会に
もたらされる生態系
サービスを保全する
ために不可欠である 
・地下水生態系（GDEs）を含め
た淡水生態系への環境流量導入
を支持する政府プログラムの開
発と実施 
・水資源に関連する持続可能な
開発目標（SDGs）を支持する政
府の環境流量プログラムの開発
と実施 
・地表水ならびに地下水の流動プ
ロセスを環境流量計画，評価，モ
ニタリング，管理に組み込んだ環
境流量プログラムの開発と実施 
・水資源に関連する SDGsを支持す
るプログラムやプロジェクトに環
境流量を取り込む 
・GWEsを含めた水域生態系に依
存する全ての淡水域における流
量と生態系の関係と生態系サー
ビスの定量化 
・水資源に関連する SDGsを支持
するプログラムやプロジェクト
の中で，環境流量と健全な淡水
生態系のもつ生態学的，経済学
的，社会的便益を提示する 
２．環境流量は世界の
文化遺産並びに自然
遺産の保全や保護に
とって極めて重要で
ある 
淡水生態系の文化的な遺産の価
値，知識，並びに淡水生態系へ
の愛着を醸成する政府プログラ
ムの開発と実施 
淡水生態系への愛着や文化遺産の
価値、知識を環境流量評価，実施，
モニタリング，順応的管理に組み
込む 
環境流量と健全な水域生態系，
および水域生態系の文化的価値
と愛着の関係への理解を深め，
定量化する． 
３．環境流量はないが
しろにされてきた．そ
の結果，今日世界中の
多くの水域生態系が
危機にさらされてい
る 
・淡水生態系の保全と回復のた
めの政府プログラムの開発と実
施 
・出来るだけ早い段階での健全
な淡水生態系の保全 
・ダムやその他施設の建設の計
画段階での環境流量放流プログ
ラムの作成 
・高い費用効果で生態系保全・回
復を達成するための系統的な計画
ツールの使用 
・人間の水利用と生態学的な水
要求量の折り合いをつける順応的
な管理の枠組みの中で科学的知見
と地域の知識に則った環境流量の
基盤の保全と回復 
・世界各地の様々な状況下で環
境流量の実施の妨げになりうる
要因を特定 
・ダムや水関連施設の新設にあ
たり，社会・生態学的な便益を
考慮した最適な位置，設計，運
用を検討できる系統的な計画ツ
ールと，トレードオフ対処法の
構築 
４．環境流量の実施に
あたり，効果的かつ有
益な成果を確保する
ためには，政策，立法，
規制，財政，科学的，
文化的な措置を一体
的に整備することが
必要である 
・水資源に係る文化的価値，知
識，慣習的な関わりを含む水利
用，環境流量，水利権および免
許を規定する法的基盤の構築と
施行 
・環境流量を水資源，食料，エ
ネルギー安全保障の不可欠な構
成要素に位置付ける政策・綱領
の策定と実施 
・効果的な環境流量の計画，設
計，実施，モニタリング，順応
的管理のための継続的な資金の
確保 
・水域生態系の機能や環境流量
の計画，評価，実施，モニタリ
ングおよび順応的管理に関する
研究や訓練のための継続的な資
金の確保 
・流域の状況やガバナンス体制に
応じた環境流量配分メカニズムの
構築 
・流域および地域スケールの水利
用管理システムの構築 
・ダムやその他の施設の新設，ま
たは既存施設を改築・撤去する場
合に十分な環境流量を確保できる
ような流域や河道区間のインフラ
計画，設計，運用 
・水資源管理者が水資源管理計画，
実施，モニタリングおよび順応的
管理に環境流量を組み込むための
十分な技術力や知識を養う 
・環境流量を広義の水資源や関
連する資源管理システムに統合
するための既存のメカニズムへ
の投資ならびに新たなメカニズ
ムの提案 
・環境流量実施プロジェクトや
プログラムにおける研究効率の
良い設計，モニタリング，報告
の仕方を作り，現場の実例とし
て扱う 
・水域生態系の機能，環境流量
計画，評価，実施，モニタリン
グおよび順応的管理に関する理
解を促進するための研究・トレ
ーニングのための専門機関を創
設 
５．その土地の知識や
伝統的な水マネジメ
ントは環境流量の計
画や実施，持続的な成
果を増強する 
・環境流量の計画，評価，実施，
モニタリングおよび順応的管理
におけるあらゆる文化とステー
クホルダーの完全かつ平等な参
加と，権利，義務，管理システ
ムを整えるための開発と実施 
・環境流量の計画，評価，実施，
モニタリングおよび順応的管理に
おけるあらゆる文化とステークホ
ルダーの完全かつ平等な参加や，
権利，義務，管理システムの実践 
・環境流量の計画，評価，実施，
モニタリングおよび順応的管理
におけるあらゆる文化とステー
クホルダーの完全かつ平等な参
加や，権利，義務，管理システ
ムの最良の実践モデルの共同開
発 
６．気候変動は水域生
態系の劣化リスクを
高め，環境流量設定へ
むけた行動に対する
緊急性を高める 
・気候その他の環境変化を考慮
できる環境流量と生態系の柔軟
な管理体制の開発と実施 
・流況変化その他の環境変化に
よって影響を受ける水域生態系
に応じて環境流量を見直してい
けるようなプログラムの構築 
・気候変動が環境流量と社会生態
学的システムに悪影響を及ぼす可
能性がある場所では，旧来の方法
を生態系の回復力と社会的便益の
維持/復元するための方法に修正 
・流況変動や環境要因の変化に関
する環境流量放流の生態学的，社
会的結果をモニタリングし，状況
に応じて実施計画を直していく 
・気候変動や人口パターン，水
需要の変化にさらされる地域に
おいて，流況変動や環境要因の
変化に関する淡水生態系の適応
や社会的応答に関する長期的視
野での研究の実施 
・上記の地域における生態系の
回復力と社会的便益を維持/復
元するための新たな方策に関す
る研究の推進 
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本論文における環境流量の定義と，グローバル・アクションプランにおける位置づけ 
本研究において取り扱う環境流量は，ブリスベン宣言の定義に従うものとする．ただし，ブリ
スベン宣言における環境流量は，水域生態系から人間の文化，経済，社会まで広く包括しており，
一つの研究において全てをカバーすることは難しい．本研究では，ブリスベン宣言 2018 の定義
の趣旨に沿いつつ，水域生態系の部分に着目して議論するものである． 
したがって，本研究で取り扱う環境流量を，「水域生態系を支えるために必要な淡水の流れと水
位の量（値）とタイミング，および質」と定義する． 
この研究で得られた環境流量評価方法は，最終的には人間社会の要素と摺り合わせることが必
要であるが，それは今後の研究に譲るものとする． 
また，グローバル・アクションプラン内の研究の項目に照らし合わせると，本研究の寄与する
部分は，表 1-1 の中の太字で示した部分であり，宣言文１，３，６に関連した研究課題に該当す
る．これらの内容を要約すると，①水域の流量と生態系の関係と生態系サービスの定量化，②環
境流量の実施に関する課題の特定と，最適な設計・運用方法の構築，③気候変動や変化する水需
要に対して環境流量を評価するための研究の推進である． 
 
本論文の構成 
図 1-2 に，本論文の構成を示す．まず，2 章「環境流量理念の変遷の分析」では，学術研究の
立場から環境流量の理念の歴史的変遷や最新の研究課題を明らかにする．そして，これからの環
境流量評価において必要な観点や，評価の方法論を述べる．この章では主に 2010 年から 2016 年
までの 77 カ国 779 本の論文を対象とした包括的文献レビューの結果に基づき議論する． 
続く 3 章「環境流量の現状」では，日本と世界における環境流量の運用実態を整理し，実務の
立場からよりよい環境流量設計のあり方について論じる． 
4 章では，前半で明らかになった，最新の環境流量の理念を実際の設計へと落とし込むための
理想的な概念モデルを構築する．続く 5 章では，概念モデルを踏まえて「河川バイオマスモデル」
を構築する．このモデルは，河川生態系の保全の優先度を決める上で重要な，生物学的生産性と
脆弱性を定量的に評価するためのモデルである．第 6 章では，「河川バイオマスモデル」で計算し
た河川生態系の生産性と脆弱性を使用して，全球で環境流量を評価するためのモデルを構築する．
モデル計算を行い，全球規模での月別環境流量必要量を提示する．最後に，この結果から，人間
の水資源利用可能量との比較，既往の環境流量グローバルモデルとの比較や日本の維持流量との
比較を行い，モデルの特徴と有用性について考察する．最後の 7 章，「おわりに」では，以上を踏
まえて，当初の研究目的を達成したことを確認し，総括する． 
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図 1-2 本論文の構成 
  
5章 河川バイオマスモデルの構築
3章 環境流量の現状
2章 環境流量理念の変遷の分析
4章 理想的な環境流量評価の
ための概念モデルの構築
1章 はじめに
6章 環境流量全球評価
7章 おわりに
世界の環境流量に関する包括的レビュー
モデルの構築
環境流量の全球評価
日本と世界における実際の環境流量放流事例や制度設計から
現場の現状と課題を明らかにする
古代から現在までの環境流量理念の変遷と研究トレンドを整理し
現場の課題に対する学術研究の立場を明らかにする
3章で示した現場のニーズに応える環境流量評価のために
2章で整理した最新の環境流量理念に基づく概念モデルを構築する
5章のモデルを用いて，新たな環境流量評価方法を提案する．
環境流量を全球で評価し，その特徴と有用性について論じる．
4章の概念モデルを具体的なモデルに落とし込む．河川生態系の
生産性と脆弱性を評価するためのモデルを構築
本研究では，広域の水資源開発計画や初期設計の段階で
環境流量必要量を評価できるモデルを構築する
1章で示した目的に対し，十分な精度で環境流量を
評価することができるようになった
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2. 環境流量理念の変遷の分析 
本章の目的 
本章では，学術研究の視点から，環境流量の理念の変遷と今日における研究課題や関心の傾向
について網羅的な文献整理を行う．その作業を通し，環境流量放流の現場における課題を解決す
るためには，どのような研究項目が必要であり，またどのような視点と方法論をとるべきである
かを論じることが本章の目的である．本章は大きく分けて二部に分かれており，前半（2.2）では，
古代から 2010 年代までの環境流量の歴史的変遷を振り返る．後半の（2.3）では，2010 年以降の
環境流量について，世界 77 カ国を対象とした包括的レビューを行う．レビューでは，ブリスベン
宣言における環境流量の定義に出てくるキーワードと照らし合わせながら，最新の環境流量の理
念と研究動向について明らかにする． 
 
環境流量研究の歴史的変遷 
古代～近代（1970 年代まで）：河川サービスを無制限に享受できた時代 
人間の河川利用とは，河川の流水により生み出される様々な便益やサービスを受け取とること
である．古代の四大文明は全て大河のほとりに位置しており，歴史的な都市の多くが川沿いに発
達してきたことからもわかるように，河川は人間の文化や経済的な発展に極めて重要な役割を果
たしてきた．はじめ人間は，漁業や舟運，用水の確保など，受動的に河川のサービスを受け取っ
ていたが，やがて河川の流れを制御することで，より効率的に大きなサービスを受けとることを
学んだ．ヘロドトス著「歴史」には，紀元前 2900 年代初期，第一エジプト王朝の創始者メネス
王が首都を建設するために，堤高 15m のダムを築造してナイルの流れを変えたことが記されてい
る．これが文献上，世界最古のダムである．また現存する遺跡としては，紀元前 2750 年頃と推
定されるダムの遺跡がカイロの南方に存在する．このダムは，ピラミッド建設用石切場の労働者
の飲料水を確保するために造られ，堤高 11m，堤頂長 106m と大規模なものであった [（一財）
日本ダム協会, 2018]．エジプトの灌漑用ダムはすでに紀元前 1800 年頃には建設されており，同
時代の古代ローマや中国，中東地域でも多くのダムが建設されてきた．しかし，当時の水需要は
流域スケールからみれば微々たるものであった．洪水氾濫の常襲する地域では，氾濫によっても
たらされる肥沃な土壌を利用した氾濫農耕も行われていた．この頃は人間の川への働きかけや，
水資源を川から取り出す行為が，生態系を破壊するほどの影響を及ぼすことは稀であった．その
ため，人間は河川生態系の育む様々なサービスを享受し，これに依存した生活を営んできた．こ
のようなサービスを，河川生態系サービスという (Arthington, 2012)． 
表 2-1 に，河川生態系サービスとその代替手段を一覧で示す．水資源は，飲料水や用水として
利用される．水資源には代替手段は存在せず，これが不足すると人間の生存が脅かされる極めて
重要なサービスである．しかし，水資源以外にも様々な河川生態系サービスがある．舟運や筏流
し，動力・発電用水力は，流体力などの物理的性質から得られるサービスである．舟運や筏流し
は，流れが速いと危険や移動の制約を伴い，出水時は利用できなくなるため，これらの代替手段
として道路，鉄道などの流量に左右されない陸上交通が発達した．水力は，水の位置エネルギー
から得られるサービスであるが，電気や火力といったその他のエネルギー源の開発により相対的
な利用率が低下している．ただし，水力発電は発電効率が高いことから，場所によっては現在で
も重要なサービスである．一方，灯篭流しや精霊流しなど，川の流れを利用した祭りや神事は，
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文化・宗教的な意味において重要なサービスである．多くの伝統的な文化圏において，川は彼岸
と此岸を結ぶ道と考えられている．川という聖域で行事を行うことに意味があるため，他の場所
で開催したり，人工的な流水で置き換えたりすることは難しい．これらは代替手段の無いサービ
スであるといえる． 
また，河川の滔々たる流れは個性豊かな景観を生み出している．隅田川のように歌で親しまれ
ている例は数多い．また，パリとセーヌ川，ブダペストとドナウ川，バラナシとガンジス川など，
河川が都市のイメージと強く結びついている所もある．このように，河川がその土地の文化や人々
の心情と密接に関わっている場合，河川景観は代替できないサービスであるといえる． 
しかし，産業革命を経て 20 世紀に入ると，河川から得られていたサービスの多くは，効率的で
安全な代替手段に取って代わられた．その代表例が，洪水の作用によってもたらされていたサー
ビスである．洪水氾濫は農業に適した肥沃な土壌を陸地へ運び，居住地や果樹園などに適した自
然堤防を形作ってきた．一方で，洪水氾濫は時に人命や資産を脅かすものでもあった．そのため
治水対策として河道改修や堤防護岸の整備，治水ダムの建設が進められ，河道は流水を安全に流
下させるための水路としての機能が強化された．それによって失われた河川生態系サービスは，
肥料の投入や土地改良技術などによって代替された．代替することが難しいサービス，例えば祭
りや河川景観といったものは，経済発展が優先される中で相対的な価値が小さくなった．また，
川魚など河川固有の水産資源さえも，食生活の多様化やグローバルな食糧輸入システムの発達に
よって重要度が低下した．近代以降の社会が河川に求めるサービスは，経済的便益の分かりやす
い水資源と発電に重きが置かれている．河川には，水を安全かつ安定して供給するインフラとし
ての役割が何より期待されるようになったのである． 
水資源確保と水力発電開発は，河川の流れを大きく変える．水力発電所は河川水を水路に引き
込み，落差を利用して発電する仕組みであるが，取水量が多いと，取水口の下流に水が殆ど流れ
ていない「減水区間」あるいは全く水の無い「無水区間」が発生することもある． 
 
表 2-1 河川生態系サービスとその代替手段（筆者作成） 
河川生態系サービス 用途 近代以降の代替手段 
直接的な利用   
水資源の消費 飲料水，生活用水，灌漑用水，工業用水 なし 
水塊の利用 舟運 道路・鉄道・橋梁・トンネル 
位置エネルギーの利用 筏流し（輸送）  道路 
 水車（精製，動力） 電気や他の動力 
 水車（発電） 他の発電施設 
 祭り・神事（精霊流し，灯篭流し） なし 
水産物（生物） 魚，水生昆虫，植物，薪 他の場所の生物資源，化学材料，
電気やガス，石油系燃料 
水産物（無生物） 川砂利・土砂 山砂利や海砂利 
洪水の作用 農業に適した肥沃な土壌 肥料や土地改良技術 
 自然堤防 土地改良 
間接的な利用   
温度調節機能 夏は涼しく，冬は暖かい 冷暖房 
河川景観 公園，観光，修景施設 なし 
土砂輸送 砂浜の形成，砂州・川原の形成 海岸保全施設，サンドバイパス 
※網掛けは，河川にある流水自体から直接得られるサービスであり，網掛け以外は，流水の作用によって生産・
形成されるサービス 
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図 2-1 2月のアスワンハイダム湛水区間（上流）と下流（著者撮影） 
※本来，10月～3月は上流スーダンからの洪水が到達し流量が豊富な時期であり， 
耕作開始の時期でもある．現在ダム下流は減水区間となっている． 
 
図 2-1 は，エジプトのアスワンハイダムの貯水池とその直下流の様子である．下流では河床が
露出し，瀬切れが生じている．ルクソールに近いナイル川中流には人の背丈を越える巨岩があり，
現在の水位から 2m 程度の場所に痕跡水位を示す黒い筋が入っている．ダムの建設以前船頭をし
ていたという地元住民は，その痕跡水位線を指差しながら以前は常にこの辺りまで水があり，船
も難なく通行でき，盛んに漁業や舟運などが行われていたが，ダムの建設以降は漁獲量も減少し，
川の中に船を入れるのも難しくなった．多くの住民が，新しく造成された土地で農業に転じたり，
観光業へ転向したりしたと話した．さらにナイル川沿いで農業を営む高齢男性は，ダムの建設以
降開拓された農地は，始めのうちは良く作物が採れたが，徐々に収量が低下し，最近では大量の
化学肥料に頼らざるを得ない状況にある．肥料代だけでかなりの出費になると嘆いていた．ナイ
ル川は，かつて毎年洪水によって肥沃な土壌が運ばれ，砂漠地帯を支える一大穀倉地帯とした．
アスワンハイダムは灌漑用水の確保と，洪水調節および発電を目的に 1970 年に完成したダムで
ある．この事例では，河川生態系サービスのうち，電力と水資源を安定的に確保することには成
功したものの，土砂供給機能や生物資源などの質的低下を招いている． 
このように，一基で流域の年間流出量を大きく上回るような貯水容量をもつ巨大なダムが建設
されると，河川の流量は減少するだけでなく，流量変動の平滑化や季節的な増減のタイミングの
ずれが深刻になる．大規模な水資源開発の顕著になる 20 世紀の中盤以降，河川では様々な環境汚
染や環境破壊が顕在化し，徐々に問題視されるようになってきた．だが環境流量の研究が現れる
のは少し先のことである． 
 
1970 年代～80 年代：対症療法的な河川環境保全の時代 
取水や発電に伴う河川流量の改変が問題視されるようになった発端は，サケなどの商業的，レ
クリエーション的価値の高い魚類の遡上や産卵が妨げられ，漁獲量が減少したことであった．こ
の問題はまず北米で取り上げられ，その解決策として，被害の明らかな魚類に必要な最小流量を
確保するという“還元主義的”な方法 (Poff, et al., 2013)がとられた．河川に所定の流量を維持す
るためのルールを提示した最も初期の例は，Tennant の提案したモンタナ法（後には主に Tennant
法と呼ばれる）である (Tennant, 1975)．Tennant は，ロッキー山脈から大西洋にかけての 11 河
川 58 地点で 10 年に及ぶ詳細な水理条件や生息場調査を行い，魚類の生存に必要な水理条件と流
量の関係を明らかにした．さらに 21 州，数百地点で追加調査をし，平均流量からの流量減少の割
合と魚類の生息数の減少が地域によらず同様の傾向をとることを明らかにした (Tennant, 1975)． 
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現在の Tennant 法は主に魚類の生息可能な最小流量の目安として扱われているが，Tennant 自
身は，調査項目に水生昆虫や河川景観も含めており，最小流量を，minimum flow for fish, wildlife 
and environmental resources と表現するなど，河川環境全体を視野に入れていたことが伺える．
残念ながら当時 Tennant が勧めた基準を適用した地域は多くはなかった．その理由として
Tennant は，野生動物，環境保全といった項目は経済的利益につながらないため，水資源の少な
い地域では最小流量が一番に削られるのだと指摘している (Tennant, 1975)．これ以降，Tennant
の基準は様々な地域に展開するが，これらは最小流量，あるいは代償流量（compensation flow）
と呼ばれ，対象生物の生存に最低限必要な一定流量として位置づけられるようになった． 
 
1990 年代～2000 年代：自然の「流れ」に学んだ時代 
90 年代に入ると，河道改修や流量操作を受けていない自然河川（free-flowing river）の流況が，
河川生態系の機能と構造を維持するのに重要な役割を果たしていることが知られるようになった．
それと同時に，最小流量だけでなく，中長期的な視点で見た場合の流量の変動サイクルが河川生
態系にとって重要であるということも認識され始めた．流況による河川の類型化が行われるよう
になったのもこの頃からである．例えば Poff ら（1989）は，長期の水文統計を参考に，規模，タ
イミング，頻度，洪水や渇水の予測性の観点から，河川を類型化した (Poff , et al., 1989)． 
1997 年，Natural Flow Regime という題目の論文が出された (Poff, et al., 1997)．この論文で
主張されている，自然状態の流況のもつ変動性こそが河川生態系の保全・復元の要であるという
考え (Poff, et al., 2013)は，河川環境保全や，環境流量評価の基本理念として多くの研究者によっ
て引き継がれている1． 
1990 年代には，流況変化が生態系の機能を損なうという事実が次々に明らかにされていった．
そのため，自然流況が人間によってどの程度，あるいはどのように改変されているかを知るため
の現状分析にも関心が向けられるようになった．その中で，生態系の悪化を間接的に評価する指
標として流況の変化の度合いが使用されるようになった (Poff, et al., 2013)．Richter ら（1997）
は，流況指標 IHA（Indicators of Hydro-logic Alteration）を提案した．IHA は月流量，出水や
渇水等極端な流況下における，流量，継続時間，発生時期，高水と低水の頻度と継続時間，流量
変化の度合いと頻度という 5 つのカテゴリに大別される計 32 の水文統計指標である (Richter, et 
al., 1997)．これは，ダム建設前の流況を基準として，生態系の維持・保全に関連する流れ
（ecologically relevant flow）がどれほど改変されているかを定量的に評価するための指標である． 
90 年代当時，環境流量研究に関心を向けていたのは専ら米国，豪州，南アフリカなどに限られ
ていた．こうした地域で環境流量評価モデルが開発され始めたのもこの頃からである． 
 
2000 年代～2010 年まで：生態系にも水資源利用の権利が与えられた時代 
河川生態系は，人間と同等のステークホルダーであり、水利用に対する正当かつ倫理的な「権
利」が与えられるべきであるという主張が進んだのがこの時代である (Poff, et al., 2013)． 
それと共に，水生昆虫や植物などさまざまな生物が「水利用者」として環境流量の評価対象に
加わるようになった．対象とする種数が増加しただけでなく，より包括的な視野から河川生態系
                                                 
1 2019 年 5 月現在，この論文は 3,234 件の論文に引用されている． 
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をとらえる動きも出てきた．環境流量は河川生態系の健全性（integrity）と多様性（diversity）
を保全する観点から設定されるべきであるという認識が生まれ (Bunn, et al., 2002)，特定の種を
対象とする必要最小流量は，もはや環境流量として不十分であると考えられるようになった 
(Tharme, 2003; Yin, et al., 2011)．  
2000 年代初頭までの環境流量は，ある程度経済発展を遂げて社会的にも経済的にも環境保全に
関心を向ける余裕の生まれた欧米先進国に特有の課題だったが，2005 年頃を境に，その関心が世
界規模へと広がりをみせるようになる．この頃から，環境流量評価や政策に環境 NGO が積極的
に参与するようになった  (Poff, et al., 2013)．国際環境 NGO である TNC（The Nature 
Conservation Agency）と，研究者や米国陸軍工兵隊が共同で実施した，Savannah 川での大規模
河川環境復元プロジェクト (Richter, et al., 2006)では，共同で環境流量必要量の検討が実施され
た他，Bill Williams 川では環境流量を実際に放流するに至っている (Shafroth, et al., 2010)．ま
た 2008 年に，国際自然保護連合（IUCN）は，手引書「Flow：the essentials of environmental 
flow」を発行した (IUCN, et al., 2008)．この手引きは東南アジアを中心とした各国の言語に翻訳
された．これを 1 つの契機として，経済発展とトレードオフになりやすいことから環境流量の導
入に消極的だった新興国や途上国でも，取水・発電計画やダムの運用計画と合わせて環境流量が
検討されるようになった．  
様々なステークホルダーが関わるようになるにつれ，環境流量は生態学や工学分野だけでなく，
社会学や経済学分野においても関心を集めるようになり，政策や管理の視点から扱われるように
なった．2007 年，57 カ国の研究者や政策決定者が参加したブリスベン河川シンポジウムでは，
環境流量に初めて国際的な定義が与えられた．ブリスベン宣言である．宣言では，環境流量は「淡
水および河口域の生態系並びにこれらの生態系に依存する人間の暮らしや福利（well-being）を
維持するために必要な流水の量，タイミングおよび質」と定義している．この定義の注目すべき
点は，生態系の持続可能性と社会的幸福とが明確に関連付けられていることである．それによっ
て，環境流量は動物保護や環境保全を超えて，健全な生態系に支えられた持続可能な社会を目指
すための枠組みとして位置づけられるようになったのである (Poff, et al., 2013; Poff, et al., 
2010)．  
2000 年代中盤には，これまでの環境流量の変遷を整理する研究も現れた．環境流量に関する世
界的な動向分析は，2003 年に Tharme，続いて 2009 年に Petts により行われている． 
Tharme は 1970 年ごろから 2002 年までを対象に 44 カ国の環境流量研究事例を調べ，200 余
りの環境流量設定方法があることや，評価方法には地域的な特徴があることを明らかにした 
(Tharme, 2003)．Tharme はさらにこれらの設定方法を，日流量や年平均流量等の水文統計量を
指標とする「水文統計法」，水深等の水理量に着目した「水理指標法」，生物の生息場の適性から
必要流量を求める「生息場モデル法」，そして委員会方式をとる「包括的手法」の四つに分類した
（各設定方法の特徴や適用状況については 2.3.4 にて詳しく述べる）．Tharme が分析を行った当
時，基礎調査や概略検討レベルでは水文統計法が広く用いられており，詳細設計レベルでは生息
場モデル法と包括的手法が適用される傾向にあった (Tharme, 2003)．また，Tharme は環境流量
への関心は米国，豪州，南アフリカなど世界の一部に偏っており，途上国や乾燥地の国々におけ
る事例が乏しいこと，中でも中国やインドや中南米では盛況なダム開発に対して環境流量への配
慮が不足していることを指摘している．そして今後は国際河川，自然再生事業やダム撤去，湿地 
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図 2-2 環境流量研究の変遷（筆者作成）  
1950’～減水区間・無水区間の問題化 
1970’s ～サケ科魚類の生息場の保全 
1990’s ～藻類など様々な生物と生息場の保全 
2000’s ～河川生態系とそれを取り巻く物理・生物環境全体の保全 
2010’s ～河川生態系に支えられた人間の持続可能な文化・社会・経済を支えるための流量 
河畔林，瀬と淵など空間的な多様性を考慮した流量 
1997 The Natural Flow Paradigm 
魚類の移動・産卵のための最小流量 
土砂収支や水質も考慮した基本流量 
2007 The Brisbane Declaration 
自然の流況に立脚した 
流量・タイミング・頻度・継続時間・変化率 
1980’s ～サケ科以外の魚類や 
水生昆虫の保全 
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や河口域における環境流量設定が必要になると予想している (Tharme, 2003)． 
Tharme のレビューから 6 年後，Petts は，1970 年代後半から 30 年間の環境流量研究を振り
返った．その上で，流量変動の重要性が認識されているにも関わらず，環境流量では未だに最小
流量に基づく単純な考え方が広く残っていると指摘した (Petts, 2009)．そしてこの先に期待する
進展は，気候変動が流況にもたらす影響や，河道地形の変動，生物の個体数動態の知見の蓄積と
それらを学際的に統合する枠組の構築であると述べている (Petts, 2009)． 
図 2-2 に，これまで述べてきた環境流量研究の変遷をまとめている． 
 
最新の環境流量理念と研究の進展状況の整理 
環境流量に関する包括的レビュー 
Tharme や Petts による先行分析から約 10 年が経過した．2010 年以降の環境流量研究を論じ
るにあたって無視できないのが，2007 年のブリスベン宣言である．それ以前の環境流量の解釈や
目的は，研究者や地域によってまちまちであり，多くの場合，環境流量研究は対象河川の中で自
己完結していた．しかし，世界共通の定義と行動計画が示されたことで，環境流量研究は，水資
源開発や持続可能な社会の実現や気候変動への対応といった，より広域かつ大局的な目的と結び
付けられるようになってきている． 
本節では，最新の環境流量の理念と研究動向を明らかにするために包括的レビューを行った．
このレビューでは，ブリスベン宣言（2007）2における環境流量の定義の中のキーワードに照らし
合わせて，各キーワードに対応する研究の動向をみていくことにする．ブリスベン宣言の中のキ
ーワードとして以下の 5 つを取り上げる．  
 
環境流量とは，淡水および河口域の生態系並びにこれらの生態系に依存する人間の暮らしや
福利を維持するために必要な流水の量，タイミングおよび質である． 
 
①淡水および河口域 
②生態系 
③生態系に依存する人間の暮らしや福利 
④維持するために必要 
⑤流水の量，タイミングおよび質 
 
レビュー対象論文の抽出方法は以下の通りである．検索プラットフォーム Web of Science (Web 
of Science, 2018)に 2009 年 1 月から 2016 年 12 月までの 8 年間に収録されている英語論文のう
ち，environmental flow(s)，(minimum) instream flow，ecological flow(s)，environmental water
の文字列が，表題，要旨，著者指定のキーワードのいずれかに含まれるものを抽出した．このう
ち，気候学における environmental flow など定義が異なるもの，要旨に含まれるが研究内容には
含まれないもの（単なる例示等）を除外したところ，779 本の論文が該当した．minimum flow や
                                                 
2 ブリスベン宣言は 2018 年に最新版が出ているが，本レビューを実施した時点で公開されていた 2007 年の宣
言を参照している． 
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instream flow という表現は伝統的な研究に多く，ecological flow という表現は比較的最近のもの
である． 
これらの論文の掲載誌を図 2-3 に，さらに Journal Citation Reports（JCR） [JCR, 2018]の
分野別に整理したものを表 2-2 に示す (Lessard, et al., 2013)．2003 年と 2009 年の分類を見る
と，環境流量は主に環境学と生態学で扱われていたことが分かる．しかし 2016 年には水資源学
と工学，さらに農学へと展開している．「その他」には，経済学，エネルギー，地理学などが含ま
れる．これは，環境流量単独の研究にとどまらず，ダム開発や水力発電計画，かんがい計画など
の他の水利用との関連の中で評価する研究が増加していることが背景にある．そのため，環境流
量の評価方法も単に流量や水深といった指標だけでなく，経済的価値や貨幣価値，生態系サービ
スとしての価値といった幅広い尺度で評価されるようになってきている． 
 
 
 
図 2-3 掲載論文誌（上位 30まで） 
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表 2-2 該当論文の掲載ジャーナルの分野 
※）2003 年は Tharme, 20004，2009 年は Petts, 2009 のレビューを参考とした． 
分野 2003 年 2009 年 2016 年 
水資源 29 (10%) 9 (9%) 157 (20%) 
環境学 109 (38%) 48 (48%) 156 (20%) 
水理学・工学 26 (9%) 4 (4%) 105 (13%) 
生態学 81 (28%) 12 (12%) 101 (13%) 
生物学 7 (2%) 9 (9%) 72 (9%) 
漁業 19 (7%) 8 (8%) 44 (6%) 
水文学・陸水学 9 (3%) 4 (4%) 35 (4%) 
農学 0 (0%) 0 (0%) 22 (3%) 
計画・政策 8 (3%) 1 (1%) 1 (0%) 
その他 2 (1%) 5 (5%) 86 (11%) 
計 290  99  779  
 
淡水および河口域～対象地域と対象とする条件の広がり 
ここでは，「淡水および河口域」というキーワードについて詳しく見ていく．どのような地域の
どのような場所が対象とされているのだろうか． 
図 2-4 に，対象論文の研究地域と論文数を示す．779 本の論文が対象としている地域は 77 ヶ
国・地域にわたり，研究対象地域が世界規模へと展開していることがわかる．2003 年の Tharme
によるレビューの時点で多かった米国と豪州はそれぞれ 3 位（115 本）と 1 位（202 本）に立っ
ており相変わらず主要な研究地域である．逆に少ないと指摘されていた中国が 2 位（118 本），イ
ンドからも 21 本の論文が発表されている．また，2003 年当時にはみられなかった全球規模での
研究が 4 位に入った（72 本）．以前から研究の盛んなスペイン（35 本）や南アフリカ（22 本）に
加え，イラン（18 本），ブラジル（9 本），台湾（9 本），韓国（8 本）トルコ（8 本）などの新興
国も活発に研究成果を発表している．Tharme (Tharme, 2003)が課題として挙げていた国際河川
では，Zambezi (Beifluss, et al., 2010)，Rio Grande (Porse, et al., 2015)，Mekong (Thompson, et 
al., 2014)，Danube (Karabulut, et al., 2016)などにおいて国境を超えた検討が行われている． 
表 2-3 は，対象論文の研究カテゴリと対象地域を示している．環境流量の設定に先立つ河川調査，
水文物理特性や生物特性の整理・類型化，現状評価等を扱う基礎研究は全体の 3 割（213 本）を
占める．環境流量設定のためのモデルや手法の構築（141 本），分析と評価（134 本）を扱ったも
のも多い．課題の議論やレビューを含む展望・概説は約 13%（105 本）であったが，実際に環境
流量を放流してその応答を調べた適用は（27 本）と少なく，ツール・ソフトウェアの開発（20
本）も少数である．一方，全体の 18%にあたる 139 本は総合的な水資源管理（Integrated Water 
Resource Manage-ment1) : IWRM）の中で環境流量を取り扱っている．地域別にみると，環境流
量研究の先進地域である豪州，北米，欧州，南アフリカでは基礎研究に加えて手法の開発も盛ん
で環境流量評価のあらゆる段階をカバーした研究が蓄積している．一方，アジアや中南米では先
進地域で開発された手法を現地で適用するための分析・評価や，モデルの改善に多くの関心が向
けられている．また，生態系と流量変動の関係といった基礎的研究よりは，実際の水資源開発に
すぐに使えるような環境流量を決めるための応用研究が多いのが特徴である．2010 年以降にこの
分野の研究大国となった中国は，基礎研究や独自モデル開発も盛んであり，分析・評価から適用
に至る幅広い研究課題に取り組んでいる． 
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図 2-4 研究対象国・地域 
表 2-3 研究カテゴリと対象地域 
 
 
図 2-5 研究対象水域 
 
図 2-5 に，対象論文における研究対象水域の割合を示す．定義によれば，環境流量のカバーす
る水域は，「淡水および河口域」である．河川を対象としているが研究が圧倒的に多く，全体の約
9 割を占める．一方，湿地を対象とするものが 6%（46 件）あった．河口域を対象とするものは
4%（33 件）あり，特に黄河の河口域は多くの研究にて取り上げられている（例えば， (Shen, et 
                     地域 
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al., 2015)）．また，湖沼も 3%（24 件）あり，主に中国の Baiyangdian 湖と豪州の Narran 湖が
半数を占めるが，五大湖やビクトリア湖なども対象に挙がっている． 
地理的な広がりだけでなく，環境流量を適用する条件も広がりをみせている．新たに注目され
るようになってきた条件として乾燥地（あるいは渇水時）の河川が挙げられる．今後人口増加や
気候変動などによって水需要の逼迫する地域が増加することが予想される中，環境流量をどのよ
うに取り扱うかは重要な問題である．干ばつ時に環境流量として配分できる流量の変化を，水利
用者（農家）の過去の行動データに基づいて分析した Murray 川の事例をみていこう (Loch, et al., 
2015)．かれらは，環境流量を確保するためにかんがい設備の節水化を推進するシナリオを立てた．
節水化によって水利用量は一時的に減る．ところが，水利用者は余剰水を生かそうとして農地を
拡大したり，より利益率が高く多くの水を必要とする果樹などの多年生植物を植えたりするよう
になる．水利用者の行動が変化した結果，必要な水の量が節水効果を上回ってしまい，かえって
河川からの取水量が増加する結果となった．これは，エネルギー効率が高くなればなるほど，エ
ネルギー消費量が増加する，いわゆる「リバウンド効果」が節水技術の導入により生じることを
示している．従って，水資源の逼迫する地域の水資源管理では，水不足に対する水利用者の反応
や環境配慮のための技術がもたらすリバウンド効果を考慮した柔軟な政策が必要である (Loch, 
et al., 2015)．年ごとの流況変動が大きい地域では，標準年と渇水年を区別した環境流量を設定す
る工夫も必要である (Chen, et al., 2013)．スペイン東南部の乾燥地域では，渇水時に環境流量を
含め各所に水資源を配分し，水不足の解消を目指す意思決定手法が実施されている (Andreu, et 
al., 2009)． 
対象地域の広がりと共に，流域よりも広い範囲で同時に環境流量基準を定めるための汎用モデ
ルの研究も進んでいる．ニュージーランドの全土の河川に適用できる汎用モデルを提案した
Snelder らの研究 (Snelder, et al., 2011) は後続の汎用モデルの参考とされている．このモデルで
は，流量減少に対する生態系の脆弱性は，大河川よりも小河川のほうが高い点に着目し，流量減
少に対する生息場の質的悪化の度合いを河川規模ごとに評価するものである．評価対象と基準の
関係性が曖昧で，同じ基準の持つ意味や与える影響が河川によって異なる水文統計法よりも，河
川の特徴に応じて柔軟な基準を設定しつつ一貫性のある評価結果が得られるのが特徴であるとし
ている (Snelder, et al., 2011)．Eriyagama らは，スリランカ全域の河川の水文統計をデータベー
ス化し，調べたい河川の環境流量を簡単に見積もることのできるツールを開発した (Eriyagama, 
et al., 2016)．Hughes は南アフリカで水文・水理・生息環境の情報を使用して素早く環境流量を
見積もるモデルを開発した (Hughes, et al., 2014)．同様のモデルはイラン (Karimi, et al., 2012)，
プエルトリコ (Esselman, et al., 2010)，ギリシア (Efstratiadis, et al., 2014)でも提案されている．  
 
生態系～個別の種の保全から生態系全体の保全へ 
環境改善の評価対象とその選定理由 
ここでは，「生態系」というキーワードに着目し，その対象や範囲を明らかにする． 
初期の環境流量は商業的価値の高いサケ科魚類の保護を主な目的としていたが，流水の量や機
能の維持が，河川生態系全体にとっても重要であると認知されるようになると，その対象はサケ
科以外の魚類にも広がっていった．2000 年以降，河川生態系の健全性を評価することに重点が置
かれるようになると，特に水生昆虫に着目した研究が増加している (Tharme, 2003; Petts, 2009)． 
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2010 年から 2016 年までのレビューで対象を明記している論文（196 本）のうち，最も多いの
は魚類（48%）で，次いで植物（18%）が水生昆虫（9%）を上回っている（表 2-4）．プランク
トンや付着藻類，鳥類等も対象とされている．単一分類群では複数種を扱ったものもあった．ま
た複数の分類群（魚類と水生昆虫等）を同時に扱うものが 1 割を占める． 
対象を選定した理由として，典型性，希少性，有害性，脆弱性，未解明などが挙げられている．
表 2-4 のように，約半数が典型性または希少性に注目している．典型性を理由に魚類を選ぶケー
スが最も多く，希少性を理由に魚類や植物を選ぶケースがそれに次ぐ．魚類の中で最も多く取り
上げられるのは典型性からも希少性からもサケ科（ブラウントラウト, ニジマス, タイセイヨウサ
ケ等）である．北半球では環境流量の指標生物の約半数がサケ科となっている．一方，サケのい
ない豪州や南アフリカなどの南半球ではコイ科やパーチの仲間が代表的な指標生物とされている．
希少性から対象となっている生物には，魚類の他，豪州の在来河畔植生のユーカリ属 (Wen, et al., 
2009)，カエル類 (Mann, et al., 2010), (Wheeler, et al., 2015), 淡水貝類 (Allen, et al., 2013)，
渡り鳥 (Bino, et al., 2014)などで，様々な生物相が取り上げられている．脆弱性の理由からは，
小型の生物，特に水生昆虫やプランクトンや藻類が選ばれている．例えばカゲロウやトビケラな
どの水生昆虫は流量減少や流況改変に伴う物理環境の変化に敏感に反応することが知られており，
河川生態系の健全性を評価する指標として広く用いられている (Tupinambas, et al., 2014), (Niu, 
et al., 2011)． 
表 2-4 対象種ごとの選定理由 
対象種 典型性 希少性 脆弱性 未解明 有害性 その他 合計 
単一分類群        
魚類 38 26 2 1 4 21 92 
植物 9 12 2 1 6 5 35 
水生昆虫 5 0 5 1 0 6 17 
プランクトン 1 0 4 0 1 2 8 
付着藻類 0 0 3 0 1 2 6 
鳥類 0 5 0 1 0 0 6 
貝類 0 1 0 0 0 2 3 
爬虫類/両生類 0 2 0 0 0 0 2 
哺乳類 0 1 0 0 0 0 1 
複数の分類群 9 1 2 0 0 8 20 
有機物・物質循環 0 0 0 3 0 0 3 
合計 62 48 18 7 12 46 193 
 
表 2-5 環境流量の対象となる種の選定理由 
典型性 対象河川において代表的・一般的である 
希少性 希少または個体数の減少，生息場の減少・劣化が見られ，保全が必要である 
脆弱性 流況変動に伴う物理条件（水温・塩分濃度・流速等）に対して敏感に反応するため評価に適する 
未解明 流況変動に対する応答や脆弱性について明らかにする必要がある 
有害性 その場固有の河川生態系の健全性を保全するために抑制，排除する必要がある 
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また，Townsend らは流速の変化に敏感に反応することからアオミドロの一種を指標種として
いる (Townsend, et al., 2009)． 
一方，知見に乏しい生物を対象とし，環境流量の設定を視野に入れ調査研究を行うもの（未解
明）は全体の 4％にとどまる．未解明の例として Mcmanamay らは，水生昆虫と比較して魚類の
「群集」を指標とした例が少ない点を指摘し，全米の河川を対象に流況変動の魚類への影響評価
と類型化を行っている (Mcmanamay, et al., 2015)．生態系を保全するため特定の生物を排除する
ことを目的とした環境流量もある（有害性）．外来魚・外来植物の駆除 (Conallin, et al., 2012)や
河道の樹林化の抑制 (Miller, et al., 2013)，止水域での藻類・バクテリアの増殖抑制 (Mitrovic, et 
al., 2011)などである． 
このように，現在では，初期の研究に良く見られた商業的価値やレクリエーション的価値が高
いという理由で特定の種の保全を目的とするケースは稀であることが分かる． 
 
河川生態系全体を間接評価しようとする取り組み 
対象種の数に着目した場合，1 種類のみに着目しているものが約半数（4 割）を占める一方，2~3
種類を扱うものが 1 割，4 種類以上が 5 割となっている．単独あるいは少数の種を対象とする場
合でも，対象地域の河川生態系の中で特筆すべき性質を持つ対象を選ぶことで，生態系全体の保
全を目指そうとするものが多い．この場合，主に典型性と希少性を理由に魚類などの上位消費者
が対象とされている．しかし，典型性などの判断は，現時点で明らかになっている知見からの選
択にすぎない．調査対象に挙がっていない生物が対象地域の生態系の要種である可能性があるし，
観察困難な相互作用関係（共生など）が存在する可能性もある．特定種を対象とする方法ではこ
れらを見逃す恐れがある．これに代わる着眼点として，付着藻類やプランクトンなど一次生産者
のバイオマスや一次生産速度を評価することにより，河川生態系を間接的に評価する方法が提案
されている (Smolar-Zvanut, et al., 2014; Lessard, et al., 2013)．例えば，黄河河口では流量に応
じた総一次生産量や一次生産者のバイオマス，生態系呼吸，生態系純生産量などを測定すること
で，河川生態系の健全性を評価している (Shen, et al., 2015; Yang, et al., 2014)．また河川の食物
網の特性から環境流量を評価する試みもある (Jenkins, et al., 2009)．さらに最近では，河川生態
系を支える物質循環に着目し，生態系を評価する研究も見られるようになった．河川縦断方向の
有機物の輸送と流況の関係を評価した Moran ら (Moran, et al., 2014) や，氾濫原など外部由来
の有機物の流入状況と河道内の生産力に着目し，低水時に環境流量を流す必要があることを論じ
た (Wallace, et al., 2016)の研究が新しい．  
流況以外の要素から環境流量を評価する試みも増えている．例えば水質に着目するものとして，
中国の Baiyangdian 湿地 (Yang, et al., 2012)（アンモニア，硝酸塩，リン酸塩，BOD），Yeongsan 
川 (Cha, et al., 2009)（BOD）がある．水温に着目したものは米国河川 (Olden, et al., 2010), 
(Wheeler, et al., 2015)，南アフリカ (Nichols, et al., 2013)，長江 (Wang, et al., 2014)での研究
がある． 
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流水の量，タイミングおよび質～最小流量を与える方法から流況を与える方法へ 
環境改善のために適用される流況の型 
ここでは，「流水の量，タイミングおよび質」というキーワードに着目する． 
Environmental flow は，日本では「環境流量」と訳されることが多い．本研究でもこの用語を
使用しているが，誤解を招きやすい用語でもある．流量は，文字通り単位時間あたりの流れの「量」
を意味し，そこにはタイミングや質といった意味は含まれない．一方，原語の flow という用語は，
「流れ」を意味し，量だけでなく，流速や水深などの水理量や，水質や水温といった性質も含ま
れる．ここでは，この flow の部分がどのように捉えられ，評価されているのかを見ていく． 
ブリスベン宣言によれば，河川生態系の保全に効果があり，かつ水利用者に対して説得力のあ
る環境流量を設定するには，河川流水の「量」だけでなく，放流のタイミングや継続時間などが
明示され，その流量が生態系にとってどのような意味を持つのかが説明できることが重要である．
この考えは，Poff らの，自然流況に立脚する考え方（Natural Flow Paradigm）に基づいている．
これは自然流況の 5 要素すなわち，規模（magnitude），頻度（frequency），タイミング（timing），
継続時間（duration），変化率（rate of change）を生態系保全の基本的な枠組みに据えることを
提唱したもので， (Poff, et al., 1997) 今日の環境流量評価の基本となっている．それによって，
環境流量の伝統的な考え方である最小流量ではこれらをうまく表現できなくなっている． 
流況を考慮するならば，自然流量を 100%保持することが究極的な理想であるかもしれないが，
環境流量の役割は，人間による様々な水利用が避けられない前提で「適切（appropriate）」かつ
「生態学的に受け入れられる（ecologically acceptable）」流況を設定することである (Petts, 2009)．
そのためには，流況を完全に再現するのは難しくても，流量の季節変動や年変動を最低限再現す
るべきである (Petts, 2009)． 
こうした認識の広がりと共に，環境流量には流量変動を模擬した型や，様々な流量要素を組み
合わせる型も提案されるようになった． 
これらの環境流量の設定方法は，大きくボトムアップ的な方法とトップダウン的な方法に分け
られる．ボトムアップ的な方法とは，自然流量の変動とは無関係に，流量 0 の状態を起点として，
最小流量，基本流量，洪水パルスなど各種の流量要素を積み上げていく方法である (Arthington, 
2012)．この方法は，河川生態系の目標とする状態や，将来の理想状態が明確である一方で，生態
系にとって重要な流況を取りこぼす可能性があるというリスクもある (Arthington, 2012)． 
取りこぼしを防ぐ意味では，トップダウン的な方法が有効である．トップダウン法は，自然流
況を起点として，河川生態系の機能や健全性からみて許容できる変化の度合いを決める方法であ
る (Arthington, 2012)．許容できる変化の度合いは，現場の経験や知見に基づき決められる．し
かし，河川生態系と流量の関係は，時と場所によって変化するため，許容幅の設定には適時フィ
ードバックと改善が求められる． 
環境流量の与え方が明記されている論文 102 本を整理した結果，環境流量の型は，図 2-6 に示
す「最小流量型」「自然流量引き下げ型」「基本流量＋パルス型」「流量要素型」の 4 つの型に分類
できることがわかった． 
まずは「最小流量型」である．これは通年または季節ごとに一定の流量を定めるもので，最も
単純なボトムアップ的方法である．年平均流量の x%といった目標設定がされ，Tennant 法 
(Tennant, 1976)がその代表である．本レビューで環境流量の型が明示されていた 102 の論文のう
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ち，45%が最小流量型となっている．このうち，最小流量が通年一定で定められているものが 40%，
季節別や月別で定められているものが 5%あった．年平均流量程度の情報があれば設定できる一方，
生態系保全の効果については根拠に乏しい．特に発展途上地域では，Tennant 法で目安とされる
年平均流量の 30％や 10％といった数値が頻繁に採用されているが，地域の河川特性が十分に考
慮されていない場合も多い (Tharme, 2003)．最小流量型は取水や堰止めにより流量がゼロとなる
ような最悪の状態を回避できる点で意義はあるが，裏を返せば最小流量以外は全て取水してもよ
いという解釈に繋がる恐れがある．裏づけの不十分なまま最小流量を設定することは，かえって
過度な水利用を正当化することにもなりえるため，安易に推奨されるものではない． 
最小流量型では表現できない流量変動を考慮する方法として，「自然流量引下げ型」と「基本流
量＋パルス型」がある．「自然流量引下げ型」は，自然状態のハイドログラフから一定割合を引き
下げることで環境流量を設定するもので，トップダウン的方法である．28%がこの型に該当する．
ハイドログラフ引下型では，自然流量の x%といった目標設定がされる．観測値をそのまま利用で
きる簡便さがありながら自然の流況を多少なりとも保持出来る点で最小流量型よりも優れている．
しかしトップダウン的方法に共通する弱点として，各流量要素に対して生態学的な紐付けがされ
ていない．また，引下げ割合の科学的根拠が薄い場合も多い点が挙げられる． 
「基本流量＋パルス型」は，一定の基本流量を確保するとともに，数日～数週間程度の短期的
な流量パルスを加味するボトムアップ的方法である．13%がこの型に該当する．中小出水や撹乱
を取り込むことができる上，自然流量引き下げ型では考慮されない生起確率や流量規模を定義す
ることで出水現象を明確に表現できる点で優れている．一方，パルスは専ら水文統計の観察によ
って設定され，生態系にとってどのような意味を持つのかまで検討されることは少ない． 
「流量要素型」は，流況と河川生態系の応答が対応関係で表現される高度なボトムアップ的方
法である．9%がこの型に該当する．自然の流況を河川物理環境の維持（土砂輸送，陸上との物質
交換等）や生物群集にとって必要な機能（遡上，産卵等）に分解し，それらを流量要素として積
み上げるもので，BBM（Building Block Method-ology）(Hughes, 1999)が代表的である．各々
の流量要素が河川生態系に果たす役割を最も明確に表現した型である．ただし流量要素を特定で
きない場合や日々の細かい変動に意味のある場合，あるいは変動「量」よりも変動の「方向」に
意味のある場合には自然流量引下げ型が良い場合もあるだろう．環境流量と利水がトレードオフ
にある場合に流量要素型を用いると，流量要素に優先順位をつけ取捨選択することができるため
実現可能性の高い目標設定が可能になる．ただし，流況と河川生態系の応答に関する一般的・定 
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図 2-6 環境流量の型 
 
図 2-7 地域ごとにみた環境流量設定方法別の適用数 
表 2-6 環境流量設定方法 
名称 設定方法 例 
水文統計法 
日流量や平均流量等の水文統計量を指標とし適正流量を求
める 
Tennant 法，Tessman 法 
流況曲線法，RVA  
水理指標法 
水深や潤辺等の水理量を用いて生息環境が大きく悪化する
流量の閾値を求める 
潤辺法 
生息場 
モデル法 
流量変化による生息場の物理的な環境変化を調べ，生息場
の状態の維持に必要な流量を求める 
PHABSIM, 
MESOHABSIM 
包括的手法 
利水，景観維持，生息場保全など複数の目的から構成され
る流量要素を組み合わせることで総合的な流況を求める 
BBM, DRIFT, 
ELOHA 
生態・水文統計法 
 
現地調査に基づき対象生物（群集）と水理量や物理条件な
ど複数の相互関係性を定量化し，必要な流量を求める 
ベイジアンネットワークモデ
ル，個体群動的解析モデル 
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量的なガイドラインがない現状でこの方法を採用するには，文献や現地調査，あるいは専門家の
知見などの多くの情報が必要である． 
なお，残る 5%は，フラッシュ放流など，単独の出水（パルス）を個別に設計するものであった． 
 
水文統計法の展開 
ここでは，表 2-6 に示す環境流量設定方法について，それぞれの方法の特徴や適用事例を整理
する． 
対象論文のうち，設定方法が明示されている論文は 527本あった．このうち，水文統計法は 30%，
水理指標法は 3%，生息場モデル法は 9%，包括的手法は 10%となっている．また，2009 年以前
には見られなかった生態-水文統計法は 25%，その他（経済評価等）22%となっている（図 2-7）． 
水文統計法の割合は, 2003 年のレビュー報告とほぼ同じである．Tennant 法など 2002 年以前
から存在していた既存のモデルが若干の修正を加えながら使用されており，新たなモデルの提案
は見られなかった．水文統計法で最も多く用いられているのがTennant法である．Tennant法は，
自然状態の年平均流量の 10％を水生生物の生存に最低限必要な最小流量，30％を河川生態系の維
持のための基本流量，60％を生態系保全のためのよりよい流量と定め，改変度合いや保全目標に
応じた環境流量の目安を提供する (Tennant, 1976)．この方法は流量の著しく減少した河川にお
いて，生物の生存できる最低限の流量を確保するという点で意義があり，設定や放流操作が簡単
である．一方で，基準とされる自然流量に対する割合と生態系の応答の関係について科学的な裏
づけに乏しい点，流況変動を表現できない点が不十分である．それにも関わらずこの方法が広く
用いられるのには二つの背景がある．一つは，独自の評価方法を持たない地域で簡易的な方法と
して採用されている点である．アジア，アフリカなど最近環境流量の導入が始まった地域で水文
統計法が半数を占める（図 2-7）のもこのためである．こうした地域では，環境流量を求める際
にいくつかの簡易な方法を適用し，その結果から最も多い（あるいは実現性の高い）流量を採用
する方法がとられている．Tennant 法や後述の Tessman 法 (Tessmann, 1980)，流況曲線法 
(Tharme, 2003)を使用することが多く，精度を必要とする場合には水理指標法も用いられる． 
もう一つは，農業用水や工業用水，生活用水なども含めた総合的な水資源配分を評価するモデ
ルの中で用いられる場合である．モデルに環境流量を盛り込むことに意義があるため，それ自体
の精度が突き詰められることは少なく，簡単なTennant法が頻繁に用いられている．このように，
現在の Tennant 法は，適切な手法を導入するまでの仮モデルや，計画段階に使用する簡易モデル
としての位置づけにあるといえる (Tharme, 2003)． 
水文統計法の中で流況の季節変動を多少考慮できる Tessman 法 (Tessmann, 1980)は，
Tennant 法に次いで用いられる方法である．月平均流量が年平均流量の 40%未満のとき月平均流
量を，月平均流量が年平均流量の 40%以上のとき年平均流量の 40%を配分する．長期間の水文統
計がある場合には，RVA（Range of Variability Approach） (Richter, et al., 1997)もよく用いら
れている．この手法は，対象河川の過去の流量記録を元に流況の長期的な周期の特徴や，人為的
な流況改変の度合いを示す流況指標 IHA（Indicators of Hydro-logic Alteration）を利用する．こ
の方法は，河川生態系の応答を逐次フィードバックして目標改善する弾力的なマネジメントが要
求され，地域ごとに改良されている (Richter, et al., 1997)．RVA は，自然の流況に近い形で環境
流量を設定できる点で優れているが，流量改変前を含む長期の水文統計が必要で，多数の変数を
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扱わなければならないことから，データの不足する地域での適用は難しい．米国や豪州など観測
値の豊富な地域や，水資源開発の盛んな Mekong 川流域やバングラデシュの河川，Nile 川におい
て採用例がある． 
水文統計法は，「自然流況からの改変の度合いが河川生態系の変化と連動する」という前提 (Poff, 
et al., 2010)に立つものである．しかし，この前提に対する科学的・経験的な裏付けは不足してい
る (Bradford, et al., 2011)．実際には，流量変動と河川生態系の応答が線形関係にはない場合や，
非連続（閾値）的な応答をする場合があることも報告されている (Poff, et al., 2010)．そのため多
くの研究者が，水文統計を参照して説得力のある環境流量を設定するには，河川生態系の応答と
流量との関係に関する個々の知見を整理し，一般的な関係にまとめ上げていく必要があると考え
ている (Poff, et al., 2010; Petts, 2009; Crossman, et al., 2010)． 
 
水理指標法の後退 
水理指標法は水深や潤辺などの水理量を用いて，魚類などの生息環境が大きく悪化する値を閾
値とし，環境流量を設定する方法で，潤辺法が有名である．地形データや河道形状をもとに判断
するため視覚的に理解しやすく，景観計画にも有効な指標である．米国のコロラド州など地域ご
とに体系化され用いられているものに R-2 法がある．2002 年以前は適用例の 11％を占め，この
うち 8 割は主に流量変動の予測しやすい北米寒冷地域の河川において適用されていた (Tharme, 
2003)．しかし，2010 年以降の適用例は 3％未満である（図 2-7）．水理指標法はこれまで水文統
計法よりも高い精度を必要とする場面で使用されてきたが，現地調査に基づく生息場モデル法に
対して精度が劣る上，最近では水文統計法でもある程度生態系の特質を反映できる方法が出てき
たことから使用されることが少なくなった．現在，この方法は主に流量による目標設定や管理の
難しい湖沼や湿地において，水位を環境流量の基準とするために用いられている (Tuteja, et al., 
2009; Yang, et al., 2009)． 
 
生息場モデル法の適用範囲とその限界 
生息場モデル法は，流量変化による生息場の物理的な環境変化を調べ，生息場の状態から対象
（種）に必要な流量を求める方法である．2002 年以前は水文統計法に並んで 3 割の適用例があっ
たが，現在では 10%程度に減少している．生息場モデル法の代表的な方法は，河川を瀬淵や物理
形状の違いの見える小さなグリッドに分け，流量の変化に対する物理環境の変化，魚類の成長段
階における物理的特性への選好，および両者の相互作用の結果としての生息可能域を調べる
PHABSIM（Physical HABitat Simulation System） (Maddock, 1999)である．PHABSIM を踏
襲し，よりスケールの大きなハビタット，すなわちある生物の日常的な活動範囲（例えば瀬淵を
含む河川の一蛇行区間など）を単位（mesoscale）とし，目視や写真で流量に応じた流れ形態を判
別し生息場を評価する MESOHABSIM（MESOHabitat Simulation System）も良く用いられて
いる (Parasiewicz, 2001)． 
生息場モデル法は開発当初から現在まで北米や欧州で主にサケ目の魚類を対象にモデル化が進
んでおり (Petts, 2009)，ブラジルを除く南半球やアジアでの適用例は少ない（図 2-7）．モデル
適用のためにはサケ目を除く水生生物についても同様に河川特有のデータを得なければならない
が，社会的価値が小さいことから事業者や管理者を説得させる動機付けが難しい．この点が，固
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有種としてサケ目のいない南半球やアジアでの生息場モデル法の適用が少ない理由の一つである
と考えられる． 
流量と生息場の物理環境を定量的に結びつける生息場モデル法の考え方は明快で説得力があり，
流量設定のガイドラインも確立している．しかし，環境流量の目的が，特定の生物の保全から河
川生態系の健全性の維持へと拡大していく中で，生息場モデル法ではうまく評価できないケース
が生じている．生息場モデル法を用いて河川生態系を包括するような評価を行うためには，成長
段階ごとにできる限り多くの種を調査し，各々の生息場の選好から水位や流速などの適正値を求
め，これを流量換算した後に，対象魚類の必要流量を組み合わせる必要がある．しかし，対象種
を増やすにも限界があり，個々の調査では生物の相互関係を考慮できない点が弱点といえる．ま
た生息場モデル法の成果は調査場所に固有の結果であるため広域や全球規模の評価では使用でき
ないという制約がある (Petts, 2009)． 
 
包括的手法の広がり 
包括的手法は，水文統計法，水理指標法，生息場モデル法および専門家の知見を組み合わせて
環境流量を求めるものである (Pastor, et al., 2014)．2002 年以前は 7.7%を占め，途上国を中心
に増加し，将来的には最もメジャーな方法となることが予想されていたが (Tharme, 2003)，現在
は 10%と微増に留まっている．包括的手法の代表例は，BBM (Hughes,1999)や DRIFT
（Downstream Response to Imposed Flow Transformation） (King, et al., 2002)である． 
このほか，2010 年に新たに提唱され，米国や豪州を中心に用いられている方法として ELOHA
（Ecological Limits of Hydrological Alteration） (Poff, et al., 2010) がある．この方法ではまず
水文統計法により対象水系の水文学的特徴から河川を類型化し，各種の流量改変が流域生態系へ
及ぼす影響を分類し，流況との対応関係を整理する．その結果をふまえて生態系にとって理想と
なる流量を決定する．この理想目標に流域住民のリスクや環境改善への要求レベルを加味するこ
とで環境流量を設定する (Poff, et al., 2010)． 
Tharme によれば，包括的手法は人々の生活が河川の生態系サービスに強く依存している途上
国にとって適切な方法である (Tharme, 2003)．実際に，包括的手法 2002 年以前は豪州や南アフ
リカなどの限られた地域のみで取り扱われていたが，現在では中国やインドを含むアジア・アフ
リカで比較的多くの適用例が見られる（図 2-7）．しかし，この手法にもいくつかの課題がある．
一点目は，専門家の判断に強く依存している点である．包括的手法を採用しようとする国では，
水資源管理の制度改革が急速に進められ環境流量導入への要求が高まる一方，科学的データの蓄
積が追いつかない中で数ヶ月など極めて少ない時間と限られた費用で環境流量を設定する必要に
迫られている場合が多い．その結果，河川管理者が専門家の判断に一任する状況 (Petts, 2009)が
生じている．地域の生態系に精通している専門家の意見を踏まえることで，地域の実情に合った
目標設定が実現する一方，結果が特定の分野に有利になるように偏ったり，恣意的になったりす
る恐れがある．二点目は，包括的手法が個別の場所で総合化することを得意とする一方で，様々
な社会的，自然的要素を含む大きなスケールでの適用が難しいことである (Pastor, et al., 2014)．
三点目は，将来の流況変動に対する評価モデルがないことである．包括的手法はこれまで，既に
改変された河川に流量を再配分する手段として用いられることが多かった．しかし最近では，水
資源開発や気候変動によって予想される将来の流況変動に対する事前評価の需要が高まっている．
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それに伴い，過去の観測値に基づく水文統計法や生息場モデル法では評価できなかった流況と生
態系の応答を将来予測できるモデルが必要となっている． 
2003 年当時の期待に反し，包括的手法が普及していない原因はこのような課題があるためと考
えられる．こうした中，新たに環境流量を導入しようとする国は，実績が多く簡単な水文統計法
を採用し，より踏み込んだ環境流量研究に取り組む先進地域では，次に述べる高度な生態-水文統
計法を用いて，流況と生態系の応答に関する定量的・一般的な関係の解明に取り組んでいるなど，
傾向が二分化している． 
 
生態-水文統計法の出現 
Bunn & Arthington (Bunn, et al., 2002)は，環境流量を評価する際に考慮すべき流況と河川生
態系の応答を，以下に示す 4 つの定性的な原則としてまとめている． 
⚫ 流れ（flow）は河川の物理環境を決める主要な要素であり，従って生物の構成を決める主
要な要素である． 
⚫ 河川縦断方向および河畔や氾濫原との水平方向の生息場の連続性を維持することは多く
の生物の個体群の維持にとって不可欠である． 
⚫ 河川生物は，年間を通した様々な流況に応じて変化する生息場の利用可能性に適応した生
活史を持っている． 
⚫ 外来種の移入定着は，流況の平滑化，特に湿潤―乾燥のサイクルが失われたことによって
引き起こされている． 
これらは経験的，定性的には良く知られているものの，実際の環境流量設定に役立てるには定
量的かつ一般的な情報が必要である (Poff, et al., 2010)．例えば，これ以上/以下になると稚魚が
生存できない流量など，流量の増減に対する閾値を見つけることができれば，不完全な手法によ
って環境流量を推定する必要がなくなり，環境流量を直接設定することができる．また，流況に
対してある生物がどのように応答するかといった一般的な傾向や法則がわかれば，データが不足
していても環境流量を求めることができるようになる (Poff, et al., 2010)．この課題は 2003 年時
点で既に取り上げられている．さらに 2009 年には，水生昆虫と流況の応答に着目した萌芽的な
研究が始まっていることが紹介されている (Petts, 2009)． 
2009 年以降になると，流量変動に対する河川生態系の応答を定量的に記述し，環境流量評価モ
デルに組み込むための研究が出現し，顕著に増加している．本論ではこれを「生態-水文統計法」
と名付けた．現在，環境流量設定方法の 25%を占めるこの方法は，環境流量研究の歴史が長い米
国，欧州，豪州に加えて中国で盛んに研究されている．従来の水文統計法が流量と生物の関係を
単純化して仮定していたことや，生息場モデル法では 1 つの種に対して 1 つの水理量を関係付け
ていたのに対し，生態-水文統計法は，流況や水温，流速などの様々な水理条件と，生態系や生物
群集の応答（個体数，産卵行動，移動，種数，栄養段階，等）との具体的な関係を明らかにし，
評価に組み込むことを目指している． 
生態-水文統計法のアプローチとしては，複数の生物の個体数調査を行い，流量と個体数の相関
から最適な流況を設定する回帰分析 (Alonso-Gonzalez, et al., 2008), (Ji, et al., 2005)や，生態系
と水文量の関係をベイジアンネットワークでモデル化する方法 (Fu, et al., 2451-2457; Chan, et 
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al., 2012; Shenton, et al., 2014)が良く用いられている．より複雑な方法として，流況に対する個
体群の動的な応答を評価する個体群統計モデルも用いられている (Shenton, et al., 2012)． 
しかし，こうしたモデルの多くは非常に複雑高度であり，方法論や評価の仕方にもばらつきが
大きい．また，個々の研究が生態系の変化に及ぼす重要な要素を経験的に指摘はしているものの，
各分野の中で断片的に記載されているに過ぎず，全体的なメカニズムの解明には至っていない 
(Petts, 2009)．こうした中，Poff らは既往文献のレビューによって生態系と流況変動の関係にお
ける一般的な法則を見出すことを試みたが，残念ながら環境流量設定モデルに組み込めるような
普遍的な関係を明らかにするには至らなかった (Poff, et al., 2010)．その理由として Poff らは二
つの理由を挙げている．一つ目は研究ごとに条件設定が異なるため，横並びでの比較が難しい点，
二つ目は観測された生態系の応答が，ある流況がもたらすさまざまな要因（流況の規模，継続時
間，水温）のどれに影響を受けているのかが多くの論文で明確にされていない点である (Poff, et 
al., 2010)．今後はこうした指摘をふまえ，一般化や体系的整理に繋がるような個別の研究設計が
行われることが望ましい． 
分かりやすい生態-水文統計法の事例として，中国三峡ダムの上下流で環境流量を設定した
Wang らの研究がある (Wang, et al., 2013)．この研究では，環境流量設定に次の手順を踏んでい
る．まず，流況と河川生態系の応答に関する概念モデルを構築する．次に，対象生物の決定とそ
れらの生活に関わる流量要素を抽出し，流量指標と対象生物の指標の関係を定量化する．最後に，
人間の水利用と生物の必要量をすり合わせ，環境流量必要量を決定するという流れである．この
研究では，流量と連動する土砂輸送や水温などの物理条件も考慮しつつ，河川生態系を幅広く評
価するために魚類，河畔植生，渡り鳥など複数の対象生物を設定している (Wang, et al., 2013)．
また，概念モデルの構築から環境流量の設定に至る手順が明快であり，一般的であるため，他の
地域で評価する際にも大いに参考になると考えられる．  
これまで環境流量評価方法は専ら流量と，ある時点での魚類の個体数などの限られた情報に拠
っていたため，流量と生物の応答との間には大きな仮定を置かざるをえず，評価結果には常に曖
昧さが残っていた．現在では様々な環境変数を同時に考慮しつつ，河川の動的なメカニズムを評
価することが可能となりつつある．急速に発展する計算・シミュレーション技術の後押しを受け
て登場したのが生態-水文統計法である．現在，生態-水文統計法は高度なモデリング技術を運用・
開発する余裕のある限られた地域で個別研究を蓄積している段階であり，環境流量を必要として
いる広い地域で適用するには，まだ多くの課題が残っている．個々の研究が自己目的化しないた
めにも，体系化が望まれる分野である．将来的には独立的な汎用モデルとしての活用に加え，包
括的手法の科学的裏づけを支持するサブモデルとしての運用を視野に入れることが望まれる． 
 
生態系に依存する人間の暮らしや福利～総合的な水資源管理への導入 
ここでは，「生態系に依存する人間の暮らしや福利」というキーワードに着目し，環境流量と人
間社会とを繋ぐ視点についてみていく． 
河川生態系を保全しようとするとき，人間の影響を全て排除することも一つの方法である．し
かし，ブリスベン宣言に基づく環境流量は，最終的には人間の営みや社会を持続的かつより豊か
なものとするための流量であって，人間活動と切り離したまま完結することはない．ここで，生
態系サービスの考え方が役に立つ．生態系サービスは，性質やシステムの異なる人間の営みと河
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川環境とを共通の評価の軸に乗せて取り扱うための概念だからである．従って，環境流量は河川
生態系サービスを支える基盤として評価することが必要である (Auerbach, et al., 2014)．河川環
境を生態系サービスとして定量的に評価する研究としては，Kozak ら (Kozak, et al., 2015)や，
Vaughn ら (Vaughn, et al., 2015)がある．さらに，生態系サービスに着目して環境流量を推定し
た研究は，Baiyangdian 湖 (Xue, et al., 2015)（中国），Tarim 盆地 (Yang, et al., 2009)，Ter 川 
(Jorda-Capdevila, et al., 2015)（スペイン）などで見られる．Gopal (Gopal, 2016)は，インドの
河川を対象に生態系サービスに基づく環境流量設定のための経済評価枠組みを構築した． 
豪州北部のかんがい農地の水資源に関する研究では，経済評価により水資源配分を最適化した
場合，かんがい用水を 20%減らして環境流量に割り当てられることを示した (Crossman, et al., 
2010)．この際，環境流量を確保することで新たに生まれる生態系サービスは 3.47 億豪ドルに相
当することに加え，CO2 削減や河川水の塩水化の抑制による収量増，レクリエーションやアメニ
ティの価値向上によって結果的に農業その他の収益も 6,870 万豪ドル増加すると見積もられた 
(Crossman, et al., 2010)． 
環境流量の効果は，まずは単独で評価されるべきであるが，次の段階として他の利水用途と比
較されることになる．環境流量の増加はしばしば他の用水の減少を意味するからだ．その意味で
注目されるのが総合的な水資源管理（IWRM）である．IWRM は 2003 年や 2009 年のレビュー
では扱われていなかった分野であるが，現在では対象文献の 18%を占める主要なテーマであり（表 
2-3），その重要性は今後ますます大きくなることが予想される．IWRM の中では，環境流量は他
の水需要との競合相手として取り扱われることが多い．特に農業用水と環境流量の按分は重要な
研究課題である．経済活動である農業に対して，経済評価しにくい環境流量の価値や効果をいか
に評価し，説得力のある根拠を与えるかが課題となっている． 
この課題に対し Graftonら (Grafton, et al., 2011)や Bonschら (Bonsch, et al., 2015)の研究は
環境流量の導入に前向きな示唆を与えている．Grafton らは Murray 川流域で干ばつによる生態
系への影響を金銭換算し，緩和策としての環境流量放流と，かんがい取水による収穫便益との間
で最適な水配分を計算した．それによると，2001 年から 2009 年までの 9 年間にかんがい用水を
減らし，環境流量に割り当てていれば 5 億～30 億米ドルの便益が見込まれたことを示し，環境流
量の放流が社会全体でみれば便益増に繋がることを示した (Grafton, et al., 2011)．Bonsch らは
今後 50 年の食糧生産に関し，複数の社会経済発展シナリオを用いて全球で評価を行った．環境流
量を確保するとかんがい用水が逼迫し，低下した土地の生産性を補うために非かんがい農地の拡
大（森林の減少）をもたらす可能性がある (Bonsch, et al., 2015)．しかし彼らの計算の結果，食
料需要の増加に起因する森林の減少は，環境流量の影響より大幅に大きいため，環境流量は必ず
しも持続可能な開発の主たる制限要因とはならないことを示した (Bonsch, et al., 2015)． 
農業システムの改善によって，環境流量を確保する試みもある．例えば，かんがい水路の漏水
を防ぐ技術の導入により環境流量を確保するものである (Akbar, et al., 2013)．ただしかんがい効
率が上がった分「余った」水は更なる農業用水として利用されることもある．農業従事者が技術
導入コストを支払い，環境流量を確保するインセンティブがないのが理由である．従って，利用
者の平等なコスト負担や補助金などメカニズムが必要である (Akbar, et al., 2013)． 
水利権の調整で環境流量を確保しようとする研究もある (Erfani, et al., 2012)．英国では，水
利用料は事前に取得した取水可能枠に対して付加される．取水されても利用されていない水は全
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取水量の 15％に上るとみられる．同国の河川を対象とした研究では，実績の水利用に基づき余分
に権料を支払っている取水枠を返上し環境流量とすることで，渇水時には流量がゼロになるよう
な河川で，渇水時にも一定流量を維持することが出来ることを示した (Erfani, et al., 2012)． 
 
維持するために必要～過去から現在を知る手段から将来の評価への展開 
ここでは，「維持するために必要」というキーワードに着目し，評価の基準をどの時点に置くか
について考えていく． 
河川生態系はこれを取り巻く気候条件や物理条件に影響を受けながら，常に変化し続けている．
同時に，人間社会でも刻々と人口増加や技術革新が進んでおり，水需要は変化している．そのた
め，河川生態系や人間の社会を「維持するために必要な流量」も変化していくものである．従来
の環境流量の目指すべき状態は，ダム建設前の 1970 年代の流況，あるいはサケが遡上していた
20 年前の河川環境といった様に，多くの場合過去の状態に置かれていた．しかし，気候変動に伴
い洪水や干ばつなどの極端現象が増加するとみられ (Arthington, 2012)，将来的な環境流量必要
量を推定する場合は，必ずしも過去の状態への回復が理想的・現実的でない場合も出てくるだろ
う．さらに，河川生態系を取り巻く条件も今よりも一層厳しくなることが予想される．2009 年の
レビューでは，気候変動を視野に入れた環境流量評価が必要になってくることが予想されており，
流況と大気や気候サイクルとの関係の理解が重要な課題に挙げられていた (Petts, 2009)．その一
方で，当時気候変動に着目した研究の多くは河川の水温に焦点を当てており，流況の変化に着目
することは少ないことが指摘されていた (Petts, 2009)． 
本レビューの対象文献のうち 31 本が気候変動を取り扱っており，近年の関心の高さがうかがえ
る．ただし，10 年前のように水温のみに着目するものは稀であった．最近の研究内容は，気候変
動による流況や河川生態系の変化を予測するものと，気候変動下における水資源量や水需要，環
境流量必要量を推定するものに大分される． 
流況変化を予測するものには，米国のワシントン州 (Liermann, et al., 2012)やカリフォルニア
州 (Null, et al., 2013)，欧州全土の河川を対象とした研究 (Schneider, et al., 2013)がある．河川
生態系の応答に着目したものでは，気候変動に魚類がどの程度適応できるか既往文献より推定す
るもの (Morrongiello, et al., 2011)や，イランの代表的な在来魚の生息場の変化を予測する研究 
(Morid, et al., 2016)がある．将来の水資源配分予測評価の中で環境流量を扱う研究として，ポー
ランドの Narew 川 (Piniewski, et al., 2014)，韓国の都市河川 (Yang, et al., 2012)，Murray 川
流域 (Kirby, et al., 2014)が対象とされている．また，農村における伝統的な水利用に着目し，気
候変動下における地域の溜め池貯水量と環境流量容量の変化を分析したエチオピア (Lasage, et 
al., 2015)の事例などがある． 
気候変動の設定条件は，過去の極端現象から類推する場合と，将来気候モデルを使用する場合
がある．Watts ら (Watts, et al., 2011)は，過去の渇水や洪水等の極端現象時のダムの操作実績を
参考に，気候変動下で河川生態系を保全しつつ水資源配分を行うためのダムの操作規則の再編の
在り方について論じている．一方，Shadkam らは過度のかんがい取水により消失の懸念があるイ
ランの Urmia 湖において，複数の気候変動シナリオ下における水資源賦存量の変化を考慮した環
境流量必要量を見積った (Shadkam, et al., 2016)．その結果，現状のかんがい取水量を維持した
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場合，2100 年時点の温室効果ガス排出量が最大の場合を想定した将来気候条件下（RCP8.5）で
は湖沼の保全に必要な環境流量が確保できないと指摘している (Shadkam, et al., 2016)． 
環境流量の将来的な評価が難しいのは，河川生態系へのストレス要因となりうる様々な要素が
複合的に絡み合うためである (Arthington, 2012)．気候変動のみならず水需要や土地利用などの
社会的要因の変化も無視できない．Girard らは，フランスの Orb 川を対象に 2030 年頃の気候条
件下での水資源賦存量を推定し，社会変化のシナリオに応じた農業用水，都市用水，環境用水の
トレードオフをモデル化した (Girard, et al., 2015)．このモデルでは，海水淡水化など水資源量
そのものを増やす視点と，節水技術の導入など水利用のあり方を変える視点の両方から様々な適
応策を組み合わせて最適な水資源配分を評価できる点が新しく，政策や将来の状況に応じて柔軟
な目標選択ができる点が優れている．しかし依然として，気候変動を踏まえた環境流量研究は，
外力の変化に対する物理的な応答の予測が主であり，適応策などの社会実装へむけた議論が不足
している．将来へ続く持続可能な水資源利用のためには，環境流量の役割と今後目指すべき状態
をあらためて議論し，明らかにしていくことが不可欠である． 
 
本章のまとめ 
本章では，過去から現在までの環境流量の理念の変遷と，研究課題や関心の傾向について時系
列的に俯瞰した．さらに，ブリスベン宣言による環境流量の定義の中から５つのキーワードを取
り出し，このキーワードに沿って 2009 年から 2016 年までの世界 77 カ国の環境流量研究のレビ
ューを行った．その結果，現在の環境流量の研究は，中国やインドをはじめとする水資源開発の
盛んな発展途上地域に広く展開していることが分かった．また全球規模や国際河川における評価，
渇水時や乾燥地，気候変動の進んだ近未来など新たな条件における環境流量が研究課題として取
り組まれるようになっていることが分かった． 
また，最新の研究が提唱する理想的な環境流量は，次の理念に基づく必要がある． 
⚫ 環境改善には，最小流量を一定量流すだけでは効果が不十分である．自然の河川の持つ流
況の 5 要素，すなわち流量，タイミング，頻度，継続時間，変化率に着目することが重要
であり，少なくとも月単位あるいは季節単位での流量変動を考慮することが必要である． 
⚫ 保全対象を一種類に限定するのではなく，河川生態系の全体を保全する観点から幅広い生
物相あるいは対象を選ぶべきである．河川環境を生態系サービスとして評価するのも有効
である． 
⚫ 河川生態系の様々な応答と流量変動との関係に対する曖昧な仮定を出来る限り少なくし，
定量的に記述していくことが求められている． 
上の理念に応えるために，多くの研究努力が複雑で非線形的な応答を示す河川生態系と流量変
動の関係の解明やモデル化に向けられている．それに伴い環境流量評価方法も，単純な水文統計
を利用した方法から，ベイジアンネットワークなどの統計解析的方法や，個体群の動的分布モデ
ルを用いた方法，あるいは非常に多くの変数を必要とする方法などへと複雑化・高度化する傾向
にある．このような研究は，河川生態系への理解を深化させ，長期的な環境保全や河川管理の方
針を決める重要な判断材料になる．しかし，こうした学術的な環境流量評価モデルの多くは，複
雑高度で汎用性に欠けることから，実務レベルでの運用に結びつきにくいという課題がある． 
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とりわけ水資源計画や個別設計の初期段階で必要な，広域を評価し，対象地域の脆弱性や保全
の優先度を比較できるような俯瞰的な評価方法については，上記の理念に沿った提案がないのが
現状である．従って，学術的に理想とされる環境流量を，現場で使える評価方法に落とし込むこ
とが研究者には求められているといえるだろう． 
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環境流量の現状 
本章の目的 
第 2 章では，学術研究の視点から環境流量の最新の理念を明らかにした．それによると，環境
流量は単独の種を保全する手段ではなく，健全な河川生態系とこれによって支えられている人間
の文化社会的な営みを守るための流量として与えられなければならない．そのためには，河川生
態系の機能や価値を，河川生態系サービスとして捉えることが必要である．さらに，健全な河川
生態系を守るためには，最小流量を一定で流すだけでは不十分であり，流量変動を考慮しなけれ
ばならない．流量変動を環境流量に組み込むためには，流況の 5 要素，すなわち規模，タイミン
グ，継続時間，頻度，変化率に着目することが重要である． 
これらを踏まえた理想的な環境流量設計のあり方を図 3-1に示す．実務においては，環境流量
の目的を明確にし，この目的を達成するために必要なモニタリング計画を立案する必要がある．
モニタリング目標は SMART 目標，すなわち Specific（具体的），Measurable（測定可能），
Achievable（達成可能），Realistic（現実的），Time-bound（時間を特定している）という観点か
ら設定するのが望ましい．これらの目標を踏まえて環境流量の設計を行う．そして，放流中には
計画に則りモニタリングを実施し，結果をフィードバックして環境流量を改善していく．河川環
境や社会環境は絶えず変化するものであるから，環境流量の基準は，その時々で最適化すること
が必要である．そのためには，環境流量を設定するだけでなく，モニタリングとフィードバック
の仕組みを合わせて設計することが重要である． 
 
図 3-1 理想的な環境流量設計のあり方 
モニタリングのための計画・事前調査
SMART目標に基づく計画調査
Specific（具体的）
Measurable（測定可能）
Achievable（達成可能）
Realistic（現実的）
Time-bound（時間を特定している）
環境流量の設計
環境流量の目的の明確化
理想とする河川の状態は？
現状維持 or 改善?
最新の環境流量理念に則した放流規則の構築
①河川生態系全体を俯瞰する評価軸
→河川生態系サービスからみた必要量
②流量変動の考慮
→流量の5要素（Magnitude,Timing,Duration,Frequency,Rate of Change)
モニタリング
BACIデザインに基づく比較評価
Before-After （放流前後の比較）
Control-Impact（放流区間と対照区間の比較）
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
環境流量の放流
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以上を踏まえつつ，本章では，実際に環境流量を制度的に放流している事例から環境流量の現
状を明らかにする．3.2では，日本における環境流量の運用状況について実態分析を行う．3.3で
は，世界における環境流量の制度や仕組みを整理する．これらの作業を通し，環境流量放流の現
場の状況を明らかにすると共に，理想的な環境流量設計と照らし合わせ，どのような課題があり，
課題を克服するためにはどのような枠組みや評価方法が求められているのかを明らかにする． 
 
日本における環境流量の運用状況 
維持流量としての運用 
わが国では，環境流量という用語が用いられることは少ないが，流水の正常な機能を維持する
ために必要な流量として，河川法により正常流量が定められている．正常流量は，農業・工業用
水などの水利流量と，河川利用や動植物の生息環境等を総合的に考慮して定める維持流量からな
る．維持流量は現地の河川環境を踏まえて河川管理者が川ごとに設定する．維持流量は，正常流
量検討の手引き [国土交通省河川局 2007]（1992年制定，2007 年改定，以下「手引き」）に基づ
き全国の水系で設定・運用されている．特定の河川生態系サービスを維持するために川に残すべ
き流量を意味する維持流量は，環境流量の一種として捉えることができるだろう． 
わが国の維持流量の制度は，歴史的な水利用の実態を踏まえながら，自然環境や社会にとって
必要な流量がさまざまな項目によって評価され，実に 30年近く運用されている優れたシステムで
ある．一方，手引きの制定から 20余年が経過し，河川環境に関する知見の蓄積や調査技術の進歩
を横目に見ながらも，維持流量は一定の最小流量という最も単純な形態として据え置かれており，
放流後の効果の検証も十分にされていないなどの課題がある．その原因は，現在の維持流量をめ
ぐる課題の有無やその原因が整理されておらず，新しい知見を維持流量の改善やフィードバック
に繋げるための道筋が示されていない点にあると考えられる． 
従って，この節では以下の検討を行う．まず，現在の維持流量の考え方や設定方法を整理する．
次に，全国における維持流量の実態分析をする．最後に，理想的な環境流量設計のあり方と照ら
して浮かび上がる課題に対し，より効果的な維持流量を導入するための方針を考察する． 
 
維持流量の設定方法 
維持流量，すなわち「河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持」に必要な流量に関して
は，流水の占用，舟運，漁業，観光，流水の清潔の保持，塩害の防止，河口の閉塞の防止，河川
管理施設の保護，地下水位の維持等を総合的に考慮することが定められている（平成 31 年 4月 1
日改正河川法施行令第 10条の二）．また，河川環境の整備と保全に関しては，流水の清潔の保持，
景観，動植物の生息地又は生育地の状況，人と河川との豊かな触れ合いの確保等を総合的に考慮
することとされている（同法 10 条の三）．これに従い河川整備基本方針及び河川整備計画にて維
持流量が設定されている． 
手引きに記された標準的な維持流量の設定方法を表 3-1 に示す．例えば，動植物の生息環境の
保全及び漁業では，代表生物の移動や産卵に必要な水理量から必要流量を算出する．ただし，手
引きでは，以下のような理由から魚類を対象とした評価方法を提示している． 
 
「動植物の生息地又は生育地の状況」にとって必要な流量は、本来、河川に生息・生育する動植物
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や河川との関わりのある動植物を広く対象として検討すべきであるが、ここでは河川流量との関わ
りの強いものとして水域（水中）を主な生息・生育の場とする魚介類、底生動物、付着藻類の中か
ら次の点を考慮して魚類を取り上げて検討手法を示したものである。 
イ）魚類は河川生物の中でも大型で食物連鎖の上位に位置する重要な生物である。 
ロ）魚類については既往文献資料等において、水理的な生息条件の定量的知見が比較的得やすい。 
（手引き Ｐ12） 
 
景観では水量感が損なわれない流量をアンケートや川幅水面比を用いた評価で決定する．流水
の清潔では，水質汚濁防止法の目安を参考とする．水質汚濁防止法では，異常渇水により公共水
域の水質の汚濁が著しくなり，人の健康又は生活環境に係る被害があるとして緊急時の措置を命
じることができる場合を，「環境基準において定められた水質の汚濁の程度の 2倍に相当する程度
をこえる状態が生じ，かつ，その状態が相当日数継続すると認められる場合」と規定している．
これを参考とし，維持流量では水質基準値の 2倍を満たすような流量を設定する． 
その他，対象河川の状況に応じて舟運や河川管理施設保護等が検討される．最後に，これらの 
 
表 3-1 現在の維持流量検討項目と流量検討方法（「手引き」を参考に筆者作成） 
検討項目 内容・着眼点 手引きに例示されている検討方法 
動植物の生息地又は
生育地の状況・漁業 
生息・生育（産卵，移動）のために河川
に確保すべき水理条件（水深，流速等）
を満足し得る流量 
多くの生物の生息・移動においてクリティカル
になる瀬に着目し，瀬と関わりの深い代表魚類
の産卵，移動，生息に必要な水深と水面幅を満
たす流量を求める． 
景観 
良好な景観の維持・形成を図るために最
低限確保すべき流量 
目標の河川景観イメージを定め，流れの変動と
視点からの見え方の関係を明らかにして適度
な流れの規模を決定．（フォトモンタージュ，
或いは川幅に対する水面幅の比） 
流水の清潔の保持 
河川流域で実施されることが想定される
汚濁削減対策を踏まえた上で，当該河川
において必要とされる流量 
BOD（必要に応じて DO，pH，窒素，リン）
を対象に，水質汚濁防止法に基づき，汚濁物質
濃度が環境基準の 2 倍を評価基準とする． 
舟運 
人や物資の輸送或いは観光を目的とした
舟運を維持するために，水面幅や吃水深
を保つための流量 
就航時期に必要な水面幅と喫水深を確保する． 
塩害の防止 
渇水時に塩水の遡上により用水や地下水
の塩分濃度が上昇し，水道や灌漑用水へ
の利用，漁業等や動植物の生息・生育環
境に重大な影響を及ぼさない流量 
実態調査或いは解析により流量と塩水遡上の
関係を求め，塩害を生じない流量を求める．過
去に塩害が生じていない河川では，必ずしも必
要流量を設定する必要はない． 
河口閉塞の防止 
流量が減少した場合に土砂の堆積によっ
て河口が閉塞することを避けるための流
量 
流量増による対応が適切でない場合も多いこ
とから，当該河川における河口閉塞の特性や他
の代替手段（導流堤や掘削等）を十分考慮して
必要に応じて設定 
河川管理施設の保護 
水位の低下による木製の施設（護岸の基
礎や杭棚）等の腐食を防止するために一
定の水位を確保するための流量 
必要に応じ流量の変動が河川管理施設の腐食
に及ぼす影響について検討し，流量変動に配慮
した必要流量を検討 
地下水位の維持 
河川水位の低下に起因する地下水位の低
下を引き起こさないための流量 
必要に応じ流量の変動が地下水位に及ぼす影
響について検討し，流量変動に配慮した必要流
量を検討 
観光 景観や舟運の項目で評価できる． − 
人と河川との豊かな
触れ合いの確保 
野外リクリェーション，住民等の日常的
な自然との触れ合い活動の場として必要
な流量 
動植物の生息地又は生育地の状況，景観及び流
水の清潔の保持が満足されれば確保される． 
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表 3-2 環境流量と維持流量で考慮する項目の違い 
  環境流量 維持流量 
河 
川 
生 
態 
系 
サ 
ー  
ビ 
ス 
基盤サービス   
 物質循環 ○ × 
 土砂収支 ○ × 
 生物の生息・生育 ○ 動植物の生息環境 
供給サービス   
 水資源 ○ 地下水位維持・塩害防止 
 水産資源 ○ 漁業 
調整サービス   
 水質浄化 ○ 流水の清潔の保持 
文化的サービス ○ 景観・観光 
河川利用 
 × 舟運 
 × 河口閉塞防止 
 × 河川施設保護 
※生態系サービスの分類は， (A. H. Arthington 2012)に従った． 
 
項目別必要流量のうち最も大きな流量が維持流量として設定される．なお，維持流量は，原則 10
ヵ年第一位相当の渇水時に維持できるよう計画するものとされている [国土交通省河川局 2007]． 
 
維持流量の課題 
日本の維持流量は，欧米を中心に進化してきた環境流量の概念とは独立して考案された概念・
制度であるが，河川環境を維持するために必要な流量である点から，環境流量の一つの形態とし
て捉えることができる．環境流量の概念に照らして維持流量を見た場合，維持流量にはどのよう
な特徴があるのだろうか．表 3-2に，生態系サービスの観点から，環境流量と維持流量を比較し
てみよう．環境流量で考慮すべき生態系サービスは，ミレニアム生態系評価による四つの生態系
サービスとされている (A. H. Arthington 2012)．これに対し， 表 3-1で示した維持流量の 10つ
の検討項目を並べてみると，動植物の生息環境は基盤サービスの中の生物の生息，生育，地下水
位維持・塩害防止は供給サービスの水資源，漁業は水産資源，流水の清潔の保持は調整サービス
の水質浄化，景観・観光は文化的サービスに相当し，全ての生態系サービスを一応網羅している
ことが分かる．また，維持流量では，環境流量では通常扱われることのない舟運や河川施設保護
など人間の河川利用に関わる項目を含むことが分かる．河口閉塞の防止は，本来，健全な物質循
環や土砂収支に関係するものである．しかし，維持流量が目的とする河口閉塞防止は主に航路の
確保であり，流量の確保のほかに浚渫や導流堤などの代替策が示されているため（表 3-1），生態
系サービスの維持とは異なるといえる． 
従って，生態系サービスに照らした場合，維持流量には物質循環や土砂収支の評価項目がなく，
動植物の生息環境についても専ら魚類の評価方法のみが定められていることから（表 3-1），より
包括的な基盤サービスの評価が課題であるといえる．基盤サービスを評価するにあたっては，自
然の流況に則した流量変動の考慮が必要である．「手引き」では，期間別に設定することで，最小
流量の季節変動を考慮することは可能であるが，出水撹乱のような短期間の流量や，日変動のよ
うな細かな流量を考慮する仕組みがない点が課題であるといえる． 
また，モニタリングについては，手引きでは以下のように記述されている． 
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４．モニタリングの方針 
河川における取排水、流域の汚濁負荷や河川水量の変化に伴う水質変化、動植物の生息・生育 
状況等河川環境管理に関する基本的事項の実態把握に常日頃から努めて行かなければならない。 
このようにして得られた情報をもとに検討を行い、必要に応じ正常流量を見直して行く必要が 
ある。                                （手引き P58) 
 
ただし，モニタリングの方法については具体的な方法は示されておらず，今後の課題として先
送りにされている点が課題である． 
このように，維持流量には，①基盤サービスの評価が弱く，動植物の生息場については魚類を
対象とした評価方法しかない，②流量変動について，出水や日変動を考慮する仕組みがない，③
モニタリング方法が提示されていない，という課題がある． 
続く 3.2.4では，これらの課題に着目し，全国の維持流量実態分析を行う． 
 
全国の維持流量実態分析 
検討方法 
実際に維持流量が設定されている水系の情報や文献を参照し，実態を整理する．2019 年 6月現
在，河川整備基本方針において，「流水の正常な機能を維持するための必要な流量に関する資料」 
[国土交通省 2018]によって維持流量の設定が確認できた 100の一級水系を対象とする．本研究で
は，これら 100水系で個別に作成されている資料を個々に参照し，維持流量設定方法，検討項目，
動植物の生息環境の評価に用いた代表魚種，維持流量（期別に設定されている場合には期別の流
量）を読み取り整理した．また，水系ごとにどの項目で維持流量が決められているかを整理し，
これを「決め手項目」と呼ぶことにした．流量は水系を横並びで比較するために比流量に換算し
た．なお，以下の考察に用いる水系の情報については，巻末資料にまとめて掲載する． 
 
維持流量の設定状況 
正常流量は維持流量に水利流量を加えたものであるが，資料によっては正常流量のみが明記さ
れており，維持流量の内訳が不明なものもあったため，これらは分析の対象外とした．調査対象
とした資料のうち，維持流量が正常流量と区別できるのは 84水系 85地点であった．これらの維
持流量の平均値は 0.74m3/s/100km2であった．2007年の手引き改訂当時，62水系 74地点の維持
流量の平均値は 0.73m3/s/100km2であった [国土交通省河川局 2007]．このように，手引きの改
訂前後で差は見られないことがわかる． 
決め手項目による維持流量の大小を調べるため，84水系の維持流量の最大，最小，平均値を整
理した（図 3-2）．動植物（漁業）が決め手となっている水系で維持流量のばらつきが大きいが，
平均値では項目間に差は見られなかった． 
次に，年間の流量に対してどの程度の維持流量が設定されているのかを整理した（図 3-3）．図
より，維持流量は全体の 67%が渇水流量よりも少ない値，28%が渇水流量以上，低水流量未満の
値をとっており，嘉瀬川や馬淵川など河川によっては平水流量に相当するような流量が設定され
ている．維持流量の目安とされる 10ヵ年第一位相当の渇水流量や，建設省河川局が 1988 年に発
行したガイドライン（指針）  [建設省河川局  1988]にて維持流量の目安とされる 0.1～
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0.3m3/s/100km2程度と比較すると，全体的に大きな流量が設定されていることが分かる． 
渇水時に焦点を当てて一定の維持流量を決める現在の方法では，流況によって維持流量の意味
合いが異なってくる [島谷 2000]．豊水/渇水流量比をとると，100 水系の平均は 6.4 となる．釧
路川（豊水/渇水流量比 1.6）や，庄川（1.7）のように流量の安定した川では，年間を通して維持
流量が流れることになり，基本流量としての意味合いが強くなる．一方，黒部川（14.3）や姫川
（28.9）など流量変動の大きな河川では，維持流量は滅多に起きない流量であり，最小流量とし
ての意味を持つことになる．河川生態系が流量変動に支えられていることを鑑みると，全国統一
の指針を適用することで，河川によって維持流量の流況の中での位置づけが異なっている点は注
意が必要である． 
 
 
図 3-2 決め手項目別該当水系維持流量の最大，最小，平均（84水系の維持流量の統計） 
 
 
図 3-3 流況に対する維持流量（最大値）の比（横軸は水系） 
 
 
表 3-3 維持流量の期別設定区分 
 
通年一定 15 (14%) 65 (68%)
2期 45 (42%) 31 (26%)
3期 6 (6%) 4 (3%)
4期 9 (8%) 4 (2%)
5期以上 32 (30%) 3 (1%)
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検討結果 
流量変動について 
現在の維持流量は，2章 2.3.4で示した環境流量の 4つの型のうちの最も単純な型である，最小
流量型に相当する．パルスのような短時間の出水や日変動を考慮することは出来ないが，最小流
量を季節や月ごとに区別することができる．例えば，平水流量に明確な季節差がある場合に，通
年一定の最小流量を与えてしまうと，雨季には過小な，逆に乾季には過大な流量が川に流れる可
能性がある．河川生態系の機能保全を鑑みると，こうした場合には最小流量を 2 期に区別するこ
とが望ましい． 
ここでは，現在の維持流量が，一年をどの程度区別しているのか，どのような理由で期間分け
をしているのか，そして豊水年，渇水年などの年々変動は考えられているかを確認するため，検
討段階と維持流量の設定時点における期間区分を整理した（表 3-3）．まず，検討段階では通年一
定の水系が 14%，2期に区別する水系が 42%である．一方で，5期以上に分けるものが 30%ある．
2 期のケースは，全てかんがい期と非かんがい期の区分であった．3期以上のものは，主に正常流
量を見越してかんがい期や代掻き期などの利水スケジュールに区分している場合が大半である．
アユやウグイの産卵時期や，観光期に配慮して時期を設けている河川は少なく，名取川や千代川，
大田川などに限られている．また検討段階で 3 期以上とされたものでも，必要流量に顕著な差の
ない場合には，最終的に通年や 2 期などに均される場合が多い．維持流量単独では，8 期で検討
されている那賀川のような例外を除くと，通年が 7 割，2 期が 3 割である．維持流量の必要項目
から期間が設定されることは稀で，期別に検討されている場合も専ら利水の立場から見た期間区
分となっている．日本の河川の流量変動は，大まかな傾向として，梅雨の増水期，夏の乾燥期，
秋の台風や前線に伴う出水期，冬の乾燥期，そして積雪のある地域では春の融雪出水期がある．
自然の流量変化の境目とは無関係に利水の立場から期間区分をしてしまうと，たとえ 5 期以上の
細かな期間区分であってもかえって自然流量の季節性を分断したり，歪めたりしてしまう恐れが
ある．なお，豊水年や渇水年などの年々変動を考慮する水系はみられなかった． 
 
動植物の生息環境の評価方法について 
表 3-4は，水系ごとに検討された項目と，維持流量の決め手となった項目を示している．動植
物の生息環境は全ての水系で検討され，さらに 95％の水系で決め手項目となっていることから，
流量決定の支配的な項目であることが分かる． 
動植物の生息環境の評価では，魚類が主な検討対象とされている．なぜなら，魚類は，食物連
鎖の上位に位置し，生息のための水理条件に関する知見が比較的得やすいためである．中川と小
池らによって，日本の在来魚 38種の必要流量（水深）の目安が整理されており [中川 , 小池 1999]，
魚類の必要流量設定の際に多くの河川で参考とされている．対象水系において明記されている対
象魚類を調べた結果 33種あり，魚類以外はシジミ（利根川河口，江戸川，木曽川）のみであった
（巻末資料）．複数の魚種を対象としていても，維持流量は概ね最大水深あるいは最大流速を必要
とする魚種で決まっている．対象水水系のうち，複数魚種を対象とするのは 78水系で，このうち，
決め手となった魚種が不明な 19 水系を除くと 59 水系となる．この 59 水系のうち，最大必要水
深/流速で決まっているのは 53 水系であった．残る 6 水系は，必要水深の異なる魚種に対して同
じ必要流量を設定しているケースと，アユとウグイを対象魚種としているものの，移動水深が
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30cmのウグイに対し，アユの産卵水深 15cmで流量が決まっているケースであった1． 
最大必要水深・流速をとる魚種から 100水系 105地点を分類した．その結果，イトウ，サケ科
（サケ，サクラマス，ヤマメ），アユ，コイ科（ウグイ，ニゴイ, オイカワ，カワムツ），カジカ
科とハゼ科（ボウズハゼ，ヨシノボリ，カジカ），の代表魚種 12 種によって維持流量が決定され
たことが分かった．これらの種の必要水深および流速は図 3-4 のとおりである [中川 , 小池 
1999]．さらに，必要水深流速の大きい魚類から順に，検討対象魚類に含まれているかどうかを判
別し，グルーピングしていった結果，全国の水系は 7 つのグループに分類され，維持流量の大小
と代表魚種の必要水深とは弱相関であった（表-4）． 
Ⅰ型（イトウが対象魚類に含まれている河川）は，必要水深，維持流量が共に最大
（1.49m3/s/100km2）であり，尻別川と釧路川が該当する．Ⅱ型（イトウは対象外だが，サケ科
が対象魚類に含まれている河川）は必要水深 30cm を基準とするグループで，維持流量の平均は
0.84 m3/s/100km2である．主に北海道と関東以北の河川が該当する．Ⅲ型（サケ科とアユの両方
が検討対象魚類に含まれている河川）は，維持流量の平均はⅡ型よりもやや少なく，0.73 
m3/s/100km2 と全国平均と程度である．アユの生息する北海道南部から，サケ科の生息する西日
本日本海側の広い範囲が該当する．Ⅳ型（サケは対象外だが，アユは対象魚類に含まれる河川）
は，維持流量の平均は 0.68 m3/s/100km2である． 
Ⅳ型が同じくアユを含むⅢ型よりも維持流量が小さくなる理由は，アユの必要産卵流速が大き
いことによる可能性がある．アユの必要産卵流速は 60cm/s と代表魚の中で最も大きい（図 3-4）．
Ⅲ型のうち，維持流量がアユの産卵によって決まっている（又はアユの産卵期である 10 月～12
月頃の維持流量が最大となる）水系は全体の 84%である．一方，Ⅳ型では 66%であり，アユの移
動あるいはアユ以外の魚類の必要水深によって決まっている．このようにⅢ型とⅣ型の維持流量
の差は，アユの産卵流速が必要水深よりも支配的であるか否かに影響を受けていると思われるが，
資料は最終的な流量と検討対象魚類のみが記載され，設定過程については記載が無かったため，
推定にとどまった．Ⅳ型は本州から九州にかけての広範囲が含まれる．Ⅴ型（サケ，アユは対象
外だが，コイ科のウグイ，ニゴイが対象魚類に含まれる河川）の維持流量は 0.59m3/s/100km2と
全ての型のうち最小である．北陸日本海側，山陽地域及び関東の荒川と江戸川が該当する．同様
に，Ⅵ型は，ハゼ科やカジカ科を代表とする河川で，雲出川，六角川が該当する．三水系の維持
流量は順に 0.45，1.07 m3/s/100km2とばらついており，対象魚類の必要水深を見た場合，他の型
よりも小さくなることが予想されるが，必ずしもそうはならないのが特徴である．Ⅶ型はコイ科
のオイカワ，カワムツで流量が決まっている河川で，肝属川のみが該当し，維持流量は
0.61m3/s/100km2であった．なお，代表魚種の種数と維持流量の大小に相関は見られなかった． 
このように，現在の維持流量は様々な検討項目を列挙してはいるものの，閾値の大小で流量が
決定する仕組みになっているため，結局は動植物の生息場で決まっており，さらには最大必要水
深・流速を持つ特定の魚種で決まってしまうような評価方法になっている．合理的ではあるが，
河川生態系全体の価値を多面的に評価したり，流量の放流によってその価値を回復，あるいは増
進したりといった積極的な河川環境保全には結びつかない点が課題である. 
 
                                                 
1 通常，必要水深の大きい方で流量が決まるはずであるが，あえて必要水深の小さい魚類で流量を決めている．
資料からはその理由は明らかにできなかった． 
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表 3-4 検討項目と流量決定の決め手となった項目（各水系の河川整備基本方針より作成） 
 
※一つの水系で複数の項目を考慮している場合もある 
 
 
 
 
図 3-4 代表魚種の必要水深，流速（中川・小池 14）をもとに作成） 
 
表 3-5 代表的な対象魚類による検討対象河川の類型結果 
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景観 清潔 舟運 塩害 河口閉塞 施設保護 地下水 観光
100 87 93 18 12 5 1 7 1
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ヤマメ
22 2 0.2 0.84 2.32
Ⅲ
サケ
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ヤマメ・アユ
23 3 0.22 0.73 1.94
Ⅳ アユ 45 4 0.08 0.68 1.79
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モニタリングについて 
モニタリングに関する情報を公開している水系は見られなかった．対象水系以外についても文
献調査を行った結果，維持流量の放流効果に関する報告は限られているものの，流量の回復や増
量により生息環境が回復したという報告がいくつかみられた．広島県帝釈川下流にて維持流量放
流に伴う生物群集の応答を調べた例では，魚類全体の種数，総個体数の増加は見られなかった一
方，底生動物は，放流後 1 年程度で種数，総個体数，多様度指数のいずれも増加し，ダムの影響
を受けていない地点との差が縮小した [村田, ほか 2008]．田子らは，神三ダム下流における維持
流量放流後の水温と溶存酸素量の変化を調べ，維持流量放流によって水温，溶存酸素量共に冷水
性魚類の生存条件を満たすようになったことを報告している [田子, 辻本 , 村木 2006]．  
 
弾力的な維持流量設定に向けて 
流量変動の考慮 
日本には，約 3,000基のダムがある[ダム便覧, 2018]．しかし，河川の年間流出量に対してダム
の貯水容量が比較的小さいため，結果として長期間続く著しい減水区間や無水区間が発生しない
場合も多い．しかし，現状で河川生態系への影響が顕在化していないからといって，流量変動を
考慮しなくてよいということではない．健全な河川生態系にとって必要な流量要素を知り，これ
らを整理しておくことは，流域の開発行為や気候変動により今後長期的な流況が変化した場合に，
河川生態系への影響を回避・低減するための予防保全対策を講じる上で必要である.さらに，万が
一流況の変化によって河川生態系の一部が損なわれてしまったとしても，あらかじめクリティカ
ルな流量要素を整理しておくことで，効率的かつ迅速な対処が可能である． 
現在の維持流量は，期別に検討されている場合でも，流況の季節性とは無関係に利水の立場に
立ったものであるので，動植物の生息環境の観点から流量の季節変動を反映する必要がある．自
然流量を考慮して維持流量を設定する先駆的な試みとして，信濃川の宮中取水ダムを対象にした
香野らの研究がある [香野 , 大熊 2001]．この研究では，自然流量が維持流量と最大使用水量の
和よりも小さい場合でも自然流量に応じて取水率を変化させる新たな維持流量の設定方法として，
「自然流量型維持流量」を提案している．これによって，大きな出水時以外は従来の最小流量一
定の維持流量だけが河道に流れるような事態を回避する試みである．同ダム下流で 2011 年から 5
年間試験放流された新たな維持流量の評価では，水質，水温，河川形態，河川景観，魚類の生息
及び遡上降下，付着藻類，底生動物，河川利用の 8 項目に着目している [国土交通省信濃川河川
事務所 2015]．魚類以外の生物にも着目し，河川環境を俯瞰した多様な評価項目を用いている点
で興味深い． 
維持流量の 10の検討項目のうち，動植物の生息環境以外の項目は現在の最小流量の評価で十分
であると考えられるが，動植物の生息環境を含む基盤サービスについては流量変動を加味した新
たな評価方法が必要である．目標流量を決めるにあたり，図 3-5 に示すような項目別整理表を用
いることを提案する．まず，検討が必要な項目について，下の表のように必要な流量の 5要素（規
模，頻度，時期，継続時間及び変化率）を整理する．次いで，各項目の 5 要素に対する現状のず
れ（図 3-5 の斜線部分）を確認する．例えば，図 3-5 の魚類 Aの産卵・遡上に必要な春先の増水
を見た場合，現状の流況は，規模，頻度，継続時間，変化率は概ね満足している．一方，藻類の
剥離をみると，必要な規模，継続時間，変化率に対して現状の流況が不足していることがわかる．  
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検討項目 規模 頻度 時期 継続時間 変化率 
魚類 Aの 
遡上・産卵 
3m3/s ○ 1 回/年 ○ 3 月~5 月 ○ 3 ヶ月 ○ 30 ○ 
藻類の剥離 8m3/s × 10 回/年 ○ 1月~12月 ○ 0.05 ヶ月 × 100 × 
瀬・淵の形成 30m3/s × 2～3回/年 ○ 6月~10月 ○ 1～2日 ○ 300 × 
図 3-5 維持流量の検討概念図と項目別整理表の例 
 
このように 5 要素のいずれかにずれがあり，そのずれが対象項目に無視できない影響を及ぼす
可能性がある場合には，現在の取水・治水計画を踏まえ，放流操作の変更などによる改善可能性
を検討することが必要である． 
 
動植物の生息環境の評価方法に対して 
動植物の生息環境に関する現在の評価方法は，河川生態系の一部の種を対象に，渇水時の瀬と
いう一部の生息条件を切り取った評価であり，河川生態系全体を包括するような評価方法とはな
っていない [島谷 2000]．島谷はこの課題に対し流量変化に応じて変化する水面形，瀬淵やワン
ド，砂礫地等の生息場の物理環境の増減を算出する流量-生息生育環境モデルを提案している [島
谷 2000]．ただしこのモデルで最適な流量が定量的に求まるものではないため，流量決定は専門
家に委ねられる点や，対象種の選定方法等の課題があるとしている． 
現在の維持流量は自然流量の変動とは 
無関係に決まっている 
Ｑ
Ｔ
自然流量
現在の維持流量
魚類の産卵・遡上
藻類の剥離
河川地形の形成
外来種駆除
植生の種子散布
瀬・淵の形成
ワンドとの連続性の
確保
細粒土砂の掃流
群集構造の更新
自然の流況には河川生態系の様々な要素 
にとって意味がある 
設計で対象とする河川生態系の要素にとって 
必要な流量の５要素を定量的に整理する 
 
流量の５要素に対して現在の流量のずれ 
（図の斜線部分）を確認する 
（下表のチェック項目）． 
Ｑ
Ｔ
各項目に
必要な
流量要素
魚類の産卵・遡上 藻類の剥離
瀬・淵の形成
現在の流量
ずれが無視できない場合は 
放流規則の改善を検討 
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動植物の生息環境は，生態系サービスとしてみた場合に主に基盤サービスに相当する（表 3-2）．
流量変動への応答の異なる魚類以外の生物を考慮することに加え，土砂収支や物質循環などを検
討項目に加える必要がある．こうした項目は，手引き設定当時の知見では最小流量として扱わざ
るを得なかったが，生物・物質の循環モデルや iRIC等の河道計算ソフトの開発，藻類や底生動物
等様々な生物の生息環境と流量変動に関する知見の蓄積やモデル化が進んでおり，特にこれらの
知見を環境流量設定に組み込む動きが進んでいる (Shenton, et al. 2012)．このように，基盤サー
ビスを包括的に含んだ項目が近い将来評価に取り入れられる可能性が上がっているといえる． 
 
モニタリングに対して 
実態分析を終えて，モニタリングには，以下の課題があることが確認できた．まず，維持流量
の放流量決定の時点でモニタリング計画が設定されていないため，制度的にモニタリングが行わ
れていない点である．モニタリングの報告のある場合でも，研究者や河川管理者が不定期・個別
に実施している．なお，維持流量設定前後を比較するだけではモニタリングとして不十分である
ことを忘れてはならない．維持流量放流による影響を明らかにするためには，BACI デザインす
なわち維持流量の放流前と放流後 (Before-After)に加え，放流対象区間と参照区間として自然流
量区間（Control-Impact）を比較することが必要だからである (Underwood 1992)． 
モニタリングは維持流量の放流が成功したかを定量的に証明できなければ意味がない．現状で
は，モニタリングは維持流量の検討とは別に，今後の課題として先送りにされているケースが主
であるが，本来モニタリングは維持流量放流以前に目標を設定し，評価に必要なデータをとって
おく必要がある (Richter, Warner, et al. 2006)．そのためには，モニタリングを手引きに組み込
み，維持流量放流前の段階からモニタリング計画を策定する必要がある．さらに，モニタリング
目標は SMART目標，すなわち Specific（具体的），Measurable（測定可能），Achievable（達成
可能），Realistic（現実的），Time-bound（時間を特定している）という観点から設定するのが望
ましい．モニタリング結果を踏まえ，目標値を生態系の応答や流域環境の変化に応じて適宜見直
していかなければならない．例えば河川整備計画の更新にあわせて検討を義務付けるなどして，
維持流量の設定方法も見直していく弾力的な仕組づくりが必要である． 
 
世界における環境流量の運用状況 
環境流量を制度的に定めている地域 
本項では，世界における環境流量の放流を制度的に定めている地域を取り上げる．河川環境の
保全・回復を目的とし，最低限の河川流量を維持するためのルールを示した最も初期の事例は，
1970 年代に D.Tennantによって提案されたモンタナ法（後には主に Tennant 法と呼ばれる）で
ある (Tennant 1975)．これは米国の河川現地調査に基づき経験的に導き出された基準である．こ
の基準には幾つかの場合分けがあるが，最も重要な点は，平均流量の 10%を下回ると水深や流速
等の条件が河川生物（特に魚類）の生存にとって極めて厳しくなることから，これを最小流量と
して定めることである．Tennant らは，取水による流量減少の著しい河川について，この基準を
採用することを推奨している．この基準は，北米における環境流量の先駆けとなっただけでなく，
その簡潔さによって今日世界で最も多く使用されている基準のひとつになっている． 
しかし，1970 年代当時は Tennant の基準を採用した河川管理者は少なかった．その理由につ
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いて Tennant は，野生動物や環境の保全といった項目は経済的利益につながらないため，水資源
の逼迫する場所で最初に犠牲になるのが環境のための用水であるからだと指摘している 
(Tennant 1975)．一方，早い段階で最小流量が運用されたのは，商業的価値の高いサケ類などの
遡上する河川であり，流量減少によって遡上・産卵が妨げられ漁獲量が減少するなどの経済的な
損失が明らかな場所であった． 
環境流量の運用は，1990年代まで専ら北米，豪州，南アフリカ，そして英国やノルウェーなど
の一部地域に限られていた．2000年代に入り，環境流量が持続可能な水資源開発の必須項目に数
えられるようになると，当該分野の研究は世界規模に展開していく．現在，環境流量を研究テー
マに据える国は約 80カ国にのぼる（2章で詳述）が，運用となると話は別である．環境流量を実
際に放流している地域はごく一部に限られている (Arthington, et al. 2018)からだ．その多くは試
験放流など単発的なものであり，制度的に環境流量を放流している地域は，米国，豪州，欧州な
ど限られている．表 3-6に，法律や制度に基づき環境流量を運用している例を整理した． 
 
運用に関する課題 
流量変動に対する考慮の不足 
1970 年代に Tennant が提唱したモデルに従い，現在でも多くの環境流量が最小流量の形で運
用されている．河川生態系への理解の進んだ今日では，河川生態系の保全には通年一定の最小流
量では不十分であり，流量変動や攪乱も重要であることが知られている  (Poff, et al. 1997, 
Richter, Warner, et al. 2006, A. H. Arthington 2012)．それにもかかわらず，多くの地域で最少
流量型の環境流量が採用されている理由には，放流量と保全すべき対象との関連を説明しやすい
（サケの移動水深 30cm を維持するための流量など）ことや，ダムからの放流操作が容易である
という積極的な意味もある．一方で，河川生態系の保全にとって意味のある流量変動を取り入れ
たいが，その判断基準となる知見や評価方法が不足しているためであるという消極的な理由から
最小流量が据え置かれているケースも多い． 
表 3-6の中で，流量変動を組み込んだ運用の枠組みを持つのは，米国のコロラド州やテキサス
州，豪州と限られているものの，個別の研究では流量規則を考慮するための評価モデルが多数提
案されている（2章で詳述）．従って，研究によって得られた知見を，河川管理者や技術者が実際
に運用できる方法や規則に落とし込んでいくことが必要である．  
流量変動を考慮した環境流量を設定している事例を紹介する．図 3-6 は，テキサス州 San 
Antonio 川における環境流量設定事例である．一年を春夏秋冬の四期に区別し，さらに流量の規
模を最低流量（subsistence flow），三段階の基本流量（base flow），大小の出水パルス（high flow 
pulses）と三段階の氾濫（overbank events）の９段階に区別している．さらに，パルス以上の流
況では，発生頻度（生起確率），継続時間，変化率（regressed volume）を定義している． (Poff, 
et al. 1997)によって提唱された，河川生態系の機能の維持において着目すべき，流況の 5要素（規
模，タイミング，頻度，継続時間，変化率）を忠実に定義している点で優れている．図 3-7 は，
同じく米国 Savannah川の事例である．こちらは月を目安によりフレキシブルな期別設定で 3種
類 7 段階の流量を定義している．規模，タイミング，継続時間に加え，標準年，湿潤年，乾燥年
で流量を区別しているのが特徴である．図 3-8 は，Rio Grande における環境流量設定事例であ
る．基本流量，高水流量，小規模出水の三段階での流量を定義している．この事例の最大の特徴 
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表 3-6 環境流量を制度的に定めている国・地域 
 
 
※1 (Colorado Department of Natural Resources 2018)，※2 (Florida Legislature 2018)，※3 (Texas 
Constitution and Statutes 2007)，※4 (Calow and Petts 2009)，※5 (Neachell 2015)，※6 (Rathoure 2018)，※
7 (MoWR 2001)，※8 (Maasri 2013)，その他の箇所は， (Chen, et al. 2013)を参考
国 適用単位 設定方法 特徴 準拠する法律・政策
米国 コロラド州
Colorado Water Trustと共に，水利権の寄
付や売買・貸与など市場メカニズムを利用
しつつ，流域のステークホルダーを交えた
包括的な設定方法を採用．
渇水時や環境の悪化した場所
に対して柔軟に必要流量を確
保．最小流量に限らない．
Colorado’s Instream-flow
Program※1
Minimum flowとして定義
季節ごとに基準を変えること
を推奨
米国 テキサス州
管理者，研究者，ステークホルダーによる
包括的評価により設定．
Environmental Flow
（regime）として定義．流量
変動や出水，その頻度や継続
時間なども含む．
Title 2, Texas Water Code,
Section 11.002.16.（2007）
※3
Environmental Flowとして定
義．
場所によっては，出水（渇
水）なども含む
フランス 全国
2000年以前に建設されたダム下流では平均
日流量の1/40，2000年以降に建設・更新さ
れたダムでは1/10を確保
Minimum flowとして定義
French Environmental
Code, Article L432-5
（2000）
統一的方法は無いが，PHABSIMなどを用
いて評価．平均日流量の数%～80%（全国
平均は16%）※4
あるいはＱ95が用いられることも多い※5．
スイス 全国
人間と動植物の健康を保持するための流量
として評価．
Minimum Residual Flowとし
て定義
The Swiss Water
Protection Law, Article 1
（1992）
個別に調査
包括的手法から水文統計法まで幅広く使わ
れる．
Minimum flowとして定義
ただし，雨季と乾季で区別
ネパール 全国
開発の際には，最小月流量の10%を確保す
る．
Minimum flowとして定義
The Hydropower
Development Policy (2001)
※7
南アフリカ 各流域 Ecological Reserveとして定義
The South African National
Water Act（1998）
インド ガンジス川
今後開発する際には，河道区間ごとに定め
られた最小流量※6を確保することを義務付
ける．
Environment (Protection)
Act, S.O. 3187(E),
（2016），S.O. 5195 (E)
（2018）
英国 全国
Minimum Acceptable Flowと
して定義
Water Resources Act,
Section 21（1991）
スペイン 流域ごと
流域ごとに異なる最小流量を定義（例：
Ebro川， Segura川：平均流量の 10%，
Guadalquivir川：Q19の35%）
Minimum flowとして定義 各自治体の制度による※8
米国 フロリダ州
個別の河川における現地調査に基づき，生
息場と流量の関係を評価し，必要流量を設
定．
Florida Law, Chapter
373.042※2
豪州 各流域
統一的な基準はなく，場所や特定の保全対
象に応じて様々な評価方法，環境流量設定
方法をとる．
Environmental Flow
Guideline（2006）
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図 3-6 米国テキサス州環境流量基準による設定例 (Opdyke, et al. 2014)より筆者作成 
 
図 3-7 米国 Savannah川の環境流量設定方法 (Richter and Thomas, Restoring Environmental 
Flows by Modifying Dam Operations 2007)より筆者作成 
最低流量
(subsistence flow)
(m
3
/s)
1月 2月 1.8 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1.8
4
6.2
8.8
4.8
7.4
2.3
5.4
7.1
9.1
3.7
5.1
6.8
6.8
流量：57m3/s   頻度：1季節に1度
変化率：11→46(22)106m3
継続時間： 5～24(11）日
流量：82m3/s   頻度：1季節に1度
変化率：17→72(35)106m3
継続時間： 5～28(12）日
流量：22m3/s   頻度：1季節に2度
変化率：3→14(7)106m3
継続時間： 3～13(6）日
流量：31m3/s   頻度：1季節に2度
変化率：5→22(11)106m3
継続時間： 3～17(7）日
冬 春 夏 秋
9.6
2.4
流量：600m3/s   頻度：5年に1度　変化率：200→800(400)106m3　継続時間： 17～87(39）日
流量：360m3/s   頻度：2年に1度　変化率：100→430(210)106m3　継続時間： 13～65(29）日
流量：240m3/s   頻度：1年に1度　変化率：64→260(130)　継続時間： 10～51(23）日
堤防を超える氾濫
（overbank events)
大規模出水
(high flow pulses)
基本流量
(base flow)
(m3/s)
流量：45m3/s   頻度：1季節に1度
変化率：10→44(21)106m3
継続時間： 5～25(11）日
流量：21m3/s   頻度：1季節に2度
変化率：4→16(8)106m3
継続時間： 3～15(7）日
流量：130m3/s   頻度：1季節に1度
変化率：30→100(56)106m3
継続時間： 7～30(14）日
流量：54m3/s   頻度：1季節に2度
変化率：11→37(20)106m3
継続時間： 4～19(9）日
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図 3-8 Rio Grande（米国・メキシコ）の環境流量設定事例 
 (Porse, Sandoval-Solis and Lane 2015) 
 
は，9 月に時期を固定している小規模出水の他に，時期を固定しない（7 月、8 月または 10 月に
発生させる）小規模出水を設定していることである． 
これらの 3 つの事例のように，流量規模の異なる目標流量を設定するにあたっては，その流況
が河川生態系にどのような意味を持つのかを明確に位置づけられていることが望ましい．その理
由は，多くの場合河川生態系の保全に必要な流量には閾値があるからである．例えば，土砂のフ
ラッシュや，高水敷への冠水，氾濫原への通水などは出水によって引き起こされるが，これらに
は掃流力や水位の異なる閾値が存在するため，閾値以上の流量を流すことが必須となる．一方，
ハイドログラフ引き下げ型のようなトップダウン型の方法は，出水のタイミングと頻度は再現で
きるが，それぞれの保全対象によって異なる閾値を満足できない可能性があるからである．たと
え出水を再現したとしても，閾値未満では保全対象にとっては意味を持たない流量となってしま
うこともある． 
図 3-7に記されているように，異なる規模の出水は，河畔植生の移入定着や，河道の堆積物の
フラッシュ，氾濫原との物質のやり取りなど河川生態系の健全性を維持するために重要な様々な
機能を担保する．一方，対象河川における詳細な調査が必要な点に加え，洪水に相当する流量を
放流することが河川管理上難しい場合も多いことから，大きな流量変動を考慮した環境流量の運
用事例は米国など一部の地域に限られている． 
 
自然特性を区別しない同一基準の採用 
この点は，最小流量型の環境流量を採用している多くの地域で当てはまるが，とりわけ開発途
上地域における大きな課題である．例えば表 3-6において，インド，ネパールをはじめ，東南ア
ジア，中央アジア，アフリカなどの地域で採用されている最小流量はいずれも Tennantの基準を
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援用したものである．Tennant の最小流量基準は，北米大陸西側の河川環境に対して経験的に求
められた値であるが，これが熱帯やサバナ気候など，気候条件や生物構成の全く異なる地域で十
分な補正や検証を経ずに使用されている．その結果，現地の河川生態系の特徴や，流量変動に対
する応答とは切り離された形ばかりの流量基準が採用さている．例えばネパールでは，環境保護
法により最乾月流量の 10％を環境流量として与えることが定められている．しかし，実際に現地
調査を行い，生物に必要な流量を確認したところ，10%の環境流量では地域の代表魚であるスノ
ートラウトの産卵に必要な水深流速を満足できないことが報告されている(Narayanhari , et al., 
2015)． 
こうした問題が生じる理由は，河川生態系の特徴を踏まえた環境流量評価方法を持つ地域が限
られているためである．一部の先進地域で採用されている高度な環境流量の評価や意思決定方法
は，コストや必要データが嵩む上，汎用的な使用を前提としていないことから，多くの地域では
こうした最小流量基準を援用せざるを得ない状況にある． 
 
モニタリングの不足 
実際に環境流量を放流している河川においても，十分な事後評価がなされているとはいえない．
2010 年から 2016 年までの 78 か国 798 本の研究論文のレビューの結果，実際に環境流量を放流
しその応答を調べた事例はわずか 3%であった（2章で詳述）．環境流量のモニタリングの不足は， 
(Tharme 2003)や (Petts 2009)らによっても指摘されていたが，現在でも状況は変わっていない．
こうした中，河川管理者や水利用者の間では，環境流量が本当に河川生態系の保全に繋がってい
るのか疑問視する声も上がっている (Davies, et al. 2014, King, et al. 2015)． 
Davies らによると，環境流量のモニタリングが進まない理由は，資金不足や土地利用の変化，
政策の変更などの社会的要因が複雑に関連していることから長期的な観測が難しいためであり，
その結果モデル開発に重点が置かれる傾向にあることを指摘している (Davies, et al. 2014)．また，
環境流量放流の目的が個別の種の保全から，河川生態系の機能や生態系サービスの保全など，よ
り広範囲かつ多面的になっているため，流量と対象生物の生息場の面積といった単純な評価では
十分でなくなってきたことも一因である．豪州 Murray-Darling 川のように環境流量のモニタリ
ングが比較的盛んに行われている場所でさえ，モニタリングデータをフィードバックする仕組み
がなく，折角のデータが河川管理に十分に役立っていない現状がある (King, et al. 2015)． 
こうした中，2015年に Kingらが環境流量モニタリングの枠組みを提示したことは大きな進展
である．彼らは豪州の既往事例や利害関係者との対話を踏まえ，環境流量モニタリングのための
枠組みを提示した (King, et al. 2015)．その要点は以下の通りである． 
⚫ 環境流量のモニタリングは，順応的管理の枠組みの中で実施する． 
⚫ 環境流量放流の目的を立てる際には，まず守るべきシステム（河川と氾濫原など）の概念
モデルをきちんと構築する．これに基づき，このシステムのどの要素がモニタリングに適
しているのかを吟味した上で，達成可能な目的と評価対象を選ぶ． 
⚫ 長期目標（長い期間を通した流況など）と短期目標（個々のフラッシュ放流等のイベント）
の標的はいずれも達成可能，計測可能，かつ放流事業の目的達成のための判断基準を示す
ものでなければならない．モニタリング目標はSMART目標，すなわちSpecific（具体的），
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Measurable（測定可能），Achievable（達成可能），Realistic（現実的），Time-bound（時
間を特定している）という観点から設定するのが望ましい． 
⚫ 多くのモニタリングが，結果の報告に重きを置いているが，流量と生態系の応答との関連
への理解を深め、先に構築した概念モデルをさらに改善するために活用されるべきである． 
⚫ 対象とする指標ごとに意味のあるタイムスケールでモニタリングする必要がある．例えば
水質は比較的早く変化するが，魚類の個体群などは比較的長い時間をかけて応答する． 
⚫ 個別の環境流量の放流は，より大きな実験のサンプルのひとつとして扱われるべきであり，
モニタリング結果はメタデータとして参照できるように様式化すべき． 
今後は，この枠組みをベースに，地域に即したモニタリング方法を発展させていく必要がある． 
環境流量放流効果を調べた数少ない研究を見るだけでも，モニタリングの重要性が示唆される．
例えば Bradford らは，流量の増加が必ずしも魚類の個体数の増加につながらないことを示した 
(Bradford, et al. 2011)．2000年から 2008 年までの 8年間，ダムから流入量の一部を環境流量と
して放流する試みが行われた．それにより，ダム下流の流量は 1.4 倍から 3 倍程度増加し，水面
積は 3 倍に増加した．水が途切れていた浅瀬が冠水したことで，浅瀬には多くのサケの稚魚が見
られるようになった．しかし，もともと稚魚が利用していた場所の水深や流速が増加したことで，
調査区間全体では稚魚数が減少した．この調査では，流量の増加によりもともとの生息場の物理
特性が変化することで，却って対象種には適さない環境になる場合があることを示している 
(Bradford, et al. 2011)．つまり，生息場の適性と流量増加による生息場の増加は必ずしも比例関
係にはならないことを実証した (Bradford, et al. 2011)．さらに，Shafrothらは環境流量を生物
の応答のみでなく土砂輸送や地形形成の観点から設定することが重要であると述べている 
(Shafroth, et al. 2010)．彼らは Bill Williams 川（米国）にて複数規模の増水や中小出水を試験放
流し，河川生物の応答を定量評価した．その結果，河畔植生の定着，実生の致死率，水生昆虫の
種構成の流量に対する応答はいずれも非線形であり重要な閾値が存在し，その多くは物理特性の
閾値（河床材料の移動，限界掃流力，限界堆積高）に影響を受けることを示した (Shafroth, et al. 
2010)． 
環境流量が運用されている場所においてモニタリングを行うことは，対象河川の環境保全効果
を確認するだけでなく，これから環境流量を導入しようとする地域にとっても重要である．環境
流量の運用に際しては，放流に先立つ計画段階からモニタリングやフィードバックの方法も含め
て検討し，状況に応じて柔軟に改善していく弾力的な仕組みづくりが進展することが望まれる． 
 
本章のまとめ 
本章では，環境流量の運用に関する現状と課題を明らかにした． 
日本では，渇水時の河川環境を維持するための維持流量が運用されている． 100水系を対象に
維持流量の実態分析を実施した結果，以下のような現状と課題が明らかになった． 
⚫ 流量変動の考慮が課題である．現在，維持流量は 7 割の水系で通年一定の最小流量として
設定されている．期別に検討されている場合でも，利水の立場からの区別であり，項目別
の必要流量の季節性が十分に反映されていない． 
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⚫ 評価項目では，河川生態系サービスのうち，基盤サービスの評価が不足している．基盤サ
ービスの中で唯一考慮されている動植物の生息環境評価では，概ね魚類 12種の必要水深と
流速によって決まっている． 
⚫ モニタリングが不十分である．維持流量放流前の段階からモニタリング計画を策定し，結
果を還元しながら最適な維持流量へと更新する弾力的な設計方針を構築する必要がある． 
 
一方で，世界の環境流量の運用には，以下のような特徴と課題がある． 
⚫ 流量変動に対する考慮が不足している．多くの場合，最小流量一定型の環境流量が採用さ
れており，流量変動を考慮した運用は米国や豪州などの一部地域に留まっている． 
独自の基準を持たない地域では，自然特性の異なる地域で開発された基準がそのまま採用さ
れている．その結果，地域による生態系の特徴の違いや優先度が評価できていない． 
モニタリングが不十分である．モニタリングを実施している場所でも，データをフィードバ
ックして環境流量の改善につなげる仕組みが不足している． 
次章では，理想的な環境流量の考え方や理念を踏まえつつ，現場の課題を克服するための環境
流量評価を行うモデルへの橋渡しとして，概念モデルの構築を試みる．  
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理想的な環境流量評価のための概念モデルの構築 
本章の目的 
本章では，２章で示した環境流量の現場のニーズを満たしつつ，３章の学術研究の立場から見
た環境流量に関する最新の理念を盛り込み，理想的な環境流量評価のための概念モデルを構築す
る.この概念モデルを基本として，本研究の最終的な目標である，広域の水資源計画や個別プロジ
ェクトの初期段階で利用可能な環境流量評価モデルを構築する．なお，本研究の目的である広域
の比較評価を実現するために，流域や国境を超えたグローバルスケールでのモデル化を行う. 
概念モデルは，次章以降で具体化する評価モデルが，環境流量の評価における今日の課題と理
念を体系的に包括していることを確認するための，いわば骨格である. 
モデルを構築する前に，次の問いに対して回答しておかなければならない．それは，本研究で
目指すグローバルな環境流量評価に，なぜ新たにモデルを構築する必要があるのかという問いで
ある．前に述べたように，現在ローカルスケールの環境流量評価方法は 200余りあり，様々な環
境下や条件下での評価方法が提案されている．しかし，なぜこれら既存の環境流量評価モデルを
グローバルに拡大適用できないのか，仮に拡大適用が難しいならば，なぜこれまでグローバルス
ケールに特化した環境流量評価モデルが不足していたのか，これらの点を明らかにした上で，概
念モデルの構築に取り掛かる． 
 
ローカルな環境流量評価モデルをグローバルに拡大適用できない理由 
環境流量の検討の大部分はローカルスケールで行われる．実測データに基づき特定の対象に必
要な流量，あるいは流況を直接求めるアプローチである． 
代表的な評価方法は，IHA などの水文統計法や，河川の物理環境と生物の応答に着目する，
PHABSIM (Maddock, 1999)や MESOHABSIM (Parasiewicz, 2001)などの生息場モデル法，水理
指標法及び委員会方式をとる包括的手法などがある．どの方法も，対象とする河川に固有のデー
タがあること，または取得できることが前提になる．ローカルモデルを用いた評価の利点は，地
域固有のデータに基づいているために，地域の環境条件を細かく反映でき，守るべき対象が必要
とする流量を直接推定することができる点である．また，現地調査によってダムや堰の下流の背
切れ区間や，流量の増減によって物理環境が大きく変化する場所などをターゲットに絞った効果
的な流量規則を設定することができる． 
これらの方法は，観測地点を増やすことによって，流域レベルや気候や社会条件（例えば，土
地利用や水需要）の似ている地域レベルまで拡大適用が可能である． 
しかし，ローカルスケールのモデルを流域・地域よりも広い範囲で使用することは困難である．
その理由は，主に二つある．一つ目は，調査時間やコストの高さから複数の現場データを連続的
に取得することが困難なことである．ローカルモデルは，現地調査に基づく多数の資料が必要で
あるが，こうした制約から，実際には限られた地点での調査結果から流域全体の基準が決められ
ることが多い．また，ローカルスケールの代表的評価方法である生息場モデル法は，一回の調査
では産卵場など一部の生息環境しか評価できない．そのため遡上魚のように広い範囲を移動する
ような魚種に対して，縦断方向に連続した流量目標の設定が難しいという弱点がある． 
二点目は，横並びで評価することが難しいという点である．ローカルスケールの評価モデルは
いずれも現地調査結果の解釈が必要であり（最も単純な Tennant法でさえ，その場の守るべき生
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態系の水準を設定するための意思決定が必要である），広範囲を機械的に評価できない．包括的手
法がその最たる例で，環境流量必要量は専門家の意見に強く依存している．そのため，全球規模
を同条件下において客観的に評価することが困難である． 
 
グローバルモデルの現状と課題 
ここでは，グローバルスケールの環境流量評価の現状と課題を整理する． 
人口増加や経済発展による水資源の逼迫が全球規模で問題となっている．水資源や人間の水需
要は共に地域的・時間的に偏在している．そのため，現在から将来にわたってどのような場所で
潜在的な水ストレスが高く，水不足が起こるのかを明らかにしたり，国際的な水資源管理政策の
中で優先的に対応すべき地域を設定したりするにあたって，全球規模での水資源評価が助けとな
る (Smakhtin, et al., 2004)．また，水資源は，流域や地域を超えてやり取りされている．資源管
理では，これらの発生源と消費地を明確することが重要であり，そのためにも全球スケールの評
価が必要になる．こうした背景から，様々な全球水資源モデルが提案されてきた (Arnell, 2004; 
Alcamo, et al., 2007; Rockström, et al., 2009; van Beek, et al., 2011; Hoff, et al., 2010)． 
しかし，全球水資源評価の大半は，「人間の水需要量（生活用水、工業用水、農業用水）が，地
域の水資源の合計で賄えるか？」という評価方法を取っており，環境のための用水，すなわち淡
水生態系や，こうした生態系に直接的に依存している人々にとって必要な水量は含まれていない 
(Smakhtin, et al., 2004; Pastor, et al., 2014)．環境流量が考慮されていない分，人間が利用でき
る水資源量は全球で過大評価されている可能性がある (Gerten, et al., 2013)．水資源量の評価で
は，自然そのものが水利用者である (Pastor, et al., 2014)ことを忘れてはならず，人間の取り分
にも限度を設定しなければならない．したがって， (Smakhtin, et al., 2004)や，(Pastor, et al., 
2014)らも述べているように，グローバルスケールの水資源評価に環境流量必要量を加えることは
極めて重要である．同時に，全球規模の環境流量の目安があれば，データの不足している河川の
環境保全に対する指針となるだけでなく，各々の川でどのような河川インフラデザインを構築し
ていくべきかの判断材料にもなる (Poff, et al., 2013)． 
全球水資源評価に環境流量を考慮している事例はごく限られているが，その多くは Tennant法
や Tessman法といった簡単な水文統計法を仮適用しているような段階にある．グローバルスケー
ルでの独自の環境流量評価モデルの先駆けは，2004年に Smakhtinらにより提案された水文統計
法に基づくモデルである (Smakhtin, et al., 2004)（以下，Smakhtinモデル）．このモデルで与え
られる環境流量は，年間一定（場合によっては季節別）であり，河川生物の生存に最低限必要と
なる低水流量（low-flow requirement : LFR）と，河道形状の維持や更新のための高水流量（high-
flow requirements :HFR)に分けられる．また，管理レベルを natural（自然河川），good（やや改
変された状態），fair(普通～強く改変された状態)，poor（深刻に改変された状態）の４段階に設定
する．例えば，natural を目指す場合，LFR は超過流量の Q75に相当する流量を割り当てる．同
様に goodに対しては Q50を，fairに対しては Q90を割り当てる．poorについては，環境保全の観
点から許容できない状態であるとみなし，評価の対象外としている (Smakhtin, et al., 2004)．
HFRについては低水期には Q90を，豊水期には年平均流量の最大 20%を上乗せする．このルール
を用いて世界 128の流域・地域の環境流量を示した同研究は，世界各地の環境流量の政策や研究
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に大きな影響を与えている1．一方，このモデルの限界は，年間一律あるいは雨季乾季程度でしか
流量を区別できず，流量変動の考慮が十分でない点，流域内で環境流量を区別できない点にある．
例えば，ミシシッピ川やナイル川など流域内で気候や物理条件が大きく変化する場合でも流域一
律の基準が与えられる．ちなみに日本もひと括りにされ，年平均流量の 31%が環境流量として与
えられている (Smakhtin, et al., 2004)． 
ところが，日本を含むアジア・モンスーン地域のような場所では，水資源量と水利用が季節に
よって大きく変動する．さらに将来的には気候変動により気温と降水のパターンが変化し，その
結果，利用可能な水資源量とその時期も変化することが予想される．そのため，全球水資源評価
には年内の変動を考慮に入れる必要がある (Hanasaki, et al., 2008)．花崎ら（2008）の全球水資
源評価では，環境流量を月別に評価するだけでなく，同じ流域でも上下流や気候区分の違いに応
じて異なる環境流量を設定できるモデルを採用した (Hanasaki, et al., 2008)．また，月平均流量
と年間の流量変動の度合いによって，全球を年中少雨型，年中多雨型，通年安定型，雨季・乾季
型に区分し，それぞれ異なる基本流量と撹乱流量（出水）基準を与えている [白川, 2005]． 
他方，Pastor らは，月別に環境流量必要量を見積もる簡易なモデルとして，Q90_Q50 法及び，
Variable monthly flow（VMF）法を提案している (Pastor, et al., 2014)．前者は，豊水期と低水
期にそれぞれ Q50，Q90を割り当てる方法で，後者は，低水期には月平均流量の 60％を，豊水期に
は 30％を確保する方法である． 
図 4-1に，全球評価で用いられる主なモデルで計算した環境流量必要量を示す．Tennant法や
Tessman法は，元々流量変動の少ない北米で開発された方法を全球に拡大適用したものであるが，
地域の違いが殆ど表現されないことがわかる．VMF法は，砂漠や高山などの乾燥地域で低めの値
をとるものの，それ以外の地域では概ね年平均流量の 30%程度をとる．Smakhtin 法は，大河川
ほど高い環境流量をとる傾向が見られるが，気候条件や水文特性による地域差ははっきりしない．
地域による差がはっきりと出ているのは Q90_Q50 法である．この方法では，熱帯地域の河川は概
ね年平均流量の 60%程度の高い基準をとり，次いで熱帯を囲むようなサバナやアジア・モンスー
ン地域で 50％，温帯から寒帯にかけて 10%程度の幅広い値をとる． 
上で紹介した環境流量グローバルモデルは，いずれも月平均流量と超過流量などの簡単な水文
統計のみを用いたものである．流量と河川生態系の応答に関して全球をカバーするデータが欠如
しており，世界中の異なる淡水生態系に対して環境流量の閾値や変曲点を決定することが難しい
ためだ (Pastor, et al., 2014)．吉川らは，こうした全球モデルでは，流量と生態系の機能・構造と
が明確に関連付けられていない点を指摘し，流況と魚類の多様性の関係に着目した全球評価モデ
ルを構築した (Yoshikawa, et al., 2014)．この研究で用いられた ESR-FLAVAR法は，年平均流量
と魚類の種多様性の関連を評価する FSR-MAD 法 (Xenopoulos, et al., 2005)や，岩崎らの方法 
(Iwasaki, et al., 2012)を統合したものである．この研究は，全球規模の河川評価に生物の観点を
取り入れた初めての試みとして高く評価される．しかしながら，魚類の多様性はあくまで河川生
態系全体の一部分であり，河川生態系の特徴をより包括的かつ客観的に評価できる指標が必要で
ある． 
                                                 
1 Smakhtinら 2004の研究は，2019年 5月現在 200本の研究に引用されている． 
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河川生態系の特徴を反映した精度の高いグローバルモデルを目指すにあたり，ボトムアップ的
方法とトップダウン的方法のどちらが適しているかを検討しなければならない．前者は，世界の
河川を生態系の特徴などからいくつかのエコリージョンに分類し，できるだけ多くのケーススタ
ディを集めて各々のエコリージョンに対する精度の高いパラメータ与えることで，全球モデルと
しての精度を高める方法である (Pastor, et al., 2014)．しかしケーススタディの評価方法や精度
のばらつきが心配であることや，コストと時間がかかることが難点である． 
トップダウン的な方法としては，流況改変に対する感度を考慮した世界的な河川分類システム
の開発へ向けて，一貫的な生態水文学的モニタリングおよび予測システムを構築することである 
(Barnosky, et al., 2012)．これは２章で紹介した，生態-水文統計法を全球規模で適用しようとい
う考え方である．しかし，現在の知見の蓄積・整理状況や計算機環境を鑑みた場合，こうしたシ
ステムの構築が実現するのはまだ先のことに思える． 
これら両方の利点を生かしつつ，現実的かつ，早期に実現可能なアプローチとしては，河川環
境や河川生態系・水資源に関連して既に全球規模で評価されている項目を用いて，既存の水文統
計法に基づく環境流量基準の生態学的な意味づけを強化し，精度を補強することであると考える．
例えば，標高や降水量などの河川の物理・流出特性を規定する実測値に加え，河川生態系の特徴
を記述する上で有用な情報である，太陽放射や気温，植物の一次生産力などの測定値が全球的に
取得可能である.またこれらを補強する情報として，全球規模の淡水魚類の多様性指数 (Oberdorff, 
et al., 1995)や，流域の人口や土地利用等から河川に流出する栄養塩濃度を評価するモデル 
(Mayorga, et al., 2010)が既に提案されている．本研究においては，このアプローチに従うものと
する． 
 
 
図 4-1 既往全球モデルに基づく環境流量必要量（年平均流量比） (Pastor, et al., 2014)より編集 
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環境流量が目指す理想状態 
1章～3章では，環境流量の国際的な共通理念として，健全な河川生態系ひいては人間の持続可
能な社会を支える重要な要素であるということを述べた．では実際に，どのような河川環境が実
現すれば，環境流量がその役割を果たしたといえるのだろうか．環境流量が目指す河川の「理想
状態」については多くの議論があり，自然環境や開発の度合い，河川流域に関わる人々の意識や
社会経済的バックグラウンドによっても様々である．従って環境流量には，唯一の正解といった
ものはない (Arthington, 2012)というのが，多くの研究者の認識するところである．世界共通の
普遍の解に収斂させるというよりは，その時々で変化する自然環境の状態や社会背景を踏まえた
適切なシナリオと目標を十分な科学的根拠に基づき設定し，他のシナリオとの比較検証を通して
改善していくことが重要であると考えられる．ここでは，環境流量が目指す様々な理想状態につ
いて整理するとともに，本研究において環境流量のめざす立場を明確にする． 
表 4-1に，環境流量が目指しうる 7つの理想状態を列挙した．  
まず，人の手の全く加わっていない原生自然を理想とする考え方がある．この考え方では，対
象流域の現在の開発の程度にかかわらず，本来自然状態で得られていた（と想定される）河川生
態系の生産力や機能を回復させることが目的となる．あるいは，原生状態への完全な回復を最高
の基準とし，現状の開発度合いや人間の水需要とのバランスなどから，原生状態の 80％，60％，
50％などの管理水準を設けて目標設定をする場合もある．Tennant法や Smakhtin法などの水文
統計手法はこの観点に立脚する方法である．この方法では，そもそも「原生自然」とは何かとい
う議論からはじめなければならない．例えば人手の加わっていない過去の自然を基準とする場合
にも，気候変動などの長期的な外力を受けながら，流水の作用による洗掘や堆積などの作用によ
って河川自らが時々刻々と変化しているため，どれくらい前を基準とするのかによって目標とな
る自然状態は大きく異なる．極端な例を挙げると，現在とは気候条件や物理環境，生物構成も大
きく異なる 1 万年前の河川を理想としても，流量の増減だけでは当時の状態を再現することは不
可能である． 
これに対して，原生自然までは戻らずに，ダム建設など対象河川の流況が大幅に改変された時
点より少し前の状態を基準とする方法がある．具体的には，ダム建設以前のハイドログラフを理
想とし，流況を再現したり近づけたりする方法や，ダム建設前に確認されていた生物の個体数を
回復させることを目的に置く方法がある．これらは，環境流量の目標設定において最も多く用い
られている視点である．IHAや ELOHAなどのやや高度な水文統計法はこの考え方に立脚してい
る．ただし，この方法に異議を唱える意見もある．流量改変されて数十年が経過した河川では，
すでに過去の自然流量の下で維持されていた生態系は失われ，改変後の流況に適応した新たな生
態系が確立している場合があるからだ．Jones (2014) は，水温などその他の物理環境が改変され
たまま流量のみを自然状態に近づけることは，環境保全の観点から適当でないと指摘する．発電
所の放流口下流のように，一定間隔で増水と減水を繰り返す（いわゆるハイドロピーキング：HP）
河川では，自然状態を最良とするのではなく，出水とは無関係に起こる人為的な豊水と低水の差
が生物へ悪影響を及ぼさないようにするという観点に立つべきあるとしている (Jones, 2014)．大
規模なダムの築造が本格化して半世紀以上が経ち，また気候変動によって長期的な流況が変化す
ることが予想される中，人工的な流量操作が長期間続く河川において，理想状態をどのように設
定するかについてはさらなる議論が必要である． 
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表 4-1 環境流量が目指す状態 
目標とする状態 内容 特徴 
原生自然 人の手の全く加わっていな
い原生状態を基準とする 
 
・本来の自然の生産力や生態系の最大のキャパシティを評価
する上で有効 
・気候変動や流水の作用によって変化する河川のどの時点を
基準とするかが難しい 
・人間活動のある流域では非現実的な場合もある 
過去 ダム建設など流量改変以前
の流況を参照 
・データがある場合には、目標設定しやすい 
・改変後長期間が経過している場合、必ずしも過去の再現が
適切でない場合もある。 
近隣の低開発地域 ダムがなく、自然状態の高い
支流や隣接する流域を参照 
・現在の気候条件や社会条件下で評価ができ、現実的 
・近隣の河川の選択によって目標があいまいになる 
現状維持 現在の状態を基準とし、これ
以上悪化させない 
・目標が明確である。 
閾値 現状の状態から発し、閾値を
超えない開発を許容する 
・理解しやすく、目標が明確である。 
・現状よりも状態が悪化する可能性がある。 
・閾値を誤ると不可逆的な悪影響が生じる可能性がある。 
将来 気候変動をふまえた将来気
候下での水資源量を参照 
・不確実性が排除できない 
時系列によらない
最高の状態 
例えば生態系サービスを最
大化できる状態を目標とす
る 
・人間の伝統的社会・経済活動の理念に則っている 
・一部の生態系サービスが補強されても、全体では環境悪化
を引き起こす恐れがある 
 
Pettsは，人為的影響のもとで自然（原生）状態とは異なる河川生態系が安定して存在する場合
には，過去の状態ではなく現在の流域の条件下においてダムや取水施設がないと想定した場合の
流況を基準とする必要があると述べている (Petts, 2009)．この場合，ダム開発などの影響を受け
ていない支流や近隣の流域における，いわゆる「自然区間」を参照する方法がある．この方法は，
生息場モデル法など，生物の生息環境に着目した環境流量の評価においてしばしば用いられるア
プローチである．ベンチマーク法が代表的なアプローチである (Arthington, 2012)．この方法で
はまず，近くの水系から近自然区間（near-natural reference）と，様々な開発の影響下にある複
数のベンチマーク（benchmark reference）を選定する．そして，将来的な水資源開発シナリオや
環境保全によって，対象河川がどのように変化しうるのかを，これらのベンチマークから推定す
る方法である (Arthington, 2012)．具体的なリファレンスサイトがあるため、流量と生態系の応
答に関する経験的な知見が得られ，目標設定が明確になりやすい．また，モニタリングによる環
境流量の効果の検証がしやすいという利点がある．注意しなければならないのは，支流や隣接す
る流域の自然状態が，必ずしも対象河川における自然状態と一致しない恐れがあるという点であ
る．リファレンスサイトへ状態を近づけようとするあまり，対象河川が本来有していた固有の特
徴を損なう可能性あることがあってはならない． 
現状維持を理想とする方法もある．これ以上の河川環境の悪化を許容しないことを目指す考え
方であり，自然保護区を設けて，開発行為を制限するようなケースがこれにあたる．予防保全
（precautious approach）として有効な手段であり，なおかつ現状の人間活動をさらに制限する
ものではないため，流域住民の理解を得やすいというメリットがある． 
あるいは，開発行為によって河川生態系が不可逆的、非回復的に破壊する閾値を超えないこと
を目標とする方法がある．社会開発や環境保全の分野で最近好んで用いられているアプローチで
ある． (Postel, et al., 2003)は，環境流量設定における「持続可能性の境界（Sustainability 
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Boundary）」を提案した．自然状態の流況は，それ自体も変動するが，河川生態系はこの変動に
ある程度追従できるよう適応している．従って，健全な生態系を維持するために，開発に伴う流
況変動量を自然状態で起こりうる流量変動の範囲内で許容するという考え方である．同様の目標
設定は， (King, et al., 2010)の「開発スペース（Development Space）や， (Steffen, et al., 2015)
の「地球システムの境界（Planetary Boundary）」などに見られる。地球システムの境界は，その
境界内であれば，人類は将来世代に向けて発展と繁栄を続けられるが，それを越えると取り返し
のつかない急激な環境変化が生じる可能性がある境界のことで，淡水資源やオゾン層，海洋の酸
性化など 9つの境界が定義されている (Steffen, et al., 2015)．このうち，淡水水資源の閾値は，
全水資源量から環境流量必要量を差し引いた値として評価されている．人間の水需要がこの値を
上回らない限り，河川生態系の健全性がある程度守られるという考え方であり，2015年現在では
まだ比較的余裕があることになっている (Steffen, et al., 2015)．ちなみにこの評価における環境
流量必要量の算出には 4.3にて紹介した VMF法が用いられている (Pastor, et al., 2014)．閾値を
設ける方法は説得力があり，開発許容量に明確な線引きを設けられるため，環境保全と開発の両
方において行動計画を立てやすい利点がある．一方筆者は以下のような点を懸念する．まず，閾
値によっては，開発の加速化をもたらす恐れがある．現状で閾値までに余裕があることが明らか
になった場合，開発は進むであろうが，閾値の手前で足並みをそろえて開発行為を抑制するのは
難しいだろう．人間の経済活動において利用可能な資源量に上限を設けた場合，却って競争が激
化し，資源が枯渇するまで消費行動が止まらないケースが多々ある．加えて，閾値の設定が誤っ
ていた場合には，生態系へ取り返しのつかない損失をもたらす可能性がある．第 2 章では、網羅
的なレビューを通して，現在多くの環境流量研究がこの閾値を求めることに努力を注いでいるこ
とや，個別の研究は進んでいるものの，全球網羅的な情報が不足している点を述べた．従って，
この考え方を環境流量で適用するためにはまだ多くの精査とデータの蓄積が必要であるといえる． 
次に，将来に基準を置く方法がある．どのような将来を理想状態に置くかについては，環境流
量単独のみならず，これからの自然保護や人間の社会の在り方とともに議論を深めていかなけれ
ばならない必須のテーマである．将来予測に対しては不確実性が高く，多くの課題がある． 
最後に，過去や現在の状態とは無関係に独自の理想状態を目指す考え方もある．例えば，生態
系サービスの最大化である．肥料の投入による農業生産の最大化や，養殖による生物資源量の最
大化などが例として挙げられ，人間のより豊かな生活を実現するために行われてきた努力に通じ
る考え方である．尤も，このような生態系サービスの一部を制御・肥大化させるアプローチが様々
な環境問題をもたらしてきた事実を鑑みると，持続可能性や環境保全との親和性は低いだろう． 
以上を踏まえて，本研究が立脚する環境流量の目指す理想状態を次のように決める．本研究で
は，「任意の時点において人間活動の影響がない場合に想定される自然状態を理想状態とおく」と
いう考え方に立脚する．当然この理想状態は，気候変動や物理環境の変化によって時間的に可変
である．今この瞬間に人間活動がすべて停止し，現在の気候条件に支配される流量が何の妨げも
なく川に流れるようになったことを想定する．さらに，この流れの作用によって生物やこれを取
り巻く物理環境が徐々に変化していくが，数十年程度の後にある程度動的平衡状態に達した時点
での状態を理想状態とするものである（これ以上長い時間を経ると，長期の気候変動や浸食堆積
作用，生物の進化などの影響が排除できなくなる）．この時点での河川生態系の状態を，現在の気
候物理環境が扶養しうる生態系の最上の状態とみなし，ここに評価の基準を置くことにする． 
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環境流量の評価では，流況変動に対する生態系の限界を明らかにする科学的な評価と，人間の
社会経済的な背景を踏まえた意思決定プロセスを区別することが重要である (Arthington, 2012)．
社会的な文脈における最終的な意思決定は，時と場所によって変化する一方で，ベースラインと
なる生態系の情報はこれらから切り離された普遍的な情報として提示される必要がある．本研究
ではこの考え方に立脚し，地域の社会状況や，現在の開発レベルにかかわらず、その場の生態系
が持つ潜在的な理想状態を評価する． 
 
これからの環境流量評価に取り入れるべき視点 
概念モデルに取り入れるべき視点 
グローバルな環境流量評価モデルには，次の三つの観点を取り入れる必要がある．まず，評価
方法については，地域の河川生態系の特性を十分に反映できる評価方法であることが必要である．
次に評価指標については，広域を同条件下で比較でき，河川生態系保全（環境流量配分）の優先
度をつけられる指標を導入することが必要である．さらに出力方法については，通年一定の最低
流量ではなく，流量変動を考慮した結果が必要である．この三つの観点について，以下にて説明
する． 
 
地域の河川生態系の特性を反映できる評価方法 
これまでのグローバルな環境流量評価方法は，ある地点の流量あるいは水文統計を参照するも
のであるが，これだけでは十分に地域の自然特性を反映することはできない．例えば広く用いら
れている平均流量を参照する方法を見てみよう．図 4-2に示す三つの写真は，左からドイツ，日
本（屋久島），チュニジアの河川の様子である．これらは年平均流量では同程度であるため，年平
均流量を参照する水文統計法では，環境流量必要量は同じになる（図 4-1 の VMF 法，Tessman
法，Tennant法，Smakhtin法）．しかし，写真からも判別できるように，河畔の植生や輸送土砂
の状況，過床材料の特性や水の濁り具合などからハビタットの質が異なることがわかる．各々の
河川において生物相が異なり，生態系サービスも異なることが容易に想定できる．これらの写真
のように，流量特性は似ているが，生態系の特徴が異なる河川を区別するにはどのような点を踏
まえればよいだろうか． 
そのためには，河川生態系を律する物質やエネルギーに関する三つの主要な仮説に基づき，河
川生態系を評価する視点が必要である．三つの仮説とは，河川連続体仮説（RCC），洪水攪乱仮説
（FPC）そして河川内生産モデル（RPM）である．河川連続体仮説（River Continuum Concept 
(RCC）は，自然状態の河川では，水温や川幅，流量などの環境要因が連続的に変化し，物質やエ
ネルギーの流れも上流から下流へと連続的につながる１つの系を形成しているという考えに立っ
ている (Vannote, et al., 1980)．ある場所の生物相や生態系の特徴は，上流から供給される餌資源
などのエネルギーによって規定されるというこの仮説は，河川生態系を捉える上での中核になる
枠組みとして多くの研究者によって支持されている (Arthington, 2012)． 
洪水撹乱仮説（FPC; (Junk, et al., 1989)）では，定期的な洪水によって河道と陸上の氾濫原と
の間で引き起こされる物質循環が河川生態系にとって重要であることを唱えるものである． 
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図 4-2 同等の平均流量を持つ河川の様子 
一方，河川内生産性モデル（Riverine Productivity Model (RPM; (Thorp, et al., 1994)）は，河
道内の生産性がその場の生態系を支える上で重要であるとするものである．  
これらの仮説は全ての河川において同程度に当てはまらない場合もあるが2，河川生態系を，流
水の作用を通して上流から下流，そして陸域と水域の間で物質やエネルギーが移動する開放系と
して捉えている点が重要である．程度の差こそあれ，これは自然河川に共通する重要な性質であ
る．従来の水文統計法のように，ある地点の流量のみに着目する方法では，これら三つの仮説に
示されているような河川生態系の特徴は表現できない．これらを評価するためには，河道を縦断
方向，水平方向に連続した系として捉え，物質の縦断方向への移動や陸域との連続性を考慮した
評価方法を採用する必要がある． 
 
広域で保全の優先度をつけられる指標 
国際的な水資源開発計画や，国土計画および実行可能性調査など開発初期の段階で環境流量を
評価するためには，河川生態系の特徴を踏まえ，どの地域を優先的に保全すべきか（より多くの
環境流量を川に残すべきか）を同じ条件のもと，広域的に評価・比較するための共通の指標が必
要である． 
河川生態系に保全優先度をつける方法は，2003年気候変動枠組条約第 9回締約国際会議（COP9）
で提示された 7 つの基準が参考になる．これは，①希少性，②種の生活史における重要性，③絶
滅危惧種または減少しつつある種の生育・生息地，④脆弱性，感受性または低回復性，⑤生物学
的生産性，⑥生物学的多様性，⑦自然性に基づき，保全の優先地域を区分する考え方である 
(UNEP, 2008)．この 7つの基準は，海域を対象に提示された基準であるが，一般的な生物多様性
の保全の考え方に基づいており，河川水域にも適用できると考えられる． 
本研究の目的と照らし合わせた場合，①，②，③については河川のリーチ（一蛇行区間）から
地点スケールでの個別の生物調査に基づく詳細な検討が必要であるため，本研究で目的としてい
る広域計画よりも後の個別地点における詳細な設計段階において評価されるべきものである． 
                                                 
2 RCCでうまく表現できないケースとして，ダム等による人為的に河川が分断されている場合が挙げられる．
また自然河川でも，セグメントの前後で大きく河川景観が変わる場合などには，上流の生態系とは独立的に生物
相が発達する場合もある．これを河川非連続体仮説（River discontinuum concept）と呼ぶこともある．FPC
は，氾濫原河川以外では相対的に重要性が低下する．RPMは，水の滞留時間の長く勾配の緩やかな大陸大河川
で良くあてはまるといわれている． 
ドイツ             日本（石垣島）        チュニジア 
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また，①，②，⑥，⑦について，河川生態系の特徴を全球規模で分類した淡水エコリージョン
（Freshwater Ecoregion of the world：FEOW）が参考になる．これは，淡水ハビタットを文献
や専門家の判断に基づき全球を 426のエコリージョンに分類したものである．各々のエコリージ
ョンは，水生生物（ただし，魚類，ワニ類，カメ類，両生類の４分類）の多様性，固有種の多さ，
人為的な土地利用の変更や取水量など流域の開発圧力が 10 段階で評価されている．FEOW は一
部の生物種からみて整理された分類であり，河川流量の特徴とは結びついていない．従って，こ
れらの情報から直接環境流量を評価する方法はまだ無いものの，将来的にはこれらの情報を環境
流量評価に役立てることができる可能性は大いにある． 
残る④，⑤については全球網羅的な情報がなく，評価方法もない．一方で，脆弱性と生産性は，
本研究で目指している広域計画や初期評価段階にて保全優先度を決める際の重要な判断材料とな
る．従って本研究では，河川生態系の脆弱性と生産性を指標とするモデルを構築する． 
 
流量変動を考慮した計算 
時々刻々と変化する流量に応じた様々な外力を受けつつ，河川生態系は動的な平衡状態を保っ
ている．止水環境を好む一部の生物を除き，河川生物は流量変動に適応した生活史を営んでいる．
また，中小規模の出水は付着藻類の剥離や水生植物群落の更新を促し，溶存酸素濃度やよどみを
改善し，水生生物の生息環境を整える役割を果たしている．季節的な流量の増加を産卵や移動の
トリガーとしている魚類いる．さらに氾濫原へ広がるほどの大規模な洪水となると，陸域から河
川に栄養塩や有機物が供給され，水生生物にとって重要な生息基盤を形成するのに役立つ．大規
模洪水は，転石を促し，侵食堆積を通じた河川地形の形成にとっても不可欠なイベントである． 
そのため，環境流量の評価では，流量変動を考慮する必要がある (Arthington, 2012)．Kingら
の研究では，環境流量に流量変動を加味することで，在来魚の産卵数や個体数が増加したことが
報告されている (King, et al., 2009)．  
本研究のモデルにおいても環境流量の出力結果には流量変動を加味するものとする．自然河川
の流況は５つの要素（規模，タイミング，頻度，継続時間，変化率 (Poff, et al., 1997)）によって
特徴付けられる．最小流量型の環境流量は，このうち規模のみに着目したものであるが，本モデ
ルでは，これにタイミングを加えることで，季節的な流量変動を考慮する．タイミングは，月毎
の平均流量を与えることで加味する．これにより，基本流量の季節性が表現できるようになる．
雨季乾季の明確な地域や，年間の流量変動の大きな地域で，より自然の流況に則した評価が可能
となる．5要素のうち，頻度，継続時間、変化率については，月レベルよりもより短期的な流況，
特に突発的な出水などの撹乱現象を記述する上で重要になる．全球規模での評価に当たっては，
まずは月単位での流量変動を考慮することで，基本流量の精度向上を行うものとし，撹乱の考慮
については今後の課題とする． 
 
概念モデル 
ここでは，2章，3章で確認した環境流量評価モデルの構造に加え，上の 4.5.1から 4.5.4 にて
示した，新たに着目すべき視点を加えた概念モデルを示す（図 4-3）．図の左がこれまでのグロー
バルモデル，右側が理想的な概念モデルである．従来のグローバルモデルは，流量を入力条件と
し，流量と生態系の応答の関係に仮定をおいていた．あるいは，現地調査によって経験的・統計 
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図 4-3 概念モデル 
 
的に求めた値を援用していた．このようにして得られた必要流量に対して，流域の水需要や環境
保全レベルなどの管理目標を加味して最終的な環境流量必要量を求めるものであった． 
これに対して，理想的な概念モデルでは，入力条件として流量に加えて気候条件と物理条件を
考慮する．気候条件としては，降水量，気温，放射量が考えられる．これらは流量に直接関係す
るだけでなく，河川生物の生産や代謝を考える上で重要な要素である．また，物理条件では，河
床勾配や栄養塩濃度を考慮することが理想である． 
さらに，流量と河川生態系の応答に関しては，仮定をおいたり，観測によって局所的な値を調
べたりする方法によらずに，モデル化することによって，時間的・空間的な広がりの中で結果を
比較できるようになる．モデルでは，河川縦断方向と水平方向（陸域と水域）の連続性を考慮し
たモデル空間を利用し，任意の場所における水理環境，物理環境，生物の応答の相互作用を解く．
このモデルでは，季節ごとに流量と生物の関係が定量的に得られる．また，条件を変えて計算す
ることで，様々なシナリオに応じて流量と生物の関係についての解を得ることができる． 
こうして，あるシナリオに基づく最適な流量と生物の関係が得られる．この最適流量に管理水
準を加味することで環境流量必要量を求めるものである． 
続く 5章では，この概念モデルに従い，実際に生態系モデル部分の構築を行う． 
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本章のまとめ 
本章では，現場のニーズを満たしつつ，最新の理念を盛り込んだグローバルスケールでの環
境流量評価のモデル化に先立ち，モデルの前提条件を確認し，概念モデルの構築に取り組んだ．
要点は以下の通りである． 
⚫ 本研究において環境流量の目指す理想的な状態は，現在の気候物理条件下において，ダ
ム操作や流域開発がないと仮定した場合に存在する河川生態系の状態である． 
⚫ グローバルな環境流量評価モデルには，地域の河川生態系の特性を十分に反映できる評
価方法，広域を同条件下で比較でき，河川生態系保全（環境流量配分）の優先度をつけ
られる指標，流量変動を考慮した出力が必要である． 
1. 地域の河川生態系の特性を十分に反映できる評価方法として，河道を縦断方向，
水平方向に連続した系として捉え，物質の縦断方向への移動や陸域との連続性を
考慮した評価方法を採用する． 
2. 河川生態系保全（環境流量配分）の優先度をつけられる指標として，脆弱性と生
産性に着目する． 
3. 流量変動について，基本流量の規模とタイミングを考慮する． 
従来の環境流量グローバルモデルでは流量と河川生態系の応答を個別の現地調査で得られ
た経験や統計から仮定していた．これに対して理想的な評価方法は，流量と生態系の応答の部
分をモデル化し，様々な条件やシナリオにおいて同じ精度で比較・評価できる必要がある． 
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河川バイオマスモデル 
モデルの概要 
ここでは，流量と河川生態系の生産性と脆弱性を定量的に評価するためのモデルを構築する．
結論から言うと，本研究におけるモデルでは，生態系のエネルギー基盤として生物を支えている
緑色植物のバイオマスに着目する．植物バイオマスが，上下流や陸域と連続した河道空間内にお
いて，気候条件や流量の増減に応じて蓄積，流下，消失していく過程をモデル化する．このモデ
ルによって，ある場所の任意時間におけるバイオマスの蓄積や移動の特徴から，河川生態系の生
産性と脆弱性を定量的に評価するものである．本研究では，このモデルを「河川バイオマスモデ
ル」と呼ぶ．本研究においてバイオマスとは，河川生物の餌として利用されうる緑色植物（水生
植物および陸上から河川に流入する落葉などの陸上植物体の一部）の植物体の総体を指し，特に
断りのない場合，魚類や水生昆虫などの動物性のバイオマスは含まない． 
河川バイオマスモデルでは，以下のような流れで任意地点・任意時間における河道内の植物バ
イオマス量を計算する．次項から，これらの項目ごとに，関係する河川生態系の基本的性質とそ
の仕組みを整理し，前提条件を説明する． 
 
 
図 5-1 河川バイオマス量の求め方 
 
モデルの根拠となる生態学的機構 
植物バイオマス量を評価することについて 
河川生態系は様々な生物の相互作用によって成り立っており，物質はこれらの生物の生産-消費
-分解の過程の中で循環している．河川生態系の物質循環を担う生物として，まず二酸化炭素や栄
養塩類などの無機物を取り込み，光合成によって有機物を生産する藻類や植物プランクトン，水
草などの緑色植物（生産者）がいる．この植物を食べる水生昆虫やアユなどの草食性魚類（一次
消費者）がおり，これらの生物を捕食する大型魚類などの肉食性生物（二次消費者，三次消費者・・・）
が続く．また，これらの生物の排泄物や死骸を分解し，有機物を無機化する微生物（分解者）が
存在する．このような生物の代謝やエネルギーの流れを図示すると，図 5-2 に示すような栄養段
階で構成される生態系ピラミッドとして表現することができる (Odum & Barrett, 2004)．実際の
生態系は，雑食性の魚のように栄養段階を跨る種や相互作用が存在するため，単純なピラミッド
にはならないが，生産-消費を通した河川生態系のエネルギーの流れや，各々の階層に属する生物
の特徴やその数を相対的に記述する良い方法である． 
このようなピラミッドで表現される河川生態系を満遍なく評価し，環境流量を決めるには，幾
つかの方法がある．一つ目は，栄養段階ごとに代表的な種を抽出し，それぞれに必要な流量を求 
 
任意地点・任意時間 
における 
河道内の植物バイオマス量 
＝ 生産量 枯死・剥離量 被食量 陸上・上流 
からの流入量 
― ― ＋ 
一部 下流へ流下する量 
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図 5-2 河川生態系のエネルギーの流れ 
 
めて最大流量を採用する，あるいは季節ごとに優先する代表生物を変える方法である．2 章で紹
介した信濃川における維持流量評価方法 [国土交通省信濃川河川事務所, 2015]がこれにあたる． 
二つ目は，個体数は少ないものの，その生物がいなくなると生態系が大きく変化してしまうよ
うな，生態系の安定を保つ上で不可欠な種，いわゆるキーストーン種を対象とする方法である． 
例えばニュージーランドの河川では，雑食性のザリガニが捕食や落ち葉の分解，生態系の改変
など様々な役割を果たすキーストーン種であることが確認されている [西川, 2010]．キーストー
ン種は必ずしも栄養段階の上位種であるわけではなく，また時間的にも空間的にも変化しやすい
ため，特定することは容易ではない [西川, 2010]．三つ目は，栄養段階最上位の生物，いわゆる
アンブレラ種を抽出する方法である．河川生態系の最上位消費者は，多くの場合サケやパーチな
どの大型魚類である．この方法は日本の維持流量をはじめ，大多数の環境流量評価で用いられて
いる．多くの生態系では，高次消費者が生態系の構造と動態を規定しており，その数が減少する
と，食物連鎖の下位の生物へ順次影響を及ぼす，いわゆるトップダウン型の「栄養段階カスケー
ド現象」を引き起こすことが知られている．そのため，最高次消費者を守ることで，生態系全体
の健全性を保つことを目指すのがこの方法の狙いである．これとは反対に，ボトムアップ型の波
及現象に焦点を当てる方法もある．これが四つ目の方法である．栄養段階の基盤すなわち緑色植
物（一次生産者）の大小が，これを餌とする消費者の数および栄養段階の構造を制御するためで
ある．この観点から，付着藻類やプランクトンなど一次生産者のバイオマスや一次生産速度を評
価することにより，河川生態系を間接的に評価する方法が提案されている (Smolar-Zvanut & 
Mikos, 2014; Lessard, et al., 2013)．これが四番目の方法である．一般に，トップダウン効果と
ボトムアップ効果は同時に生じており (Wallace & Webster, 1996)，どちらが強く影響するかは河
川環境や生物構成によって異なる．例えば，ニュージーランドにおける調査では，頂点捕食者が
移入種であるブラウントラウトの河川と，在来であるキュウリウオの仲間の河川で栄養段階カス
ケードの状況を調べた．その結果，ブラウントラウトのいる河川では強いトップダウン効果が見
られ，水生昆虫の生産量のほぼ 100％がブラウントラウトの餌資源として消費されることが分か
純一次生産力(NPP)
太陽光の1~3%
が光合成で
植物体に固定される
呼吸により
約90%が消失
上位消費者に
利用されるエネルギー10%
消費者に餌として摂取される
1次消費者
2次消費者
3次消費者
(最高消費者/頂点捕食者）
ピラミッドの大きさは各段階のバイオマス量を表現している
 79 
 
った．一方，キュウリウオのいる河川ではトップダウン制御はほとんど見られず，水生昆虫の個
体数は餌となる植物量に強く依存していることが報告されている (Huryn, 1998)． 
生態系の生産性，脆弱性及び多様性を評価する場合には，ボトムアップ的なアプローチの方が
より適していると考えられる．その理由は，河川生態系において植物（一次生産者）は河川生物
の生存に不可欠な一次生産力や栄養塩の保持を司る基盤であり (Fox, 2004)，生産性に関しては，
一次生産者そのものを評価することが適当であると考えられるためである．また，脆弱性や多様
性についても，利用可能なエネルギー量の多い地域では種の多様性および生態系構造の複雑さが
増加する (Odum & Barrett, 2004)ことが知られており，さらに利用可能なエネルギー量の基盤は
植物の一次生産（NPP）であるとされている(Odum & Barrett, 2004; 森, 2000)．この考えに立
脚すれば，生産基盤が破壊された場合の回復時間を評価することで河川生態系の脆弱性を評価す
ることも可能である．また，前述の一から三の方法は特定の消費者を抽出してその生態を評価す
る必要があるが，種によって採餌特性や行動形態は様々で，また空間や時間によって対象種が非
常に多くなりうるし，種の選定に不確実性が伴うことなどから，全球規模でのモデル化が難しい．
一方，生産者である水生植物は，環境要因による差があるものの光合成により成長し，その場か
ら移動しない（流水による受動的な移動は除く）という共通の生理特性があるため，同条件で広
範囲をモデル化しやすいという利点がある． 
従って，本研究では，植物（一次生産者）に着目して河川生態系を評価する方法を採用する．  
 
河川生態系を支える一次生産の特徴 
陸上生態系を例にみた一般的な一次生産の特徴 
河川生態系における一次生産のメカニズムを説明する前に，陸上生態系の一次生産を通してモ
デル化にかかわる一般的な事項を確認する．その理由は，前者と比較して後者を扱った研究が歴
史的にも地域的にも圧倒的に多く，より詳細な仕組みが解明されているため，そして太陽放射，
温度，水の三大要素に律速される緑色植物の光合成と一次生産の原則は，陸上と水域で共通して
いるためである． 
まず，植物が光合成を行い，大気中の二酸化炭素を固定し，有機物を生成する速度を総一次生
産（GPP: Gross Primary Production）という．生成された有機物の一部は呼吸により大気へ戻
され，残りは葉や幹枝など植物体の成長へ回される．この過程で GPP から呼吸量を差し引いた植
物体の成長量のことを純一次生産量（NPP：Net Primary Production）という．単位は，単位面
積当たりの重量で表される（例えば，g/m2や t/ha がよく用いられる）．純一次生産量を決める三
大要因は太陽放射，降水量，気温である．十分な太陽光があり，降水量が多く，温暖であるほど
NPP は大きくなる． 表 5-1 に，太陽エネルギーの流入量と一次生産力の関係を示した．総放射
エネルギーのおよそ半分だけが吸収され，総光合成に変わるのは最高の条件でも 5%程度である．
さらに，一次生産力を評価する上では植物自体の呼吸が無視できない．植物の呼吸が，従属栄養
生物の利用しうる食物（純生産）をかなり減じているからである．表 5-1 より，総一次生産の 50%
が呼吸により失われ，太陽エネルギーから純一次生産となるのは 1%程度であることがわかる [オ
ダム, 1974]．因みに，NPP は，Net Primary Productivity すなわち一次生産力の略記としても用
いられることがある．これは，一定の期間内に生産される植物体の重量をもって，その場所の「生 
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表 5-1 太陽エネルギーの流入量と一次生産力の関係 [オダム, 1974] 
A 移行率 1 2 3 4 
 全太陽放射エネルギー 独立栄養層による吸収 総一次生産 純一次生産（従属栄養
生物が利用可能） 
最高値 100 50 5 4 
好条件での平均 100 50 1 0.5 
生物圏での平均 100 < 50 0.2 0.1 
B 効率（%）     
段階 最高値 好条件での平均 生物圏での平均  
１－２ 50 50 < 50  
１－３ 5 1 0.2  
２－３ 10 2 0.4  
３－４ 80 50 50  
１－４ 4 0.5 0.1  
 
表 5-2 植生の種類別に見た世界の純一次生産力と現存量 
(Whittaker & Likens 1973 (吉良，1976 より引用)) 
植生タイプ NPP 現存量(t/ha) 
 総量(109t/y) 平均(t/ha/y) 総量(109t) 平均(t/ha) 
熱帯多雨林 34 20 755 444 
熱帯季節林 11 15 267 356 
温帯常緑林 6.5 13 178 356 
温帯落葉林 8.4 12 210 300 
亜寒帯林 9.6 8 240 200 
低木林 4.8 6 48 60 
サバナ 10.5 7 60 40 
ステップ 4.5 5 14 16 
ツンドラ 1.1 1.4 5.4 6.7 
低木砂漠 1.3 0.7 12 6.7 
砂漠 0.7 0.03 0.53 0.2 
陸水・河川河口 3.8 23 1.45 1.2 
 
産性」を評価する場合に用いられる．この場合の単位は，単位時間に単位面積当たりの重量（例
えば g/m2/hour や t/ha/year）で表される．すなわち，一次生産量といえば，単純にバイオマス量
のことを指し，一次生産力は，植物体の成長速度からみた生産性を意味する．本研究では両者を
適宜使い分ける． 
NPP は植物体の成長速度を表すが，一次生産の結果蓄積される生きた植物体の総量を現存量
（Standing Crop）という．NPP が大きい地域では現存量も大きくなる傾向があるが [佐藤, 1973]，
様々な要因によって NPP と現存量との比率は一定にはならない．現存量は植物の性質や環境の違
いに大きく左右される．NPP 以外に現存量に影響を与える要因は，群落の種組成及び遷移段階な
どの群落構造，樹齢，呼吸量，落葉・枯死量，分解されやすさなどの植物体そのものの特徴に加
え，地形や風速などの物理環境，栄養分を含む土壌組成，被食率が挙げられる．同程度の NPP を
もつ植物群落でも，種が違うと個体の大きさや落枝・落葉量が異なる．例えば年間の落葉量は気
温と相関があり，熱帯雨林とサバナで最も多く，10t/ha 程度であるのに対し，照葉樹林では 5～
7t/ha，寒冷地のブナ林で 2～4t/ha と少ない．地表面に落下した葉や枝は微生物による分解や化
学的過程による無機化の過程で消失する．同様に，有機物が 95%消失するのに要する時間（t95）
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は気温と高い相関があり，熱帯と亜寒帯との間で数十倍の差があることが知られている [佐藤, 
1973]．このことから，熱帯林の NPP は亜寒帯林の 2.5～4 倍になるが，落葉量が多いため現存量
では差が縮まり，地上部のバイオマスは 2 倍程度に収まっている．また，同じ気候で同じ植物群
落が生育している場合でも，群落の立地する地形が異なれば現存量は大きく異なることが知られ
ている．例えばスギ群落の場合，風当たりが強く，土壌養分の流出しやすい急傾斜地と，水分や
養分が集まる谷間では葉の現存量に 7 倍もの差が生じることがある [佐藤, 1973]． 
NPP と現存量との関係を表 5-2 に示す．同様の試算は Bazilevich et al.(1971)，Liech(1972)，
Golley(1972)ら1により試みられているが，その値には最大 1.5 倍程度の差がある．表の試算では，
人間による植生破壊や土地利用を考慮した値となっており，原生自然状態を仮定した． 
Bazilevich et al.(1971)の試算はこれより 1.4 倍程度大きくなっている [吉良, 1976]．植物体が昆
虫や草食生物により摂食されることにより減少する割合は森林では現存量の 0.0005％程度（マレ
ーシア：パソー熱帯林），サバナやステップでは 1～2%程度と見積もられ [吉良, 1976]，現存量に
対して非常に小さいため，現存量の推定では無視されることが多い． 
 
河川生態系における一次生産 
河川の NPP は栄養塩濃度や濁度等の水域特有の条件に影響を受けるが，陸上と同様に気温（水
温）と太陽放射が支配要因となり，陸上 NPP と強い相関があるとされる (Hugueny, et al., 2010)． 
しかし水中では水体そのものが光合成に有効な波長域の光を強く吸収してしまう上，水の濁り
などによって陸上植生よりも厳しい光条件の制約を受けるのが特徴である．  
表 5-3 に水生植物の NPP の平均値を示す．陸上植生と余り差がなく，抽水植物では陸上植生
の森林並みの生産力を持つことがわかる．水域の植物現存量に関する資料は少ないが，同じ気候
帯にある陸上植生と比較すると 1/10 程度であることが知られている [生嶋, 1972]．NPP が同程
度にもかかわらず現存量が小さい理由は主に二つある．まず，流れがあるためその場で生産され
たものが速やかに流下する点，そして陸上植物の幹のように巨大な支持組織を必要とせず，生産
や繁殖により多くのエネルギーを投入できることから，個体の大きさが小さく寿命が短く，世代
交代が早い点である． 
河川植生は，植物プランクトン（phytoplankton），付着藻類（benthic algae），と水草
（macrophyte）に分けられる．水草はさらに，オオカナダモなどのように水底に根を張り，植物
体全体が水中にある沈水植物（submerged），ハスなどのように水底に根を張り，葉を水面に浮か
べる浮葉植物（floating-leaved），ホテイアオイなどのように水面に浮かんで生育する浮遊植物
（free-floating），ヨシ，ガマなどのように水底に根を張り，茎の下部は水中にあるが，茎か葉の
一部が水上に突き出ている抽水植物（emergent）に分けられる．これら植生の河川横断方向の分
布を図 5-3 に示す． 
 
 
 
                                                 
 
1Bazilevich et al.(1971)，Liech(1972)，Golley(1972)らの論文の原典が入手できなかったため， [吉良, 1976]
によって整理された情報を参照している． 
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表 5-3 水生植物の純一次生産力 
                   (Westlake 1963 等を参考) 
植生タイプ NPP(t/ha/y) 
藻類 1~9 
沈水植物 4~20 
抽水植物 30~85 
河川全体（平均） 11.5 
 
 
図 5-3 河川植生の種類 
 
陸上・上流からの河川生態系のバイオマスの流入と流下 
河川の植物バイオマスの収支をとる場合には，その場の一次生産によって生まれる内部由来
（autochthonous）のバイオマスと，流水によって上流から運ばれるものや，陸上植生の落葉・
落枝など外から供給される外部由来(allochthonous)のバイオマスの区別が重要となる (Odum & 
Barrett, 2004; Dodds, 2007)．河川生態系ではバイオマスの由来の大部分は外部由来であると言
われている (Odum & Barrett, 2004; Mulholland, 1981; Thorp & Delong, 2002)． 
例えば森林で囲まれた河川では落葉・落枝の供給に恵まれる一方で，河畔林が覆いかぶさるこ
とで川の中に十分な光が届かず，水生植物の NPP が著しく小さくなる．こうした河川では全植物
バイオマスに占める外部由来の比率が 9 割を超える．反対に，草原を流れる河川や中下流域では，
水温が高く，十分な日光が届くことで河川内の NPP が大きくなるため，内部由来のバイオマスが
８割を超える場合もある． 
供給される植物バイオマスの全てが餌資源として利用されるわけではない．例えば，外部由来
のバイオマス供給が多いからといって，河川生物のエネルギーを支えているのは必ずしも外部由
来のバイオマスではない場合がある．実のところ多くの河川では，消費者のエネルギー源として
外部性の有機物と河川植物がどの位の割合で使われているのか不明である (Thorp & Delong, 
2002)．しかし Thorp らによれば，河畔の植物はこれまでに考えられていたよりも河川生物を支
える餌資源としては重要性が低く，4 次河川（4th order stream：扇状地河川に概ね該当する）よ
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り下流の殆どの河川では，河川生物の生存や多様性を支えている主なエネルギー源は河川内の藻
類によってもたらされる内部由来のエネルギーであるという (Thorp & Delong, 2002)． 
上流と下流では異なる物理環境に応じて異なる一次生産者やそれを餌とする水生昆虫が生息し
ており，その生命活動で生産された物質が河川縦断方向の流れによって下流の生態系を支えてい
る．これを明快に記述したのが河川連続体仮説（River Continuum Concept ：RCC）である 
(Vannote, et al., 1980)．上流は川幅が狭く，河畔林が生い茂り，河川へ届く光が少ないため，河
道内に藻類などの植生が発達せず，生物の餌資源は専ら落ち葉などの外来性植物バイオマスであ
る．そのため，落ち葉などを細かく砕いて食べる破砕食者（シュレッダー）が優先する．中流で
は川幅が広がると共に，太陽光も水面に届きやすくなるため，付着藻類や水草など水中の植生が
繁茂する．そのため，これらを餌とする刈取り食者（グレイザー）が増加する．下流では，水深
が深くなり水中の懸濁物も増えるため，河床へ到達する光が減少する．そのため，専ら水表面で
光合成を行う植物プランクトンが増加するほか，上流から供給される細粒状有機物（FPOM）を
餌とする収集者（コレクター）が卓越する (Vannote, et al., 1980)． 
RCC では河川の上流から下流方向の連続性の重要性を説くが，河川流下方向とは逆の有機物の
流れもある．サケ・マス類などの回遊魚である．サケ由来の栄養分により河川の生産性が増大す
ることが知られている [河内, 2014]．サケ類の減少が問題となっている北米西海岸では河川の生
産性向上のためにサケの死骸やこれに類似した養分を投入するなどの措置を講じているが，遡上
して生きているサケの産卵行動に伴って排出される養分の方が死んだ状態のサケから流出する養
分よりも多いことが報告されている (Tiegs, et al., 2011)． 
このように，流水の作用がもたらす縦断方向のバイオマスの流れや，陸域からのバイオマス供
給は，その場の河川生態系の特徴を捉える上で重要な要素である． 
 
河川植物の生産，枯死・剥離，被食（付着藻類を例に） 
河川内の一次生産を評価するためには、その主要な一次生産者である付着藻類への理解が不可
欠である．付着藻類は河川縦断方向に広く分布し，水生昆虫やアユなどの魚類の餌資源として重
要な役割を果たしている．河道内の餌資源の主要な部分を担うのが付着藻類である (Thorp & 
Delong, 2002)とされていることから，付着藻類の消長パターンに着目する． 
付着藻類とは，水中植物，底泥，礫，岩石等の表面に付着している珪藻，藻，緑藻，紅藻等の
藻類の総称である．付着藻類の現存量と生産量の時間推移を図 5-4 に示す．河床の礫等の表面に
細菌類が付着し，ある程度の細菌膜が形成されると，この膜に藻類の定着が始まる [相崎 , 1980]．
その後，藻類の生産量は増加し，それと共に現存量も増加する．その後，生産量は一定もしくは
減少するが，現存量は増加する時期に入る．生産量が増加しないのは，付着藻類の層厚が厚くな
ると，層内部への遮光と栄養塩の供給低下により下層の細胞活性が低下することで，藻類の老化・
枯死が進行するためである．従って，藻類の生産は光・栄養塩の十分供給される表層部のみで行
われる．その後，光合成によって生産された炭酸ガスの気泡の浮力等をきっかけに，老化・枯死
によって弱くなった部分から藻類が剥離しはじめる [中土井, et al., 2012]．クロロフィルαの量
が約 200mg/m2まで減少すると，下層まで光が到達するようになり，下層でも再び光合成が行え
るようになり生産力が回復する[相崎 , 1980]．この成長-剥離のサイクルは季節や環境によっても
異なるが，戸田らの実験では，付着藻類の成長量は増殖の初期段階である 15〜20 日付近に指標
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的増殖を示し，40 日を過ぎると現存量が小さくなっていく傾向が見られた [戸田, et al., 2001]．
水温，日射量，栄養塩濃度がほぼ等しい河川中では，一次生産力は瀬の方が淵よりも高く [戸田 , 
et al., 2002]，流速や底面付近の乱れが大きいほど，高くなることが知られている． 
藻類の剥離は，藻類自身の老化の結果引き起こされるほかに，流速の増大によっても引き起こ
される．出水による剥離は，流速そのもというよりは，河床礫の移動による摩擦や，付着藻類の
付着した石が転がることにより引き起こされる [中土井, et al., 2012]． 
概ね断面平均流速が 1m/s を越えると，付着藻類の物理的な剥離が始まるといわれている．付着
藻類の現存量に影響を与える要因として，水生昆虫やアユなどの魚類による摂食も重要である．
付着藻類の摂食される割合は，その場所に生息する生物の構成や季節によって大きく異なるが，
夏季に多くなり，冬に減少する傾向にある（例えば， [中本, et al., 1997]）．多摩川中流域の早瀬
及び平瀬における付着藻類の NPP を例に取ると，アユやヤマトビケラの摂食量は 1/3 以上に相当
する場合もある [皆川 & 萱場, 2009(b)]．摂食により付着藻類は一時的に減少するが，適度な摂
食により藻厚が薄く保たれることで，底部にまで光が届き藻類の活性が維持されるという側面も
ある[皆川, ほか, 2009]． また，付着藻類の現存量と摂食率は，流量にも影響を受ける．PHABSIM
に基づく数値モデルを用いて 7 月の木曽川中流域を対象とした計算では，流量の増減に従って付
着藻類現存量，日当たり摂食量，および日当たり剥離量が変化することが示された [皆川 & 萱場, 
2009(a)]．また，流量が増加するに従い，アユの生息環境が改善されて生息密度が増加し，摂食
量が大きくなる傾向が示された．一方、剥離量と現存量は流量の増加と伴に減少した [皆川 & 萱
場, 2009(a)]． 
 
 
 
図 5-4 付着藻類の消長過程 
付着藻類の生長・老化・枯死
生産量一定・現存量増加
T
Q
現存量
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細菌膜の形成 付着藻類の発達
生産量・現存量
ともに増加
剥離
生産量・現存量ともに減少
概ね1ヶ月０
 85 
 
 
図 5-5 単位幅流量と付着藻類の日当たり摂食量・剥離量，現存量の関係 [皆川 & 萱場, 
2009(a)] 
 
 
 
図 5-6 植物バイオマスの評価にあたり，モデル Ver.1 で考慮する項目 
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河川バイオマスモデル（ver.1：年単位での計算モデル） 
モデルの考え方 
これまでに述べてきた河川生態系の性質を踏まえ，河道内の植物バイオマスの生産とその蓄積，
移動を植物の純一次生産力を用いてモデル化する．なお，本研究では，断りのない場合バイオマ
ス(biomass)は河道内の植物バイオマスを指し，現存量（Standing Crop）に加え，枯死・脱落，
流入流出によって移動する量も含めるものとする [篠崎 & 白川, 2016]．モデルの考え方を図 5-6
に示す． 
ある場所の河川内で生産されるバイオマスに加え，上流からの流入，下流への流出および陸上
からの供給の三つを考慮する．ある場所のバイオマスは無限に蓄積することはなく，呼吸や枯死
などのエネルギー損失により平衡状態に保たれていることから，以下の式に従って算定を行った． 
 
∂B
𝜕𝑡
+ 𝑓
∂B
𝜕𝑥
= 𝑁𝑃𝑃 − 𝑟𝐵 + 𝛽𝐵 
(1) 
 
ここに，B（g/m2）：河川バイオマス，𝑁𝑃𝑃：純一次生産（g/m2/day），𝑓，𝑟，𝛽：係数である．
右辺第 1 項は光合成による植物の増殖，第 2 項は呼吸・分解・溶脱による減少，第 3 項は陸上か
らの植物バイオマス流入である．𝑓は，付着藻類の剥離と地形や横断構造物による流下割合低減係
数である．植物バイオマスの流下量は，主にその場の付着藻類の剥離量と輸送速度によって決ま
り，これを係数𝑓に加味する． 
NPP の算定は筑後モデルを用いる (Seino & Uchijima, 2010)．これは植生の水利用効率の考え
方に基づき，純一次生産量と降水量，気温などの気候条件を関連付けたモデルである．筑後モデ
ルは，陸上植生の実測値に基づく経験的な回帰式である．このモデルを使用する理由は，水温，
気温などの条件によって NPP を推定できるため，直接 NPP が観測されていない時代や場所でも
NPP の推定が可能であるためである．従って，気候データが手に入れば将来や過去など様々なシ
ナリオでの評価が可能である． 
 
𝑁𝑃𝑃 = 0.29{𝑒𝑥𝑝(−0.216𝑅𝐷𝐼2)}𝑅𝑛  (2) 
𝑅𝑛 = 10.38 + 3.13 × 𝑇 (3) 
 
ここで，𝑅𝑛：純放射量の年合計（kcal/cm2），𝑅𝐷𝐼：放射乾燥度（𝑅𝑛/ 𝑙𝑟），𝑙：発熱潜熱（580cal/gH2O），
𝑟：年降水量（cm）である．𝑅𝑛は年平均気温 T（℃）との経験式より(3)式のように定める (Seino 
& Uchijima, 2010)． 
また，次の方法によって単位面積あたりの河川密度を設定した．日本の河川 36 水系と，世界の
河川 19 水系においいて，面積あたりの川幅と河川延長を調べて河川密度を求めた．河川密度の値
は河川によって異なるほか，上流，中流，下流で差があり，1km2 当たりの河川面積の割合はド
ナウ川やホイト・ツェヘリン川（モンゴル）の 10%から，米国のビーバー川の 100％まで幅があ
った．ただし，これらは河川流域内のみでの値であり，流域外や全く河川の存在しない地域を含
めた河川密度はこれより小さくなる．陸上面積における河川・湖沼の面積は河口を含めおよそ
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3.9×106km2 であり（吉良，1976），陸上の土地に占める割合は約 3%程度となっている．従って，
本研究では単位面積当たりの河川密度を全球一律 3%に設定した． 
 
河川バイオマスモデル（ver.2：月単位での計算モデル） 
モデルの考え方 
河川バイオマスモデル Ver.1 には，式(1)からも分かるように，流量に関連する項が入っていな
い．そのため，河道内のバイオマスの収支は，入力条件である太陽放射，気温および降水量の変
化のみに影響を受ける．降水量と流量には強い相関があり，降水量の多寡によって一次生産を推
定することは妥当であるといえる．しかし，一次生産の場である河道の面積の増減や，流量の増
加に伴う流速の増大と，それによって引き起こされる下流へのバイオマス流下量の増加を表現で
きない点が課題である．また，一次生産力（NPP）は，年平均値を用いているため，季節的な流
量の増減によるバイオマスの増減を計算することができない点も改善が必要である．こうした課
題を解消するためにモデルに改良を加え，河川バイオマスモデル Ver.2 を構築する. 
新旧の河川バイオマスモデルの違いを表 5-4 に整理し，モデル ver2.で考慮する項目を図 5-7
に示す． 
 
 
 
 
表 5-4 新旧河川バイオマスモデルの考え方 
河川バイオマスモデル 
 
Ver.1：年単位での計算モデル 
[篠崎 & 白川, 2016] 
Ver.2：月単位での計算モデル 
空間解像度 全球 1.0°×1.0° 全球 0.5°×0.5° 
計算間隔 1 年 1 日（出力は月単位） 
時間変化 定常状態 NPP（月別），流量（月別）で与える 
空間変化 水面積は一律グリッドの 3％ 水面積は流量に応じた川幅により決定 
NPP 筑後モデルによる計算値（年別） NASA 観測値（月別） 
パラメータ 全球一律 全球一律 
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図 5-7 植物バイオマスの評価にあたり，モデル Ver.2 で考慮する項目 
 
本モデルでは，月別にバイオマスを計算する．モデルの構造は図 5-8 の通りである． 
河川植物バイオマスは次式により算出する． 
 
∂B
𝜕𝑡
+
∂BU
𝜕𝑥
= 𝑁𝑃𝑃 − 𝑑𝐵 − 𝑝𝐵 + 𝛽𝐵 
(4) 
      𝑈 = 𝑓𝑉 (5) 
 
ここに，B（g/m2）：河川バイオマス，U：バイオマス流出速度（m/s），𝑁𝑃𝑃：純一次生産（g/m2/day），
𝑑，𝑝，𝛽，𝑓：係数，𝑉：流速（m/s）である．右辺第 1 項は光合成による植物の増殖，第 2 項は
呼吸・分解・溶脱による減少，第 3 項は被食による減少，第 4 項は陸上からの植物バイオマス流
入である．U は，流速𝑉に係数𝑓を乗じて求める．𝑓は，付着藻類の剥離と地形や横断構造物によ
る流下割合低減係数である． 植物バイオマスの流下量は，主にその場の付着藻類の剥離量と輸送
速度によって決まり，剥離量は掃流力による前提に基づき左辺第 2 項に流速を加味する． 
なお，本モデルの目的は，河川生態系の特徴を全球規模で相対的に表現することであり，実際
の河川植物バイオマス量やその収支を厳密に再現することではない． 
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出力結果
下流への流下
降水量
水温
陸上NPP
濁度 水深流速
流量
川幅
上流からの流入
剥離・枯死
被食
河川NPP
呼吸
月毎の流量に応じて変化
月平均値
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図 5-8 モデルの構造 
 
計算結果の解釈と評価 
計算結果を用いてできること 
河川バイオマスモデルで評価できるのは，ある場所における単位時間（月）のバイオマス量（ス
トック），および，そのバイオマスがどの位の時間をかけて，どこから（上流，陸上，その場），
どれ位供給されるのかという蓄積過程（フロー）である．これらの計算結果を用いて，対象とす
る場所の河川生態系の生産性と脆弱性を定量的に評価することができれば，環境流量の設定や，
河川生態系保全の優先度を設けることが出来る．ここでは，計算結果を用いて，河川生態系の生
産性と脆弱性を評価するための指標を提案する．これらは，生産性指標（Productivity Index: I)
および脆弱性指標（Vulnerability Index: VI)とし，脆弱性指標はさらに，下流涵養度（Contribution 
to Downstream Ecosystems: CDE）と生態系回復時間（Ecological Recovery Time: ERT）から
構成される． 
 
生産性指標（PI） 
生産性指標（Productivity Index : PI）は，バイオマスの蓄積量（ストック）Ｂを用い，河川生
態系の生産性を生態系ピラミッドの概念にあわせて離散的に表す指標である．一般的に，利用可
能なエネルギー，すなわち基盤となる河川植物バイオマスが多いほど，生態系ピラミッドの階層
太陽放射 気温 降水量 Input
Parameters
Variables
各セルに代表的な流路方向が1つ与えられ
流量・川幅・流速が与えられる
NPP
川幅 流速
H08を用いてセルごとに流量を算出流量
標高（勾配） 粗度係数
d B+pB
各セルに陸上からβの割合で流入するバイオマス
dの割合で枯死，pの割合で
被食され消えるバイオマス
Ｕ2B
Ｕ1B 下流へＵの割合で流下するバイオマス
各セルに単位時間のNPPが与えられる
B1
最上流セル
β B
Ｕ4B
B4
B2
B5
Ｕ5B
Ｕ3B
B3
最下流セル（海）
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は増加するといわれている．生産性指標は，このような生態系の性質にならい，計算で得られた
連続的なバイオマスの値を離散的な値として表現することで，保全の優先度や環境流量基準の閾
値設定を明快かつ容易にするのが目的である． 
競争や個体密度などの環境的な制約がない場合，ある生物が何匹生存できるかは，餌資源の量
によって決まる．餌となる植物バイオマスが多ければ，より多くの水生昆虫や藻植性魚類などが
生存できる．ただしバイオマスの増加により植物を餌とする生物が無限に増え続けるのではなく，
これを捕食する肉食生物が増加する．さらに肉食動物が一定数より多くなれば，それを捕食する
高次の肉食動物が出現する．このような具合で，バイオマスを裾野とする生態系構造は，横に広
がるのではなくピラミッド状に高度化する特徴がある（ベゴン，2003）．生産性指標は，この状
況を模式的に表現するものである．図 5-9 に，指標の考え方を示す．本モデルは生態系ピラミッ
ドの仕組みを用いた簡易的な指標であって，食物網の厳密な再現を目指したものではない． 
本研究では，代表魚にサケを用いる．これは北半球の多くの河川において，環境流量を設定す
る際に商業用サケ科魚類の生息環境が重視されていることや，サケ科魚類に関する代謝機構や生
態に関する研究が比較的多く，根拠の取得が容易であるためである．サケは肉食動物であり，厳
密には植物バイオマスを摂取しないが，本モデルでは単純に，サケ 1 匹が必要とするエネルギー
をカロリーベースに換算して考え，餌資源の種類については考慮しない． 
 
 
 
図 5-9 一次生産力から河川生態系の構造を評価する概念図 
表 5-5 PI のパラメータ 
生産性指標(PI) 1 2 3 4 5 
対象種 
生産者 
(植物) 
一次消費者 二次消費者 三次消費者 四次消費者 
対象種の基礎代謝
(kcal/g/day) 
- φ2 φ3 φ4 φ5 
対象種のエネルギー
(kcal/g) 
e1 e2 e3 e4 e5 
エネルギー摂取効率 (%) - δ2 δ3 δ4 δ5 
対象種の重量 
(g/individual) 
- w2 w3 w4 w5 
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表 5-6 PI の算出過程 
生産性指標(PI) 2 3 4 
対象種 一次消費者 二次消費者 三次消費者 
1 個体が生きるのに必要な
エネルギー(kcal/個体/年) 
365𝜑2𝑤2
𝛿2
 
365𝜑3𝑤3
𝛿3
 
365𝜑4𝑤4
𝛿4
 
上位消費者に利用される 
1 個体のエネルギー 
(kcal/個体) 
𝑒2𝑤2 𝑒3𝑤3 𝑒4𝑤4 
上位消費者 1 個体の生存に
必要な個体数 
(個体) 
-1) 
365𝜑3𝑤3
𝛿3
×
1
𝑒2𝑤2
 
365𝜑4𝑤4
𝛿4
×
1
𝑒3𝑤3
 
1 個体の生存に必要な 
植物バイオマス量 
(g/個体) 
𝐼𝐼 =
365𝜑2𝑤2
𝛿2
×
1
𝑒1
 
𝐼𝐼𝐼 = (
365𝜑2𝑤2
𝛿2
×
1
𝑒1
) 
  × (
365𝜑3𝑤3
𝛿3
×
1
𝑒2𝑤2
) 
𝐼𝑉
= (
365𝜑2𝑤2
𝛿2
×
1
𝑒1
)
× (
365𝜑3𝑤3
𝛿3
×
1
𝑒2𝑤2
)
× (
365𝜑4𝑤4
𝛿4
×
1
𝑒3𝑤3
) 
PI  𝐼𝐼 ≤ B2) , PI=2 𝐼𝐼𝐼 ≤ B , PI=3  𝐼𝑉 ≤ B , PI=4 
1) 植物の種・種構成に関わらず，一律植生面積として考慮する (m2). 2) B: バイオマス (g/m2) 
表 5-7 PI の計算に際しての入力値 
PI 1 2 3 4 5 
対象種 
生産者 
(植物) 
一次消費者 二次消費者 三次消費者 四次消費者 
φ(kcal/g/d)1) - 0.051 2.000 2.000 2.000 
e (kcal/g) 4.22) 5.03) 3.04) 3.0 3.05) 
δ(%)6) - 0.1 0.1 0.1 0.1 
w 
(g/individual) 
- 0.01 1.00 50.00 500.00 
※1) Basic metabolic rate [W (kcal/day)] was calculated using the following formula (Peters, 1986), which is 
generally applicable to poikilotherms: W = 20.7×0.14× (body weight [kg]) ^0.751, 2) Average energy of 57 
plant species (Golley, 1961). 3) Average energy of insects in general [三橋 , 2012]. 4) [MEXT, 2019], 5) As no 
data for Opsariichthys uncirostris was available, the value for a Cyprinus carpio of similar body size and 
belong to the same family was used [MEXT, 2019]. 6) (Odum & Barrett, 2004). 
 
 
脆弱性指標（VI） 
下流涵養度（CDE） 
下流涵養度（Contribution to Downstream Ecosystems）は，ある場所が植物バイオマスの供
給源として下流の河川生態系へどれほど寄与しているのかを評価する指標である．バイオマスの
蓄積過程（フロー）に着目することで，対象地点の生態系の重要度を評価するのがねらいである．
CDE は，ある地点の NPP に対する下流へ流下する B の比により評価する．ただし B はその場の
NPP によって大きさが異なるため，NPP の異なる地域で相対化するために，平衡状態に達した
時点での比 B/NPP を下流涵養度として計算する．この値が大きいほど，下流への生態系への寄
与率が高い地点であり，この場所の河川生態系を健全に維持し物質循環の機能を保全することが，
下流域にとっても重要になると考えられる．従って，下流涵養度が高い場所は，環境流量を優先
して流すべき地域であるといえる． 
 
 92 
 
生態系回復時間（ERT） 
生態系回復時間(Ecological Recovery Time: ERT)は，生態系の脆弱性を時間的な観点から評価
する指標である．一見豊かな生態系が維持されている（バイオマス量が多い）場所でも，破壊さ
れた場合回復に長い時間を要するような場所は生態系の脆弱性が高い地域といえ，優先的に保全
する必要がある．河川バイオマスモデルにおいて，B が 0 の状態，すなわち河川環境が完全に破
壊された状態を仮定し，B の蓄積時間を計算する．標準状態（月単位での計算の場合は B の破壊
のなかった場合の月末の値，年単位では年末の値）に達した時点で計算終了とし，初期状態から
標準状態になるまでのタイムステップ数を以て生態系回復時間とする．タイムステップ数が多い
ほど回復時間が長く，脆弱性の高い地域である．評価には主に二つの視点がある．一つは，上流
部に大きなダムが建設されるなど，流域全体に改変が起こることを想定する場合である．もう一
つは，中・下流域に取水堰が建設されるなど，部分的な改変が起こる場合である．前者の場合，
流域全体の初期状態で B=0 となることを仮定する．こうすることで，流域全体の環境が破壊され
た時点からの各地点の回復時間を調べることができる．後者の場合は，対象地点のみを初期状態
で B=0 とし，それ以外の場所では通常通り計算する．対象地点が破壊されても，上流・支流，及
び陸上の生態系に変化はないため，外部から B が流入し続けることになる． 
生態系回復時間は年数として表現される．ただし，この値は地域の傾向や大小関係を比較する
ための相対値であり，モデルでは表現されない様々な要因の影響する実際の生態系回復過程を再
現することが目的ではない． 
 
使用データおよびパラメータの設定 
流量は全球水資源モデル H08 (Hanasaki, et al., 2008)より 2001〜2010 年日別値を算出し，各
月の 10 年間の平均流量を河川バイオマスモデルへの入力値とした．上記の時期のデータを使用し
たのは，流量計算に用いる気温や降水量，太陽放射等について同一条件下でのデータセットが直
近で揃っているためである．H08 のサブモデルの内，本研究では陸面過程サブモデルと河川サブ
モデルを用いる（図 5-10）．陸面過程サブモデルは地表面の熱収支・水収支をセル毎に解くモデ
ルである．Bucket モデルを基にしており，土壌について，水収支的には１層タンクモデルを，熱
収支的には１層と地表面を想定する．河川サブモデルは河道網に沿って格子をまたいで流出量を
流下させ，河川流量を求めるモデルである．河道は，セル内の河道網や水路網から代表的な流路
方向を抽出し，図 5-10 に示すように 8 つの流下方向のいずれか一つを持つ一本の直線で表現さ
れる．この河道は断面形状を持たない仮想的なものである．この河道には河道内貯留量 (RivSto)
という一つの状態量がある．この河道に上流の河道からの流入量 (RivInf)，および，自らのセル
の総流出量 (Qtot x A)が流入する．計算セルからその下流のセルまでの距離を，ある一定の流速
で水が流下することを仮定し，河川流量 (RivOut)の計算が行われる [花崎, 2013]．流量計算に用
いたデータを表 5-8 に示す． 
モデル格子サイズは 0.5 度である．一辺の長さは緯度によって異なるが，日本付近で 50km 程度であ
り，利根川の流域が3～４格子で再現できる空間解像度である．全球を網羅した河川 NPP に関する情報
がないことから，NPP は NASA Earth Observatory による全球における 2001～2010 年の日観測
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値を使用する2．河川 NPP は栄養塩濃度や濁度等の水域特有の条件に影響を受けるが，陸上と同
様に気温（水温）と太陽放射が支配要因となり，陸上 NPP と強い相関があるとされ，水域に陸域
NPP を適用しても過小評価とはならないと考えられる (Livingstone, et al., 1982)．全球の淡水魚
類の多様性を評価した (Oberdorff, et al., 1995; Guégan, et al., 1998)など，陸上 NPP を水域で
代用する事例が複数あるため，本研究でも陸上 NPP を使用した． 
現実のバイオマス蓄積過程は，気候や河道の物理条件により影響を受けるものと考えられるが，
以下に示す理由によりパラメータを全球一律に設定した．まず，植物バイオマスの流下割合𝑓は，
剥離率と流速に加え河床形状や横断構造物の有無に影響を受けるので，空間解像度が数 m～数百
m 程度の評価では無視できない．一方，本研究の空間解像度では横断構造物や瀬淵レベルの河川
地形は反映されないため𝑓に差を設けることは難しい．従って𝑓 =1.0 とした． 
分解・溶脱割合𝑑について，種構成や水温等に影響を受けるものの，全球レベルで精度よく差を
設けることが難しいことから，抽水植物の代謝の研究例を参考に𝑑 =0.1 に設定する [佐々木, 
2011]． 
陸上由来バイオマスの割合については，上流では河畔林からの外部由来が卓越し（𝛽≒1.0），中
下流域では河川内一次生産が卓越する（𝛽≒0.0）傾向が知られている (Odum & Barrett, 2004)．
本研究では，その中間値として𝛽 =0.5 を適用する． 
上位消費者による被食については，5.2.4 に述べたように NPP の 1/3 程度となる場合が報告
されているが [皆川 & 萱場, 2009(b)]，季節によっても大きく異なり，同一地点においても流量
に応じて変化することが知られている [皆川 & 萱場, 2009(a)]．今回，被食率については全球を
網羅できる情報が得られなかった．また，今回の検討では各々の地点における植物バイオマスの
値を精度よく再現することよりも，全球を同条件下に置いて相対的な違いを評価することが優先
であるため，被食率は考慮しないものとした（𝑝 =0.0）． 
V は月平均流量 Q を用いて三角形断面を仮定してマニング式で算出した．標高からグリッド毎
に河床勾配を求め，粗度係数を一律 n=0.03 として算出した． 
初期条件として B を 0〜1000 の間で計算したが，結果は初期値に依存しないことを確認した．
計算時間 t は日単位とする． 
算定結果に影響する河道面積は，流量より決まる川幅に，グリッド延長Δx と蛇行係数αを乗
じたものである．本論文ではα=3 として得られた値を示す．αの値により河道面積が変わること
から，αについて感度分析を行った．その結果，B=1.10×108t（α=2），1.74×109t（α=4）が
得られた．なお蛇行度を実際の河川の衛星写真で測定してみると，メコン川下流の蛇行の少ない
区間でα=1.6，アラスカのコユカック川などの非常に蛇行の大きい原始河川においてα=4となっ
ている． 
 
                                                 
 
2 モデル ver1 で使用した筑後モデルを用いない理由は，同モデルの算定式が年平均値で得られた NPP の実測
値に基づき経験的に導き出されたものであり，月単位での計算を想定しておらず，誤差が大きくなるためである． 
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図 5-10 H08 を用いた流量計算と河道網モデルの概念 [花崎 & 山本, 2013] 
 
表 5-8 使用データ一覧 
種類 期間 データ名 発行元 リンク（URL） 
気温 2001-2010 
WATCH Forcing Data 
methodology applied to 
ERA-Interim reanalysis data 
(WFDEI) 
EU WATCH  
(Water and Global 
Change) 
http://www.eu-watch.org/wat
ermip/data-format 
降水量 2001-2010 
WATCH Forcing Data 
methodology applied to 
ERA-Interim reanalysis data 
(WFDEI) 
EU WATCH  
(Water and Global 
Change) 
http://www.eu-watch.org/wat
ermip/data-format 
放射量 2001-2010 
WATCH Forcing Data 
methodology applied to 
ERA-Interim reanalysis data 
(WFDEI) 
EU WATCH  
(Water and Global 
Change) 
http://www.eu-watch.org/wat
ermip/data-format 
河道網  
The 30' global drainage map 
(DDM30) 
Goethe-Universität  
Frankfurt am Main 
https://www.uni-frankfurt.de/ 
45217896/3_drainage_directi
on_map 
標高  
WATCH Forcing Data 
methodology applied to 
ERA-Interim reanalysis data 
(WFDEI) 
EU WATCH  
(Water and Global 
Change) 
http://www.eu-watch.org/wat
ermip/ 
data-format 
NPP 2001-2010 Net Primary Productivity 
NASA Earth 
Observatory 
https://neo.sci.gsfc.nasa.gov/v
iew. 
php?datasetId=MOD17A2_M
_PSN 
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各サブモデルの計算結果と検証 
河川バイオマス計算結果 
河川バイオマスモデルを用いて全球の月毎のバイオマス量を計算した． 
全球年合計の河川植物バイオマス量の計算結果は 1.00×109t となった．過去の研究では B = 
0.40×108t～1.45×109t [吉良, 1976]と見積もられており，モデル計算結果はこの範囲に収まって
いる．入力に用いた月別実測 NPPを図 5-11に，月別バイオマス計算結果を図 5-15 に示す．NPP1
とバイオマスの図を比較すると，多くの地域で河川バイオマスの季節的増減が，NPP の季節変動
と連動していることがわかる.しかし，図 5-15 では，大河川の河道に沿って上流・支流からバイ
オマスが下流へ受け渡される様子が再現されている．特に，その場の NPP が極めて少ない砂漠地
域の河川では，陸上 NPP のみを見た場合に比べ，計算結果では比較的大きなバイオマス蓄積量が
得られている． 
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図 5-11 計算に使用した実測 NPP（10 年間の平均）（g/m2）（月平均値） 
Jan Feb
Ma Apr
Nov
Oct
Sep
AuJul. 
JunMa
Dec
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図 5-12 月別バイオマス計算結果（g/m2）(月平均値) 
Jan Feb
Ma Apr
Nov
Oct
Sep
AuJul. 
JunMa
Dec
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エジプトのナイル川を例に，バイオマス計算結果について考察する．まず，当該流域の流量
の特徴について説明する．図 5-13 に，ナイル川縦断方向における 1 月，8 月，11 月の流量を
示した．ナイル川の出水期は秋口から冬にかけて続き，上流の洪水が徐々に下流へ伝播し，11
月頃に下流の流量が最大になる．夏場は逆に，上流の流量が下流よりも大きくなるという，一
般の河川にはない特徴を持つ．これは，流域の中下流がサハラ砂漠に囲まれており，強い蒸発
散の影響を受けるためである． 
図 5-14 に，ナイル川縦断方向の１月から 12 月までの陸上実測 NPP とバイオマス計算結果
を示す．ナイル川流域は下流（南）に行くにつれ乾燥する．マラカルより上流はサバナ気候，
白ナイル合流点まではステップ気候，それより下流は砂漠気候となる．陸上 NPP は上流から
下流に行くにつれ減少する．白ナイルの合流するスーダンのハルツーム付近では，広大な氾濫
原に農地が広がり，比較的河畔植生が豊かである．サハラ砂漠に入ると NPP はほぼゼロにな
る．ただし，ルクソールやソハグなど氾濫原沿いに不連続に農業地帯があり，断続的に高い
NPP が現れるのはそのためである（図 5-14）．河口デルタに近づくにつれ NPP が増加するの
は，灌漑農地面積の広がりに伴うものである．以上が縦断方向にみた NPP の傾向である．一
方で，NPP は季節変動する．ナイル川では，上流と下流で NPP の季節変動が逆転する特徴が
ある．上流では気温が高く降水量がピークになる 8 月に NPP が最大となり，冬場に NPP が
最小となる．一方，アスワンより下流では降水は主に 11 月から 2 月の冬季に発生する．夏場
は農閑期であり，作付けは 10 月頃から始まる．下流域では主要な作物である麦類やエジプト
牧草（ベルシーム）の収穫は 3 月頃から始まる（ [JICA, 1996]）．NPP の季節的な増減はこ
うした営農サイクルを反映しているようである．  
次に，同図下のバイオマス計算結果に注目する．NPP の小さい 1 月から 4 月までは流域全
体のバイオマス量も少ないが，上流で NPP が上昇し始める 5 月以降，バイオマスも増加する
とともに，下流にもバイオマスが蓄積し始める．上流や白ナイルやアトバラ川などの支流から
もバイオマスが流下することで，陸上 NPP が殆どない中流域でもバイオマスが存在している
のがわかる．夏から秋にかけて，中流アスワンより下流のバイオマス量は 1.0t/ha と，温帯湿
潤地域に位置するミシシッピ川やパラナ川の中下流域と同等の値まで高くなる．さらに洪水期
の終盤である 10月頃にはバイオマスは下流まで到達し，最大 1.4t/ha程度の場所も出てくる．
ナイル川の洪水氾濫により肥沃な土壌が維持され，冬季の農業が盛んである当地の状況を鑑み
ると，バイオマスの流下の様子やその時期を再現できているといえる． 
従来の水文統計法では，同程度の流量であれば寒冷地域のように生物数・生物多様性共に比
較的低い河川と，赤道付近の生物量や生物多様性が高い場所を区別することができなかったが，
このモデルでは一次生産力を加味することで河川生態系の質的な違いを表現できる．また，流
下方向に連続した計算ができるため，ナイル川のように，下流域が生産力の低い砂漠地帯であ
るにも関わらず，上流からの肥沃な流れの供給によって一定の生産力を得ているような場所も
捉えられるのが特徴である． 
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図 5-13 ナイル川（アスワン地点）における平均流量（H08による計算結果） 
 
図 5-14 ナイル川における NPPおよびバイオマス計算結果 
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※ 1) [阿部, et al., 2008]，2) (Humborg, 1997)，3) (Mortazavil, et al., 2000)，4) (Moulton, et al., 2015) 5)， 
(Valesco, et al., 2003) 6) (Costa, 2005)，7) [相崎, 1980]，8) [八木, 1983]， 9) [安田 , et al., 1989] 10) (Webster 
& Meyer, 1997)，11) (Pennak & Lavelle, 1979) 
図 5-15 バイオマス観測値と計算値の比較 
 
表 5-9 パラメータ感度分析 
𝑑 𝑝 𝛽 𝑓 バイオマス計算値（g/m2) 
0.1 0.0 0.5 1.0 1.00×109t 
0.5 0.0 0.5 1.0 4.80×108t 
1.0 0.0 0.5 1.0 2.81×108t 
0.1 0.5 0.5 1.0 4.20×108t 
0.1 1.0 0.5 1.0 発散 
0.1 0.0 0.0(0.01)※１ 1.0 0.27×108t 
0.1 0.0 1.0 1.0 1.66×109t 
0.1 0.0 0.5 0.5 1.50×109t 
0.1 0.0 0.5 0.0 1.89×109t 
※1 0.0 と置くと，計算が収束しなくなったため，最小値を 0.01 とした． 
 
河川バイオマスの検証 
計算バイオマス量と世界各地の実測バイオマス量を比較し検証を行った．河川植物バイオマス
は，同地点でも流況や季節，測定方法により値の変動が大きく，図 5-15 の観測値の幅からも判
るようにその差が 102 倍となることもある．その理由は，水生植物は出水により容易に流失する
点，世代交代が数週間程度と速く，僅かな環境変化で現存量が大きく変化する点にある．攪乱が
ない場合でも連続する年のバイオマスは 2 倍程度の違いが生じることがある (Mulholland, 1981)． 
図 5-15 に，世界 22 地点の河川植物バイオマス観測値と計算値を示す．計測場所について，島，
河口，下流，中流，上流に分類した．計算値の 7 割が 102の変動幅に収まり，観測幅のあるもの
については概ね地域的な差が表現できているといえる．観測場所で見た場合，河口～中流にかけ
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て精度の差は見られず，特に中流では精度よく評価できている．一方，島嶼部（奄美大島）では
大きく過小評価となり，山地河川（上流）では全て過大評価となった．島嶼部のように島全体が
１グリッドに収まる場所では，河道のバイオマスの流入・流出過程が再現できず，陸上実測 NPP
が支配的になっている．このため，流域が一グリッドに収まる小河川での精度は低くなると考え
られる．一方，上流部で計算バイオマスが過大となった理由としては，対象地域において陸上か
らのバイオマス流入割合βが過大であった点が考えられる．対象河川の位置するコロラド川流域
上流部は，グランドキャニオンの景観に代表されるような河畔植生の殆どない乾燥地域である 
(Pennak & Lavelle, 1979)．従って，β=0.5 という条件が過大になっていた可能性がある．陸上
バイオマスの流入が殆どないと仮定し，β=0.1 と置いて計算した結果，当該地点のバイオマスは
全て観測結果内に収まることが確認できた． 
以上より，モデルは概ね実測値のオーダーで地域特性を反映できているが，島嶼部など一グリ
ッドに流域全体が収まる河川では精度が低くなる．また，特に乾燥地河川など，陸上からのバイ
オマス流入が期待できない地域では過大評価となっていることがわかったため，現在一律で設定
しているパラメータを場所に応じて変更する必要があると考えられる． 
各パラメータの影響を確認するため，感度分析を行った（表 5-9）． 
𝑑，𝑝，𝑓，𝛽（0〜1）の 4 つの係数を最大値から最小値まで変化させてバイオマス計算結果を確
認した．𝑑，𝑝，𝑓については影響度に差はなく，Ｂは 2.80×108（𝑑=1）から 1.90×109（𝑓=0）と，
過去の研究の値のオーダー内に収まる．最も敏感なのは𝛽で，0 から増加させるとＢは 0.27×108t
から 1.66×109をとる．従って，特に，𝛽については上下流や植生の違いを考慮して区別するなど
注意深い設定が必要である． 
 
生産性指標（PI） 
生産性指標の計算結果を図 5-16 に示す．指標 0～1 は主に砂漠，指標 2 は砂漠の隣縁部，指標
3 は高緯度地域の大河川を除く地域や西オーストラリア砂漠地帯に該当する．指標 4 は温帯から
熱帯にかけての広い範囲に分布する．指標 5 は大河川沿いに見られる．指標 1 は植物のみの単調
な生態系を指し，指標 2 になると植物と草食動物，指標 3 以上になると捕食者の存在する，より
多様性の高い生態系に対応する．PI は一次生産の大小から扶養可能な消費者の生物量を求め，そ
の階層を指標化したものであり，実際の生態系ピラミッドを表すものではない3.しかし，自然の生
態系において，栄養段階が２未満となることはなく，少なくとも一次生産者，一次消費者，上位
消費者の三段階が様々な構成員をもつのが普通である (Woodward, 2009)ことや，生態系ピラミ
ッドの階層は最高でも 4～5 段であること，生産力との相関性があること (Odum & Barrett, 
2004)を踏まえ，妥当な指標が得られたといえる． 
次に，河川縦断方向のバイオマス輸送が，その場の一次生産基盤にどの程度寄与しているかを
調べた．まず，バイオマスの流下率𝑓をゼロとし，バイオマスが上流から供給されないものとし，
その場の NPP と陸上からのバイオマス供給のみで蓄積するバイオマスから PI 計算した．これを
バイオマス流下のある計算結果と比較すると，上流からのバイオマス供給がある場合に指標が上 
                                                 
 
3 また，栄養段階の階層は，種としての分類ではなく，機能の分類として捉えるべきである [オダム, 1974] 
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図 5-16 生産性階指標（PI） 
 
 
図 5-17 下流涵養度 
 
昇した地域は 12％あった．河川別にみるとアマゾン川河口で指標が 1 段階上昇し，エニセイ川，
ユーコン川中流，マーレー川，長江上流で 2 段階，オビ川，ナイル川，ニジェール川中流及びイ
ンダス川下流で 3 段階上昇した．指標の上昇は高緯度地域や乾燥地河川で顕著であり，その地域
の生産力だけでは一定以上の生物の生存が難しい地域において，上流からのバイオマス供給によ
ってより多くの生物の生存が可能となり，生態系構造の多様化がもたらされることが示された． 
 
 1      2          3      4      5 
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下流涵養度（CDE） 
図 5-17 に，下流涵養度の年平均値を示す．下流涵養度がゼロの地域はその場の一次生産量が
極めて少なく，下流へ流下するバイオマスのない地域である．砂漠や極地が該当する．対して下
流涵養度の大きな地域は，大河川の本流に沿って現れる．ナイル川のように上流が肥沃で下流で
乾燥している地域は，白ナイル合流点よりも上流域の下流涵養度が高く，1.0 程度となる一方，下
流では 0.1～0.2 と低くなる．長江や黄河のように上流域が乾燥帯で下流に行くにしたがい温暖湿
潤になる地域では逆に，下流涵養度は下流の方が高くなる．また，アマゾン川のように支流を含
む流域全体が熱帯～サバナ気候に含まれる地域ではどの場所でも一次生産に対する下流へ流下す
るバイオマス量が大きく，下流涵養度は１.0 程度をとる． 
また，エニセイ川，レナ川，ミシシッピ川などでは、合流点において下流涵養度が一気に大き
くなる．支流の合流が下流域の生態系を支える上で重要な役割を担っていることが推察される．
このように，バイオマスの供給源となるような「ホットスポット」は支流の合流点や流域内でも
温暖湿潤な場所に点在する．この様な場所は河川全体に占める面積は小さい場合でも，生態系を
扶養する上で重要な役割を果たしている．従って下流涵養度の高い地点は保全優先度の高い地域
といえ，より多くの環境流量必要量が求められる． 
 
生態系回復時間（ERT） 
生態系回復時間について，全球の ERT を図 5-18 に示す．ERT が 20 以下の地域は淡水域全体
の 10％に相当し，10〜50 の地域が 22％，50〜100 が 53％，100 以上の地域が 14％を占めてい
る．ERT が最も短い地域（<10）は，ロッキー山脈，アルプス，ヒマラヤなど上流からの影響を
受けない山岳地帯の源流域，および，インドネシア，パプアニューギニアの中央部，マダガスカ
ル東部など NPP の高い熱帯の島嶼部が含まれる．こうした地域は、その場で生産されたバイオマ
スがその場で分解される自律性の高い生態系によって特徴付けられる．流路自体が比較的短いこ
ともあり，元々上流からのバイオマス供給が少ないことも理由である．このように，概して下流
涵養度が高い（>0.8）場合，ERT は短くなる傾向がみられる． 
ERT の長い（>100）地域は，ミシシッピ州，アマゾン，パラナ，ナイル，ニジェール，オビ，
エニセイ，マーレー＝ダーリング，ガンジス，長江などの大河川の中流から下流にかけて見られ
る．これは，上流や支流部から長い時間をかけて長距離を流下する外部性のバイオマスに影響を
受けているためである．同様に，ナイル川の中・下流のように，砂漠地帯にありその場での生産
力が極めて小さい場所では，ERT は最大 150 程度になり，肥沃な上流域からのバイオマス供給に
よって元の状態に回復するまでに長い時間がかかる． 
流域の環境破壊からのバイオマスの回復過程を詳しくみるために，メコン流域を例に，3 つの
破壊ケースで生態系回復時間を比較した．下流プノンペン地点のみのバイオマスをゼロと置く地
点破壊（ケース 1），下流から中流までの流域の半分のバイオマスをゼロと置く部分的破壊（ケー
ス 2）および，流域全体の破壊（ケース 3）である．計算結果を図 5-19 に示す．ケース 1 では、
バイオマスの 60％が 1 年以内に回復し，6 年後に標準状態に戻った．プノンペンではその場の一
次生産が高い（NPP=18t/ha/y）ことに加え，このケースでは，影響を受けていない上流地域のバ
イオマスがすぐに対象地点に流入するため回復時間が最も早かった．ケース 2 では回復プロセス
は緩やかになる．バイオマスの 90％が回復するのに 20 年以上，標準状態に戻るのに 30 年を要す
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る．ケース 3 はケース 2 と同様の傾向をたどり，27 年目までは回復率が同じである．ケース 2 と
の違いはごくわずかで，図中では判読できないが，27 年以降はケース 3 の回復率は遅れ，標準状
態までに 50 年を要する結果となった．このことから，対象地点（プノンペン）に寄与するバイオ
マスの大部分が中流域より下流に由来していることが言える．なお，中流域以上の上流から対象
地点に到達するバイオマスは３%であった． 
ERT は NPP，上流の河川延長，および破壊の位置/範囲によって影響を受ける．実際の生態系
では，洪水などの自然撹乱や河道の浚渫による人為的破壊を受けた植生の回復は，湿潤地域では
速く，乾燥地域では遅くなる傾向が知られている (Sloan, et al., 2001). 本モデルの生態系回復時
間は NPP が大きいほど短い傾向にあるが，NPP は年降水量を変数としており，乾燥湿潤に影響
される現実の傾向とは矛盾しない．カリフォルニア北部の中小河川において植生破壊から回復ま
で約 20 年程度である観測結果があり，これは温暖湿潤な同地域において例外的に長いことが報告
されている (Sloan, et al., 2001)． 
このように，生態系回復時間の遅い地域については，河川生態系保全の優先地域として区別す
る必要があるといえる． 
 
 
図 5-18 生態系回復時間 
 
図 5-19 メコン川（プノンペン地点）における生態系回復時間 
プノンペン 
中下流の境界点 
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本モデルに係る用語の定義および解説 
本研究で構築した河川バイオマスモデルで使用する用語の定義を以下に整理する．なお，生態
学や生物学の分野で一般に用いられている定義や，幅広い意味を持つ用語について，本研究にお
いて特別に対象を限定しているものもあり，必ずしも同義でない場合がある． 
 
表 5-10 本モデルに係る用語の定義 
用語 解説 解説箇所 
バイオマス 植物バイオマスを指す．本研究で対象とする植物バイオマス
は，河川生物の餌として利用されうる緑色植物（水生植物お
よび陸上から河川に流入する落葉などの陸上植物体の一部）
の植物体の総体である．特に断りのない場合，魚類や水生昆
虫などの動物性のバイオマスは含まない．本研究では，現存
量に加え，流入，流下などで移動途中の植物体，および落葉
など，生きた植物ではないが餌資源として利用されうる植物
由来の有機物もバイオマスとして表す． 
5.1  
生産者 本研究では，一次生産者，すなわち緑色植物のことを指す． 5.2 
消費者 本研究では，河道内の植物バイオマスを餌とする生物（水生
昆虫，魚類等）や，それら生物を餌とする捕食者（大型魚類
等）を指す． 
5.2 
NPP：Net Primary 
Production 
（一次生産量） 
総一次生産 GPP から呼吸量を差し引いた植物体の成長量．単
位面積当たりの重量（g/m2や t/ha）で表す．特に記載のない
場合は，河川植物による NPP を指す． 
5.2.2 (1) 
NPP：Net Primary 
Productivity 
（一次生産力） 
植物体の成長速度からみた生産性を意味する．単位時間に単
位面積当たりの重量（例えば g/m2/hr や t/ha/year）で表す． 
5.2.2 (1) 
現存量 一次生産の結果，単位時間，単位面積あたりに蓄積する生き
た植物体の総量． 
5.2.2 (1) 
河川植物 植物プランクトン（phytoplankton），付着藻類（benthic 
algae），および水草（macrophyte）を指す．ただし，本モデ
ルによるバイオマスの計算ではこれらを区別せず，総体とし
て扱う． 
5.2.2 (2) 
内部由来 
（autochthonous) 
その場の一次生産によって生じるバイオマス．例えば剥離す
る前の付着藻類や，根で固定された植物体等． 
5.2.3 
外部由来 
（allochthonous） 
流水によって上流から運ばれてくるバイオマスや，陸上から
河川に落下・流入するバイオマス．例えば，剥離して流れて
くる藻類や，落葉等． 
5.2.3 
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本章のまとめ 
本章では，流量変化に応答する河川生態系の生産性と脆弱性を評価するためのモデルである，
河川バイオマスモデルを構築した． 
このモデルは，主に植物の一次生産力と流量を入力条件として用い，河道内の任意地点に単位
時間に存在する植物バイオマス量を算定するモデルである． 
このモデルの特徴は，全球河道網モデル上に構築されているため，上流から下流へ，陸上から
河川へのバイオマスの流れや，その変化を河道に沿って連続的に解くことができる点である．そ
のため，例えば上流にダムが建設されて流量減少した場合に，下流のバイオマスにどのような影
響が生じるかなどを想定したシミュレーションも可能である． 
このモデルを用いて，月ごとの河川バイオマス蓄積量を全球で計算した． 
このモデルでは，ナイル川など砂漠河川のように，その場の一次生産力が極めて小さいにも関
わらず，上流から供給されるバイオマスによって周辺の陸地よりも肥沃である（生産性が高い）
場所やその季節変化を表現することができる．また，ある時点でみた場合に，同程度に生産力の
ある地域でも，メコン川のように環境破壊によって速やかに元の状態に回復する場所と，ガンジ
ス川のように回復に長期間を要する（脆弱性が高い）場所を区別することが可能である．これら
の観点を用いて，生産性指標（PI）と脆弱性指標（VI）を導入し，全球の生産性と脆弱性を指標
化した． 
気候の異なる世界 22 地点の河川植物バイオマス実測値と計算値との比較を行い，バイオマス計
算結果の妥当性を検証した．バイオマスの全球年平均値は，1.00×109 t となり，既往の全球水域
バイオマスの推定値内に収まった．また，計算値は概ね実測値の変動幅に収まることを確認した．
ただし，全域が１グリッド内におさまり，流入流下過程が再現できない島嶼部では精度が低くな
ることが分かった．そのため，１グリッド程度の小流域では注意が必要である．また，陸上から
のバイオマス供給の殆どない乾燥地の上流域などでは全球一律のパラメータでは過大評価となる
ため，個別にパラメータを設定することが必要であることがわかった． 
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6. 環境流量全球評価 
本章の目的 
本章では，5 章で構築したバイオマスモデルを用いて，全球環境流量必要量（Environmental 
Flow Requirement :EFR）を算定するモデルを構築する．バイオマスモデルの計算結果の解釈次
第で，環境流量を設定する方法は複数考えられるが，本研究では，生産性指標（PI）及び脆弱性
指標（VI）によって必要流量に重み付けをする方法によって環境流量を評価する．さらに，この
方法によって全球月別環境流量必要量を提示する．最後に，これらの結果から，人間の水資源利
用可能量との比較，既往の環境流量グローバルモデルとの比較，日本の維持流量との比較を行い，
モデルの特徴と有用性について考察する． 
 
環境流量をより多く必要とする場所はどこか 
環境流量評価モデルを作成する前に，そもそもどのような場所でより多くの環境流量が必要で
あるか，という点を明確にしておかなければならない．良く知られている生態学的原則や仮説に
基づくと，EFR は次の 4 つの原則に則り配分されるべきであると考えられる． 
１． 年平均流量が大きい場所で高い EFR を確保すべき． 
２． 流量の季節変動が大きい場所では高い EFR を確保すべき． 
３． 一次生産力が大きい場所ほど高い EFR を確保すべき． 
４． 生態系が脆弱な場所ほど高い EFR を確保すべき． 
 
まず，原則１：流量の大きな場所により多くの環境流量を与えるという考え方は，種数面積関
係（species-area relation） (MacArthur and Wilson 1967)に基づいている．これは生息場の面積
が大きいほど生息場の多様性が高くるため，種数が多くなるという考えである．河川では Guégan
らが魚類の豊富さを決定する主な要因は平均流量と水面積であることを示しこの関係を裏付けて
いる (Guégan, Lek and Oberdorff 1998)．さらに，生物の栄養段階に着目すると，高次の栄養段
階の生物はより広い生息場が必要である．例えば大型魚類は生活史の営みと採餌行動に広い面積
を必要とし，流量減少による生息場の減少に直接的な影響を受ける (Bunn and Arthington 2002)．
また，大型捕食者は鳥や陸上の捕食者から身を隠すための水深を必要とする (Power, et al. 1995)．
従って，以下のような関係が成り立つ．すなわち，流量の大きい場所は，生息場が大きいため，
生息する生物の種数と多様性が高いと推定できる．したがって，大型の生物が生存している可能
性が高く，元々流量の少ない場所よりも多くの流量を川に残しておく必要がある． 
次に，原則 2：流量の季節変動の大きい地域では，より多くの環境流量を与えるという考え方
は，中規模撹乱仮説 (Connel 1978)に基づく．この仮説によると，撹乱のない場所では，一部の優
先種が生態系の中で卓越し，逆に撹乱の頻度が高い場所では，ストレス耐性の強い一部の種のみ
が卓越するため，中程度の撹乱を受ける場所で種多様性が最も高くなる．ここでいう中程度の撹
乱は，河川生態系においては，雨季や乾季，雪解け出水や前線に伴う増水などの季節性を持つ流
量変化や中規模の出水が該当すると考えられる．従って，以下の関係が成り立つ．種多様性は高
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くなるということは，より高次の生物すなわち大型の生物が生存している可能性が高く[ベゴン，
2003]，元々流量の少ない場所よりも多くの流量を川に残しておく必要がある1． 
次に，原則３：一次生産力の大きな場所により多くの環境流量を与えるという考え方は，種－
エネルギー仮説（Species-energy theory）に基づく (Wright 1983)．この仮説は，種多様性と利
用可能なエネルギーとの間に正の関係があることを唱えるものである．この仮説に従うと，以下
のような関係が成り立つ．一次生産力の大きな場所は，種多様性も高い．種多様性は高くなると
いうことは，より高次の生物すなわち大型の生物が生存している可能性が高く[ベゴン，2003]，
元々流量の少ない場所よりも多くの流量を川に残しておく必要がある． 
最後に，原則４：脆弱性の高い場所により多くの環境流量を与えるという考え方は，一般的な
保全生態学の考え方に基づく．生態系の脆弱性が高いということは，僅かな環境変化に対して大
きな影響を受けることを意味するため，環境悪化の度合いを出来るだけ小さくする必要がある．
従って，自然流量により近い流量を川に残しておく必要があり，環境流量は大きくなる． 
これらの原則に則り，代表的な河川において期待される EFR を表 6-1 に示す．また，代表河
川の位置をケッペンの気候区分上に落としたものを図 6-1 に示す．表では，特徴的な 6 つの地域
における代表的な河川中流域において，流量，流量の季節変動，そして脆弱性（5 章で指標化し
た，生態系回復時間と下流涵養度）を示した．河川ごとに，5 つの項目の相対的な評価を「大」
「中」「小」で示している．EFR はこれらを総合的にみて決定するが，ここでは 5 つを平均して
求めている．従来の環境流量グローバルモデルでは，5 つの項目の内の流量のみで，あるいはやや
複雑なモデルでは流量に加えて流量の季節変動のみによって EFR が決まっている．本研究では
これらに河川生態系の生産力と脆弱性を考慮することで，より精度の高い環境流量評価を目指す
ものである．さらに，流量と季節変動だけでは EFR の判定の分かれる場所で，河川生態系の特徴
を踏まえた評価が可能になることが期待される． 
 
表 6-1 代表的な河川中流域において期待される環境流量（EFR）（大小は相対値） 
 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
地域 
気候の安定し
た熱帯地域 
季節の明確 
な温暖湿潤地域 
雨季・乾季の 
明確な地域 
乾燥地域 
大陸の 
温暖地域 
寒冷地域 
河川の例 アマゾン 利根川 
サン・フランシス
コ（ブラジル） 
ナイル ライン インディギルカ 
流量 大 小 中 中 中 中 
       
一次生産力 大 大 大 小 中 小 
流量の季節変動 小 大 大 大 小 大 
脆
弱
性 
 
生態系 
回復時間 
中 小 大 大 中 小 
下流涵養度 中 小 中 大 中 小 
EFR 中 中 大 大 中 小 
 
                                                 
1 季節変動と環境流量の関係を巡っては，逆の解釈をしている研究者もいる．Smakhtin らは，元々流量変動が
大きい場所の生物は，流量の増減に適応しているため，元々流量変動の小さい地域の生物よりも，人為的な流量
減少に対して強い耐性を持っているとしている．従って，環境流量は流量変動の小さい地域により多く配分すべ
きだとしている (Smakhtin, Revenga and Döll 2004) 
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図 6-1 ケッペン気候区分と表 6-1 で示した代表的な河川の中流位置図 
（図出典：M.C. Peel, B.L. Finlayson, and T.A. McMahon (2007), updated world map of the Köppen-Geiger 
climate classification, Hydrology and Earth System Sciences, 11, 1633-1644.） 
 
環境流量評価モデル 
流量目標設定の考え方 
6.2 で示した，環境流量を配分するための原則に従い，5 章で提案した生産性指標（PI）と脆弱
性指標（VI）を用いて優先度を設定し，環境流量必要量（EFR）を求めるモデルを構築する． 
環境流量必要量（EFR）は以下の考え方により設定する． 
 
環境流量 = 月平均流量（𝑚3/s）× 管理水準× {生産性で決まる閾値（%)  + 脆弱性で決まる割増（%) }  (1) 
 
まず，原則１について，環境流量は月平均流量に対する割合とする．次に原則 2 であるが，こ
こでは流量変動に関する変数は直接現れない．なぜなら，河川バイオマスモデルによってバイオ
マス量を計算する時点で，既に月ごとの流量が与えられており，流量の季節変動を踏まえて生産
性や脆弱性が決められているため，流量変動を二重に考慮することを防ぐためである． 
原則 3 について，生産力と流量との関係を離散的に表現するために，生産性指標 PI を用いる．
PI は，利用可能なエネルギー，つまり植物バイオマス量が多いほどより高い栄養段階を支えられ
るとする生態系ピラミッドの概念を参考として，全球を，1 (uniform), 2 (poor)，3 (simple)，4 
(moderate)，5 (diverse)の 5 段階に離散化した指標である（5 章 5.5.5）．PI が高い場所ほど生物
多様性が高く，大型の生物が生息するという前提に立つ．本研究では流量を生息場の面積と関連
付け，流量減少による生息場の減少に対する耐性（影響の度合い）を PI によって区別する．図 
熱帯 乾燥帯  温帯→       亜寒帯→    寒帯→ 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
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6-2 に流量と PI の関係を模式的に示す．例えば PI=5（diverse）の地域において，流量が自然流
量の Xb%に減少した場合，栄養段階の最上位（魚類等）は生存が難しくなる．従って自然流量の
Xa %が閾値となる．同様に PI=4（moderate）の地域では栄養段階の最上位指標種である小魚（大
型魚よりも流量減少に対する耐性が比較的高いと仮定）にとって，自然流量の Xb%が閾値となる．
以下同様である．最後に，原則 4 に基づき，脆弱性(VI)で決まる割増を閾値に加えて環境流量を
設定する．なお，全球レベルで流量と河川生態系の特質を非線形で表現することは難しいため，
本モデルは線形にて定式化する． 
以上の考え方に基づき，環境流量必要量（EFR）は次式により計算する． 
 𝐸𝐹𝑅𝑖 = 𝑀𝑀𝐷𝑖 × 𝐴 × {𝑥𝑚𝑖 + 𝑥𝑟𝑖 }  (2) 
ここに，𝐸𝐹𝑅𝑖: i 月の環境流量必要量，𝐴: 管理水準（本研究では生態系保全を最優先するものと
し，管理水準𝐴 =1 とする）．𝑥𝑚𝑖，𝑥𝑟𝑖：係数（0～1）ただし，𝑥𝑟𝑖 =(𝑎𝑖 + 𝑏𝑖)/2：脆弱性指数｛𝑎𝑖：
下流涵養度（0~1），𝑏𝑖：回復指数（0~1）｝．  
 
 
図 6-2 生産性指標 PI と流量の閾値の関係 
 
ここで，管理水準とは，社会経済的状況に応じて最終的な EFR を設定する際の水準である．例
えば管理水準を最高の 1 とする場合，EFR は河川生態系の特徴のみで決まるため，生態系保全が
最優先とされる．一方，開発優先地域など水需要との折り合いが厳しい地域では，社会経済的状
況を鑑みて管理水準を引き下げる場合がある． 
表 6-2 に各項の閾値を示す．生態系の生産性や脆弱性について全球を網羅できる閾値の情報が
ないため，ここでは経験的に得られた水文統計法の閾値 (Tennant 1975)を下限値に据え，PI と
VI に応じてこの下限値に必要流量を上乗せすることで，その場の生態系の特徴をより詳細に反映
できるように工夫した．まず，月平均流量の 10%，20%，30%，40%，60%を各段階の下限値とす
る．これに脆弱性による上乗せ分を足して𝐸𝐹𝑅𝑖を決める．生態系の構造が uniform（PI=1）の場
合，𝑀𝑀𝐷𝑖の 10%~20%が𝐸𝐹𝑅𝑖のとりうる値である．同様に，poor（PI=2）の場合 20%～30%を，
simple（PI=3）では 30%～40%を moderate（PI=4）の地域では 40%~60%を，diverse（PI=5）
の地域は 60～100%を与える．𝐸𝐹𝑅𝑖は，𝑥𝑚𝑖と𝑥𝑟𝑖 =(𝑎𝑖 + 𝑏𝑖)/2 の和で表される．例えば，𝐸𝐹𝑅𝑖が
40%～60%の幅をとる場合，脆弱性指数が高い場所では 60%，低い場所では 40%となる． 
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使用データ 
流量の計算は H08 (Hanasaki, et al. 2008)による（H08 の説明は，5 章 5.5 使用データに記
載）．その他，使用データを表 6-3 に示す． 
表 6-2 環境流量の重み付け 
  uniform 
PI=1 
poor 
PI =2 
simple 
PI =3 
moderate 
PI =4 
diverse 
PI =5 
①生産性から決まる閾値 𝑥𝑚𝑖 10 20 30 40 60 
②脆弱性による上乗せ分 𝑥𝑟𝑖 0～10 0～10 0～10 0～20 0～40 
① + ② 𝐸𝐹𝑅𝑖 10～20 20～30 30～40 40～60 60～100 
 
表 6-3 使用データ一覧 
種類 期間 データ名 発行元 リンク（URL） 
気温 2001-2010 WATCH Forcing Data 
methodology applied to ERA-
Interim reanalysis data(WFDEI) 
EU WATCH  
(Water and Global 
Change) 
http://www.eu-
watch.org/watermip/data-format 
降水量 2001-2010 WATCH Forcing Data 
methodology applied to ERA-
Interim reanalysis data(WFDEI) 
EU WATCH  
(Water and Global 
Change) 
http://www.eu-
watch.org/watermip/data-format 
放射量 2001-2010 WATCH Forcing Data 
methodology applied to ERA-
Interim reanalysis data(WFDEI) 
EU WATCH  
(Water and Global 
Change) 
http://www.eu-
watch.org/watermip/data-format 
河道網  The 30' global drainage 
map(DDM30) 
Goethe-Universität  
Frankfurt am Main 
https://www.uni-frankfurt.de/ 
45217896/3_drainage_direction_map 
標高  WATCH Forcing Data 
methodology applied to ERA-
Interim reanalysis data(WFDEI) 
EU WATCH  
(Water and Global 
Change) 
http://www.eu-watch.org/watermip/ 
data-format 
NPP 2001-2010 Net Primary Productivity NASA Earth 
Observatory 
https://neo.sci.gsfc.nasa.gov/view. 
php?datasetId=MOD17A2_M_PSN 
 
計算結果 
全球環境流量必要量 
図 6-3 に EFR の年平均値を示す．ここでは地域やモデルごとの計算結果を比較するため EFR
は年平均流量 MAD に対する割合（MAD の x%）を用いて議論する． 
図 6-3 より，全球における環境流量年平均値 EFRAVE は 45%である．先の表 6-1 で想定した，
主な河川における環境流量必要量に対する計算結果を表 6-4 に示した．計算の結果，アマゾン川
を除く 5 つの河川では，EFR の相対的な大小は当初の想定どおりの結果が得られた．ところが，
アマゾン川については，ナイル川よりも 10%程度高い EFR をとっており，砂漠地帯で脆弱性の
高いナイル川のような場所よりも流量の安定しているアマゾン川で EFR が小さくなるという予
想とは反する結果となった． 
しかし，月平均値で見ると，年平均では現れない重要な傾向が見えてくる． 
図 6-4 に月別の EFR を，図 6-8 に EFR の年平均と最大月を示す．また表 6-5 には主要河川
の月別 EFR を示す．図 6-4 に示すように，EFR は月ごとに大きな差があることがわかる．最大
月の環境流量 EFRMAX の平均は 149%であり，季節によっては年平均値の 3 倍以上の環境流量が
必要である． EFRMAXが最も高い地域は（図 6-8），アフリカのサバナやインド亜大陸，豪州北部
にあり，MAD の 300%を超える．ケッペン気候区分ではサバナ気候（Aw）やステップ気候（Bs）
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に該当する地域と概ね一致し，雨季・乾季の明確な地域である．EFRMaxに着目すると，年間を通
して流量が豊富で高い NPP を持つ熱帯雨林気候（Af）よりも，雨季乾季の明確な地域で高くなる
特徴が現れた．EFRMAX が 200%程度の地域は低緯度地域の大河川主流，100%以上の地域は大河
川を除いた熱帯～弱い雨季乾季のある低緯度地域と，温帯の大河川主流路に分布する．逆に
EFRMAX が年平均流量を下回る地域は中程度の NPP を持ち流量の季節変動が緩やかな温帯地域
に見られる．EFRMAX が 50%以下の地域は砂漠隣縁部やツンドラ気候（ET）等の NPP の極めて
低い地域に限られる． 
 
 
 
図 6-3 環境流量必要量（年平均値：年平均流量に対する割合） 
 
表 6-4 代表的な河川における環境流量（EFR）（大小は中流における平均値） 
地域 
気候の安定し
た熱帯地域 
季節の明確 
な温暖湿潤地域 
雨季・乾季の 
明確な地域 
乾燥地域 
大陸の 
温暖地域 
寒冷地域 
河川の例 アマゾン 利根川 
サン・フランシス
コ（ブラジル） 
ナイル ライン インディギルカ 
当初の想定 中 中 大 大 中 小 
       
計算結果（EFR) 0.97 0.46 1.04 0.85 0.59 0.35 
判定 大 中 大 大 中 小 
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表 6-5 主な河川中流域の環境流量必要量 
（上段は流量（m3/s）下段（）は年平均流量 MADに対する比，網掛けは EFRの最大月） 
1,820 837 1,074 1,420 1,929 1,984 965 637 746 910 637 910 801 1,071
(0.46) (0.59) (0.78) (1.06) (1.09) (0.53) (0.35) (0.41) (0.50) (0.35) (0.50) (0.44) (0.59)
4,480 4,480 5,250 8,540 8,120 4,760 3,570 3,080 3,570 4,900 3,710 4,690 4,900
(0.64) (0.64) (0.75) (1.22) (1.16) (0.68) (0.51) (0.44) (0.51) (0.70) (0.53) (0.67) (0.70)
141,040 197,800 232,200 242,520 247,680 245,960 206,400 159,960 118,680 79,120 60,200 80,840 166,840
(0.82) (1.15) (1.35) (1.41) (1.44) (1.43) (1.20) (0.93) (0.69) (0.46) (0.35) (0.47) (0.97)
350 77 88 140 291 476 634 319 42 53 81 102 77 198
(0.22) (0.25) (0.40) (0.83) (1.36) (1.81) (0.91) (0.12) (0.15) (0.23) (0.29) (0.22) (0.56)
8,230 2,058 1,564 1,152 2,716 10,781 15,143 6,255 3,292 3,374 2,716 2,963 2,387 4,533 3.5
(0.25) (0.19) (0.14) (0.33) (1.31) (1.84) (0.76) (0.40) (0.41) (0.33) (0.36) (0.29) (0.55)
1,800 270 180 180 180 432 1512 936 738 882 1056.6 666 504 628.05
(0.15) (0.10) (0.10) (0.10) (0.24) (0.84) (0.52) (0.41) (0.49) (0.59) (0.37) (0.28) (0.35)
440 44 44 48 44 88 211 497 528 546 444 167 128 232
(0.10) (0.10) (0.11) (0.10) (0.20) (0.48) (1.13) (1.20) (1.24) (1.01) (0.38) (0.29) (0.53)
770 285 154 85 77 77 77 246 616 1,140 1,309 916 708 474
(0.37) (0.20) (0.11) (0.10) (0.10) (0.10) (0.32) (0.80) (1.48) (1.70) (1.19) (0.92) (0.62)
300 90 75 102 105 66 87 183 135 195 321 171 132 139
(0.30) (0.25) (0.34) (0.35) (0.22) (0.29) (0.61) (0.45) (0.65) (1.07) (0.57) (0.44) (0.46)
16,740 10,714 5,524 3,683 3,181 2,176 1,674 2,009 8,872 22,097 35,824 42,520 33,145 14,285
(0.64) (0.33) (0.22) (0.19) (0.13) (0.10) (0.12) (0.53) (1.32) (2.14) (2.54) (1.98) (0.85)
250 240 235 95 50 50 205 105 130 185 360 290 185
(0.50) (0.48) (0.47) (0.19) (0.10) (0.10) (0.41) (0.21) (0.26) (0.37) (0.72) (0.58) (0.37)
4,950 14,207 14,751 10,544 8,118 3,713 495 495 495 495 495 1,287 6,831 5,160
(2.87) (2.98) (2.13) (1.64) (0.75) (0.10) (0.10) (0.10) (0.10) (0.10) (0.26) (1.38) (1.04)
(0.45) (0.49) (0.48) (0.52) (0.55) (0.48) (0.44) (0.52) (0.48) (0.37) (0.33) (0.45) (0.45) 1.2
7月 8月 9月 10月 11月 12月 平均 最大/平均 環境流量の型河川 位置
MAD
(m3/s)
1月 2月 3月 4月 5月 6月
利根川
35°45'N
140°15'E
2.2 季節型（秋）
季節型（秋）
信濃川
 37°15'N
138°45'E
500 2.1 季節型（秋）
2.7 季節型（秋）
全球平均
ドナウ川
 44°45'N
20°45'E
7,000 1.7 通年型
アマゾン川
 3°15'S
60°15'W
172,000 1.5 通年型
季節型（夏）
マーレー川
34°15'S
147°50'E
2.4
ナイル川
24°45'N
32°45'E
2.9 季節型（秋）
サン・フラン
シスコ川
11°15'S
43°15'W
2.9 季節型（冬）
ミズーリ川
インディギルカ
66°50'N
107°15'W
3.0 季節型（夏）
ライン川
50°15'N
7°45'E
1.9 通年型
黄河
40°15'N
110°45'E
オビ川
61°15'N
74°15'E
47°45'N
107°15'W
3.2 季節型（夏）
 117 
1 月 
 
2 月 
 
3 月 
 
 
図 6-4 月別環境流量必要量（1 月～3 月：年平均流量に対する割合） 
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4 月 
 
5 月 
 
6 月 
 
 
 
図 6-5 月別環境流量必要量（4 月～6 月：年平均流量に対する割合） 
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7 月 
 
8 月 
 
9 月 
 
 
図 6-6 月別環境流量必要量（7 月~9 月：年平均流量に対する割合） 
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10 月 
 
11 月 
 
12 月 
 
 
図 6-7 月別環境流量必要量（10 月～12 月：年平均流量に対する割合） 
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地域別に見た最大月環境流量必要量 
EFRAVEに対する EFRMAXの比と EFRMAXの発生月に基づき全球を 5 つの型に分類した（表 6-
5）．これらの型の分布を図 6-9 に示す．また，既出の表 6-4 の右端には，代表河川の属する型を
示しているのでそちらも参照されたい． 
まず，EFRMAX が EFRAVE の 2 倍未満の地域を通年型とする．環境流量必要量の月変動が比較
的小さく，年間を通して EFRAVE 程度を確保していれば河川生態系の維持に必要な流量が満足で
きると考えられる地域である．通年型にはライン川や，ドナウ川などを含む西ヨーロッパや，ア
マゾン川と赤道アジア島嶼部が含まれる．ケッペンの気候区分では熱帯雨林気候（Af），温暖湿潤
気候（Cfa）及び西岸海洋性気候（Cfb）の地域と概ね一致する地域である． 
EFRMAX が EFRAVE の 2 倍以上の地域を季節型とする．季節型は，環境流量の月変動が無視で
きないほど大きく，最大月の発生する時期に明確な季節性を持つ地域である．こうした場所で河
川生態系の保全を目指すには，通年一定の EFRAVE だけでなく，EFRMAX とその発生時期を考慮
することが必要である．最大月の発生する季節を北半球における春夏秋冬で 4 分類した．季節型
（春）は EFRMAXが 3~5 月の間に現れる場所である．春先の融雪出水が卓越する地域である．長
期間穏やかに流量が増加する融雪出水がもたらす栄養塩輸送は河川や沿岸の生態系を支える重要
な役割を果たしている [田中, ほか 2016]．従って季節型（春）では春先の流量増加を加味する必
要がある．シベリアや北米北部，北海道などの北緯 40 度以上の寒冷地域の他，南半球ではパラナ
川やオレンジ川流域が含まれる．気候区分では湿潤大陸性気候（Da，Db）と南半球のステップ気
候（Bs）が該当する． 
季節型（夏）は EFRMAX が 6~8 月の間に現れる場所である．一つに北緯 60 度以上の寒冷地域
の遅い融雪出水のある地域が該当し，オビ川やインディギルカ川，マッケンジー川などの亜寒帯
から寒帯の大河川が代表である．もう一つは，台風やハリケーン等の熱帯低気圧による出水に特
徴のある地域である．こうした地域では，夏季に一次生産力のピークがある．同時に夏季の出水
は藻類の剥離や転石，河床材料の間隙の細粒土砂の送流を促し，餌資源や生息場の質的の向上に
重要な役割を果たしている．従って，出水を再現するフラッシュ放流などにより夏季の流量増加
を加味する必要がある．日本の九州から東南～東アジア，南半球では豪州南部が該当する．気候
区分では，サバナ気候（Aw），温暖冬季少雨気候（Cw）の地域が良く当てはまる．季節型（秋）
は EFRMAX が 9~11 月の間に現れる場所である．雨季乾季の明確な地域にて，雨季の豪雨により
植生が回復し，急激に一次生産力が増大する時期に相当する．ナイル川，マーレー川，インダス
川，ガンジス川，黄河など砂漠（Bs）やサバナ（Aw）に該当する地域である．また，秋雨前線に
よる増水が特徴的な利根川や信濃川もここに含まれる．季節型（冬）は EFRMAX が 12~2 月の間
に現れる場所である．北半球では冬季に雨の多い地中海沿岸が該当する．この時期，南半球の雨
季に相当し，月流量と NPP のピークが現れる．サン・フランシスコ川も該当し，ブラジル高原や
豪州北部，ザンベジ川流域もこの型に含まれる． 
季節型の地域は，通年一定の環境流量では十分な環境保全効果が得られない地域だといえる．
これらの地域で環境流量の導入する場合には，表 6-5 の分類を参考に，対象地域の生物に必要な
イベントの時期と，基本流量に上乗せすべき流況を十分に考慮することが重要である． 
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図 6-8 環境流量必要量（上は年平均，下は最大月における環境流量） 
表 6-6 環境流量必要量の季節傾向による分類 
型 条件 該当地域 ケッペン気候区分 
通年型 EFRMAX  / EFRAVE  <  2 
温帯大河川（ドナウ川，ライン川），アマゾン川， 
赤道アジア，西欧，本州 
Af，Cf a，Cfb 
季節型（春） 
EFRMAX  / EFRAVE   ≧2.， 
3~5月に最大 
シベリア，北海道，北米北部，パラナ川，オレンジ川 Da，Db 
季節型（夏） 
EFRMAX  / EFRAVE   ≧2.，  
6~8月に最大 
九州，東南～南アジア，亜寒帯～寒帯大河川 
（オビ川，インディギルカ川，ユーコン川，マッケンジ  ー  
 川，ミシシッピ川上流） 
Df大河川， 
Dw，Aw，Cw 
季節型（秋） 
EFRMAX  / EFRAVE   ≧2.，  
9~11月に最大 
亜熱帯～熱帯大河川（ナイル川，インダス川，ガンジス  
 川，ニジェール川）中米 
Am，Aw， 
Af大河川 
季節型（冬） 
EFRMAX  / EFRAVE   ≧2.，  
12~2月に最大 
サン・フランシスコ川，地中海沿岸，豪州北部， 
ザンベジ川中上流域 など 
Cs，Aw，Bs 
 
 
 
図 6-9 環境流量の季節傾向による型 
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環境流量必要量の大小を決める要因 
モデル計算による EFR の大小を決める要因を確認するため，各変数について感度分析を行っ
た．その結果，EFR の大小を決める主たる要因は，NPP と流量の月変動，及び閾値であることが
分かった．さらにその他，流量，NPP の季節変動，河川延長と支流の数が影響する．モデルでは
年間を通して安定した生態系が保たれている場合，脆弱性指数が小さくなる．反対に，雨季と乾
季が明確な場所など強い季節性を持つ場所は，季節変動に依存する生態系が存在するため各月の
NPP や流量の変動が重要である．故に平滑化に対する脆弱性が大きくなることから高い EFR が
重み付けされる．各要素について感度分析を行った結果を以下に示す． 
EFR 決定に最大の影響を持つのは NPP であり，NPP が 10 倍，100 倍となると EFR は 10%，
15%増加する．流量の月変動による影響は，最大最小月流量の比が異なる地域を比較すると，流
量比が 10 倍の地域では，EFR は 10%程度大きくなっている．閾値を 10%変えて計算すると EFR
は平均 4%，最も変化の大きい場所では 25%変わる． 
一方，流量が 100 倍になると EFR は 3%程度減少する．これは流量が大きくなるとその場のバ
イオマスが流下し減少するためである．また，NPP の月変動による影響は流量の月変動の 1/3 程
度である．また，オビ川，エニセイ川，ナイル川のように支流の流入のない大河川沿いでは，縦
断方向に 200km 下ると EFR は約 1%高くなっており，支流の流入により EFR は平均 1%，最大
で 3%程度高くなっている． 
ケッペン気候区分は気温と降水量にて決定されており，同じく気温と降水量が支配要因である
NPP と強い相関がある．従って，NPP を入力条件とする本モデルの結果は気候区分と大体一致
する．ただし，本モデルでは河川流下を加味しているため，気候区分には表れない次のような場
所が評価できる．それは，上流からバイオマスが供給されるために肥沃になっているナイル川な
どの砂漠河川，ミシシッピ川のように多くの支流の合流する大河川中下流など，陸上 NPP だけで
は過小評価となる場所や，逆に森林に囲まれた河川源流域など，陸上 NPP では過大評価になるよ
うな場所である． 
 
河川縦断方向で見た環境流量必要量 
図 6-10 にナイル川，図 6-11 に黄河の河川縦断方向の EFR を示す． 
ナイル川では，年平均でみると上流から下流まで 90%程度で EFR が横ばいになるという特徴
があるが，月別に見ると大きな季節変動がある．夏場は中流域で EFR が高くなるが，冬場はその
傾向が逆転し，下流域で高い EFR を示す．この理由は，春先から夏にかけて上流で生産されたバ
イオマスが，秋から冬にかけて徐々に増加する流量に乗って流下し，下流域では冬場に最も多く
のバイオマスが蓄積するためである．従って，下流の EFR が冬場に高いのは，バイオマス量が多
なるのと同時に，その多くが上流からもたらされる外部由来のバイオマスであり，脆弱性が高い
ため、EFR に高い重み付けがされたためである．水資源の利用と EFR との関係を考慮した場合，
冬季は下流に十分な流量を川に残しておくことに留意する必要があるといえる． 
黄河では，年平均でみると縦断方向に EFR が増加傾向を示し，30%から 70%程度まで変化す
る．黄河流域の気候区分は，上流からツンドラ気候，ステップ気候，砂漠気候，ステップ気候，温
暖冬季少雨気候，亜寒帯冬季少雨気候と大きく変化する．ナイル川ほど顕著ではないが，季節傾
向は似ており，春に中流の比較的肥沃な地域で生産されたバイオマスが，冬季に下流の乾燥地域・
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寒冷地域に運ばれ，下流の生産力が高くなることから，EFR が高くなる傾向が見られる．黄河の
ように，流域に肥沃な地域と，砂漠や寒冷地域といった生産性の低い地域が混在する流域では， 
図 6-11 のように EFR は不連続な変動を示す．EFR の変化点は，河川生態系の機能や構造が大き
く変わる場所であるため，開発行為には特に注意が必要である．黄河の場合は，山岳地帯から台
地に出る蘭州付近と，ステップ気候から降水量 1000mm を越える温暖湿潤気候に入る渭水付近が
主要な変化点になっている．開発計画や初期評価の際には，セグメントなどの河道の物理条件に
加えて， EFR の変化点にも着目し，連続性や下流への影響を考慮した計画が求められる． 
 
 
 
図 6-10 縦断方向に見た場合の環境流量必要量（ナイル川） 
 
 
図 6-11 縦断方向に見た場合の環境流量必要量（黄河） 
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考察 
流量と生産性のみを考慮した場合の環境流量評価との比較 
ここでは，5 章で計算した河川植物バイオマス量を直接参照する方法で環境流量を求める．使
用するのは流量と生産性を代表するバイオマス量（B）のみであり，脆弱性は考慮しない．このセ
クションの目的は，生産性のみで環境流量を評価する場合と脆弱性を加味した場合で，環境流量
がどれほど変わるかを感度分析にて確認し，脆弱性を考慮することの必要性を論じることである． 
ここでは，流量減少に対する，バイオマスの減少の度合いから最低限必要な流量の閾値を求め
る方法をとる．まず，自然流量（QN）における年間のバイオマス量の合計値を BＮとし，これを初
期値（自然状態）とする．次に，人為的な取水を想定して，徐々に流量を減少させていく．流量が
減少すると，①一次生産の行われる河川の面積が減少するためバイオマス量が減少する．同時に，
②流速の低下により上流から入ってくるバイオマス量は減少する一方で，③下流へ流出するバイ
オマス量も減少するため，その場に留まるバイオマスが増加する．これら①，②，③の過程より
バイオマス量が変化するが，多くの場合①が支配的であるため，程度の差はあるが結果としてバ
イオマス量は減少する．生態系の健全性を鑑みてこれを下回ることを許容しないバイオマスの閾
値をＸ（初期値に対する%）とする．流量を減少させた時に，BNに対してバイオマス量がＸとな
る時の流量（Qx）をもって，これを環境流量必要量とする． 
バイオマスの下限値Ｘをどの程度に設定するかについては複数の観点がある．植物バイオマス
の減少は，これを餌資源とする生物に必要なエネルギーの減少を意味するため，消費者の個体数
や種多様性の減少をもたらすことは 5 章に述べたとおりである．しかし，餌資源と消費者との関
係は単純な線形にはならない．バイオマスが半分になれば，消費者が半減するというわけではな
いからだ．消費者の個体数は種間競争や種内競争，個体群密度の多寡による生息環境の質的な違
いなどの様々な要因が影響する．また，環境要因の変化に伴う生態系の構造の変化は緩やかに連
続するというよりは，閾値的な応答となる場合が多い．例えば，餌資源が一定を下回ると，消費
者の個体数が急激に減少して絶滅することもある (Odum and Barrett 2004)．そのため，植物バ
イオマス量に着目して河川生態系の保全を目指す場合には，植物バイオマス量が減少して上位消
費者を支えられなくなり，構造としての崩壊点となる閾値を下回らないような流量を維持するこ
とが必要である．しかしながら，この閾値を見つけることは容易ではなく，生物相の構成や環境
の違いによって非常に多様であるため，全球スケールで一般化することは現時点では困難である 
(Poff and Zimmerman 2010)．流量変動と生態系の応答と厳密な閾値の解明とは個々の研究に譲
るものとし，本研究では，全球を同条件下においた場合の相対的な傾向を見ることにする．世界
自然保護基金の報告によれば，1970 年から 2014 年までの間に，人間活動が原因となって世界の
脊椎動物の個体数の 6 割が減少したと報告されている (WWF 2018)．これを参考とし，これ以上
の環境悪化を許容しないために，バイオマス閾値をＸ＝60%とし，バイオマスが元の 6 割に減少
した時の流量（すなわち，現在の生態系の状態にとってモデル計算上必要となる最小流量）を環
境流量必要量として評価する．  
 
 
使用データ 
使用データは，モデルと同様である（6.3.2 参照）． 
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図 6-12 環境流量必要量（年平均流量に対する比） 
 
図 6-13 脆弱性によって環境流量に重み付けされている地域 
（生産性と脆弱性を考慮したモデル－生産性のみを考慮したモデルＡ） 
 
計算結果と考察 
図 6-12 に計算結果を示す．環境流量は，年平均流量（Mean Annual Discharge：MAD）に対
する比で表している．全球平均の環境流量必要量（Environmental Flow Requirement: EFR）は，
13%である．これは，自然状態の流量下におけるバイオマス量を基準とした場合，バイオマス量
が元の 6 割に減少する流量である． 
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EFR の高い地域は，わずかな流量減少に対して大きくバイオマスが減少する地域である．水資
源開発の観点から見ると，取水による河川生態系の悪化が生じやすい地域であるといえる．今回
は仮に 6 割を閾値としたが，閾値を変えた場合も全球の相対的な傾向は同様になる．従って，図 
6-12 において EFR の高い地域では，水資源開発に対して脆弱性の高い地域であるといえ，注意
が必要である． 
次に，6.3.3 で示した，生産性と脆弱性を考慮した環境流量必要量の計算結果から，ここでの
計算結果を差し引いてみると（図 6-12），脆弱性によって重み付けされた地域がどこにあるのか
が浮かび上がってくる．まず，砂漠などもともと EFR の与えられていない地域を除く全ての地域
で，脆弱性を加味することで高い EFR が与えられている．とりわけ差の大きい地域，つまり脆弱
性を加味することでより高い EFR が与えられている地域は，大河川沿いとサバナ・ステップなど
の季節性の強い地域が該当している．環境流量を配分するための前提条件 2：流量変動の大きい
場所でより多くの EFR を配分すべきという点と，前提条件 4：脆弱性の高い場所でより多くの
EFR を配分すべきという点が，モデル上でうまく反映されていることが確認できた． 
 
他の環境流量基準との比較 
ここでは，モデルの妥当性を検証する．本研究の全球環境流量評価モデルで計算した EFR と，
現地データに基づき設定されたケーススタディーの EFR を比較する．環境流量には唯一の正解
がないため，二つの計算値を比較して一致していれば正しいと一概には判断できない．しかし，
ケーススタディーの基準は主に現地固有のデータや調査結果を参照しているため，全球モデルよ
りも現場の生態系の特徴をより精度高く反映しているはずである．従って，この全球モデルの計
算結果がケーススタディーの基準値に近ければ，現地調査に基づく評価方法に近い精度を持って
いると判断できることから，上記の方法をモデル妥当性の検証方法として採用した．ケーススタ
ディーは，17 か国 28 地域における環境流量設定事例を取りあげる（表 6-7）．これらは，Web of 
Science に 2009~2017 年に公開されている環境流量を提案する論文のうち，基準値が年平均流量
の比で表現できるものを全て採用した． 
あわせて，既往の全球モデルにおける計算結果とも比較を行う． 
既往の全球モデルとして，Tennant 法 (Tennant 1975)，Smakhtin 法 (Smakhtin, Revenga and 
Döll 2004)，Q90_Q50 法 (Pastor, et al. 2014)を比較対象とする．Tennant 法は最も広く用いら
れており，生態系の状態を「fair」に保つ場合（管理水準＝中）には MAD の 30%を目安とする．
北米温帯河川で開発され，季節変動の大きな地域における適用性は低い．Smakhtin 法は，低水期
には Q90 を，豊水期には MAD の最大 20%を上乗せする．地域特性の加味されない Tennant 法
に対し，同法は Q90 に基づく 4 通りの地域特性が表現できる特徴がある．Q90_Q50 法は，豊水
期と低水期にそれぞれ Q50，Q90 を割り当てる．モンスーン地域など流量の季節変動の大きな場
所での適用性が高く，Smakhtin 法よりも高めの基準をとる傾向がある． 
ケーススタディーと計算で得られた基準を比較し，設定幅の重複率が 50%以上かつ平均値の差
が 15%以内のもの（設定幅のないものは平均値の差が 10%割以内）を「概ね一致」と評価する．
一致率からカテゴリ A~D を分類する． 
比較検証の結果，本モデルは約 6 割のケーススタディーの基準と概ね一致し，全球モデルで最 
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も一致率が高いことが示された（表 6-7）．とりわけ，特に流量のみに着目する既往の全球モデル
では評価できなかった生産基盤の大きな場所，すなわち水域の一次生産力が高く，生物多様性の
高い地域でより適当な EFR を評価できるようになった．以下，その内容を説明する． 
カテゴリ A は，既往モデルは過小評価であるが，本モデルのみ一致している場所である．ステ
ップやサバナなど，雨季乾季が明確で流量変動の大きな場所や，NPP が大きく生物多様性の高い
低緯度地域，脆弱性の高い乾燥地において本モデルでは EFR を精度良く評価できた． 
カテゴリ B は，本モデルといずれかの既往モデルが事例と一致するものである．Tennant 法は
流量の安定した地域で良くあてはまる．一方 Q90_Q50 法は Tennant 法が苦手とする雨季乾季の
明瞭な地域での親和性が高い．Smakhtin 法は広範囲をカバーするが，アジアモンスーン地域で
の一致率が低い．Smakhtin 法で用いる 4 段階の重みづけでは，夏季の大規模増水と高い生物多
様性に特徴づけられるこの地域を表現できないようである． 
カテゴリ C（29%）は，他のモデルでは一致するが，本モデルでは一致しない地域である．この
原因の一つは，環境流量設定手法によるとみられる（表 6-7）．Great Ruaha 川，青ナイル及び
Trabzon では最も簡易な水文統計法（修正 Tennant 法）が用いられている．これは月平均流量に
対して管理水準に応じた EFR を決める方法であるが，現場の生態系に即した評価という点で現
地調査に基づく生息場法や包括的手法に劣る．そのためこれらの事例で適切な流量設定がされて
いない可能性もある．また，これらの事例の多くが管理水準を中としており，管理水準を高とす
る本モデルよりも低めの基準値をとっている可能性がある．この推測は，管理水準が中の全球モ
デル（Tennant 法，Smakhtin 法）と事例の一致率が高い点からも裏付けられる． 
カテゴリ D は全てのモデルで一致しなかった．この事例では著しく小さな基準が設定されてい
る．設定方法が明記されておらず断定できないが，各モデルの計算値からみても事例の基準が過
小評価の可能性がある． 
 
表 6-7 環境流量設定事例と全球モデルにおける基準値 
（年平均流量 MADに対する比（最大-最小），網掛けは一致率が高いもの） 
 
ケッペン気候区分 環境流量設定方法 参考文献
中 中 -
ビル・ウィリアムズ川 1.33－0.48（0.63） 高 2.02－0.10（0.58） 0.30 0.18－011（0.12） 0.18－0.03（0.06） 砂漠(BW) 包括的手法 Pastor et.al., 2014
黄河河口 1.01－0.15（0.58） 高 1.19－0.10（0.51） 0.30 0.31 0.3 ステップ(BS) 包括的手法 Sun et.al.,2012
Shahr Chai River 0.42－0.53（0.51） 低 1.55－0.10（0.48） 0.30 0.70－0.15（0.19） 0.70－0.13（0.19） ステップ(BS) 水文統計法 Pastor et.al., 2014
Kazemroud River 0.50 高 1.85－0.10（0.54） 0.30 0.24 0.1 ステップ(BS) 水文統計法/水理指標法 Shokoohi et.al.,2014
ラヌガ川 0.54－0.50（0.53） 高 1.49－0.10（0.62） 0.30 0.31－0.09（0.28） 0.42－0.38（0.38） サバナ(Aw) 水文統計法 Pastor et.al., 2014
ウアスコ川 0.42－0.30（0.34） 高 0.94－0.10（0.36） 0.30 0.94－0.56（0.81） 0.94－0.64（0.83） 砂漠(BW) 生息場評価法 Pastor et.al., 2014
Perkerra River 0.60－0.10（0.35） 中 1.30－0.10（0.44） 0.30 0.31 0.4 サバナ(Aw) 水文統計法 Akivaga et.al.,2010
イルティシュ川 0.79－0.21（0.50） 中 1.76－0.10（0.35） 0.30 0.38 0.4 ステップ(BS) 生息場モデル法/包括的手法 Shang et.al.,2015
Ochotnica 0.60－0.10（0.35） 中 0.90－0.21（0.40） 0.30 0.47 0.3 西岸海洋性(Cfb) 水文統計法 Walega et.al.,2015
錦江 0.69－0.09（0.39） 高/低 1.83－0.10（0.44） 0.30 0.27 0.1 温暖冬季少雨(Cw) 水文統計法/生息場モデル法 Lee et.al.,2013
上ガンジス川 0.72－0.45（0.59） 高/中 2.36－0.10（0.63） 0.30 0.23 0.5 温暖冬季少雨(Cw) 包括的手法 Sapkota et.al.,2013
香港 0.77－0.44（0.48） 高/中 2.34－0.10（0.63） 0.30 0.42－0.16（0.19） 0.54－0.42（0.53） 温暖冬季少雨(Cw) 包括的手法 Pastor et.al., 2014
メコン川上流 0.80－0.50（0.65） 高 1.56－0.10（0.57） 0.30 0.28 0.6 温暖冬季少雨(Cw) 水文統計法 Dong et.al.,2012
ヤムナー川 0.60 - 2.99－0.10（0.69） 0.30 0.23 0.5 温暖冬季少雨(Cw) 水文統計法 Soni et.al.,2014
ニューホーレン川 0.27－0.14（0.18） 中 0.93－0.10（0.31） 0.30 0.62－0.15（0.20） 0.63－0.29（0.50） 冷帯湿潤(Df) 水文統計法 Pastor et.al., 2014
Vojm Dam 0.21－0.18（0.20） - 1.10－0.10（0.33） 0.30 1.23－0.28（0.51） 1.00－0.52（0.69） 冷帯湿潤(Df) 包括的手法 Pastor et.al., 2014
イプスウィッチ川 0.56－0.12（0.25） 高 0.88－0.10（0.40） 0.30 0.50－0.14（0.25） 0.44－0.19（0.37） 冷帯湿潤(Df) 水文統計法/包括的手法 Pastor et.al., 2014
沿海州（カナダ） 0.25 中 0.72－0.10（0.35） 0.30 0.3 0.1 冷帯湿潤(Df) 水文統計法 Caissie et.al.,2015
海河 0.18 - 2.82－0.10（0.59） 0.30 0.28 0.6 ステップ(BS) ？ Yang et.al.,2013
Great Ruaha River 0.22－0.19（0.22） 中/低 2.23－0.10（0.75） 0.30 0.35－0.12（0.15） 0.58－0.17（0.19） サバナ(Aw) 水文統計法 Pastor et.al., 2014
青ナイル 0.28－0.20（0.24） 中 3.82－0.10（0.82） 0.30 0.24 0.2 サバナ(Aw) 水文統計法 Reitberger et.al.,2011
青ナイル 0.22 中 3.82－0.10（0.82） 0.30 0.24 0.2 サバナ(Aw) 水文統計法 McCartney et.al.,2009
Osborne Dam 0.84－0.13（0.46） 中 1.81－0.10（0.64） 0.30 0.73－0.26（0.44） 0.73－0.53（0.59） 温暖冬季少雨(Cw) 水文統計法 Pastor et.al., 2014
ザブ川 0.35－0.17（0.26） - 1.63－0.10（0.49） 0.30 0.26 0.1 地中海性(Cs) 包括的手法 Abdi et.al.,2015
Trabzon 0.40－0.20（0.30） 中 1.12－0.10（0.50） 0.30 0.36 0.2 温暖湿潤(Cfa) 水文統計法 Karakoyun et.al.,2016
オルーミーイェ湖 0.35－0.17（0.26） - 1.36－0.10（0.43） 0.30 0.24 0.4 温暖湿潤(Cfa) 水文統計法/包括的手法 Yasi et.al.,2017
Silvan River 0.58－0.28（0.34） 中 1.13－0.10（0.50） 0.30 0.54－0.20（0.26） 0.89－0.74（0.77） 西岸海洋性(Cfb) 水文統計法 Pastor et.al., 2014
Ｄ Bridge River 0.03 - 0.90－0.10（0.31） 0.30 0.25 0.3 冷帯湿潤(Df) ？ Bradford et.al.,2011
64% 50% 46% 39%
Ａ
一致率
参考
本モデル テナント法 Smakhtin法 Q90_Q50法
Ｂ
Ｃ
管理水準　　高
河川/地域 個別設定のEFR
全球モデルで算定したEFR
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日本の維持流量との比較 
ここでは，3 章で取り上げた日本の維持流量に対して，本研究で提案する環境流量必要量（EFR）
がどの程度であり，またどのような特徴があるのかを考察する．図 6-14 に，88 水系における現
行の維持流量（●）と，本研究で求めた EFR（◆と網掛けの幅）を示す．水系内に複数個所の維
持流量の設定地点がある場合は水系平均値を示している．また，水系の地域を色分けしている． 
まず，最小流量に着目する．EFR の最低値を維持流量が下回っている河川は，44%（42 河川）
あり，地域に偏りは見られない．維持流量は主に魚類の移動・産卵のための最小流量として設定
されているが，河川の生産力を維持する観点からみた場合，約半数の河川で最小流量が足りてい
ない可能性が示唆される．次に，現行の維持流量では考えられていない流量変動に着目する．図
中の網掛けの部分が，年間の EFR の幅である．年内の基準の幅が大きい場所では，年平均流量の
10%~120%を必要とし，小さい場所では 10%～50%程度の幅をもつ．EFR の幅と地域にはやや相
関がある．EFR の幅の最も大きい地域（EFR の年内変動が 80%以上）は，九州と関東地方に多
い．やや大きい地域（年内変動が 60%以上）は，中部地方と近畿地方に多い．中程度の地域（年
内変動が 50%以上)は，中国・四国地方が，小さい地域（年内変動が 40%以上）には，北海道，東
北，北陸の河川がよく当てはまる．河川生態系の生産力と脆弱性に着目した場合，これらの地域
には図 6-14 に示した流量変動の幅が必要であることが示唆された．この幅で示した流量変動が
実際ある河川もある一方で，ダム操作などによって流量が平滑化され，流量変動幅が小さい河川
もある． 
本研究では EFR の流量変動幅よりも流量の平滑化している河川の抽出までは行っていないが，
ここで示した EFR とその変動幅は，今後維持流量を改善していくにあたっての参考となるだろ
う． 
 
 
 
図 6-14 日本の一級水系における現在の維持流量と環境流量 
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利用可能な水資源量の評価 
河川の自然流量から環境流量を差し引くと，河川生態系への負荷を最小限に抑えつつ人間が利
用できる水資源量を求めることができる．本研究で計算した EFR を用いて，利用可能な水資源量
を試算した． 
月平均流量から月ごとの EFR を差し引いた量を利用可能な水資源量（Available Water 
Resources: AWR）と定義する．水ストレスの程度を表す指標として，一人当たりの最大利用可能
水資源量が 1,700m3/年が最低限度とされており，これを下回る場合には水ストレス下にある状態，
1,000m3 を下回る場合は水不足の状態，500m3 を下回る場合は絶対的な水不足の状態とされてい
る (WWDR 2015)．これを参考に，国連が 2013 年に推定した AWR を図 6-15 に示す．これは，
環境流量を含まないため，生態系の保全とは無関係に河川から取水できる水資源量を示している
（以下，ケース①とする）．これに対し，本研究で計算した環境流量を考慮した AWR をケース②
とする（図 6-16）．ケース②では環境流量を河川に残しておかなければならないため，人間の利
用可能な水資源量は少なくなる．ケース①，②ともに，水資源のひっ迫する地域はアフリカ北部，
アラビア半島とインドが該当し，西ヨーロッパや中国においても高いストレスを受けていること
が分かる．二つの図から見て取れるように，ケース①で水資源量が 7,500m3以上の地域では環境
流量によって AWR が大きく制限されることはない．ただし，ケース②ではアメリカ西海岸や五
大湖周辺，アンデス山脈，インドネシア，フィリピンのほか，大都市のある人口集中地域で局所
的に AWR が 1,700m3 を下回り，水ストレスを受けることがわかる．日本も例外ではない．ケー
ス①では AWR は 2,500m3 以上と比較的余裕があるが，環境流量を考慮するケース②では，関東
以南から九州にかけて 1,000m3を下回る水不足の状態が生じることが分かった． 
一方，ケース①で AWR が 2,500m3 以下（脆弱性の高い）地域では，ケース②において水スト
レスはさらに大きくなる．特に，ケース②では中国の黄河流域やインダス川流域，インド南部，
英国南部などで絶対的な水不足の地域が生じる．  
 
図 6-15 利用可能な水資源量ケース①（環境流量を考慮しない試算 2013 年現在 (WWDR 2015)） 
一人当たりの最大水利用可能量（AWR:m3/年） 
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図 6-16 利用可能な水資源量ケース②（環境流量を考慮した試算 2000～2010 年平均（本研究）） 
AWR を月ごとに見ることによって，さらに局所的にクリティカルになる場所を明らかにする．
図 6-17～ 図 6-20 にケース②における月ごとの AWR を示す．前述の一人当たりの水ストレスを
月換算すると，水ストレス下にある状態は 140m3以下，水不足の状態は 80m3以下，絶対的な水
不足は 40m3以下となる． 
1 月から 3 月は，赤道付近を中心に水ストレスが高くなる．中央アメリカ，サハラ砂漠周辺，
インド亜大陸，インドシナ半島，中国および東～西日本で水不足となる．その他，豪州南部や南
アフリカをはじめ，世界の大都市地域で局所的に水ストレスを受ける．4 月から 6 月にかけて，
水ストレスを受ける地域は赤道から南北に遠ざかる方向に移動する．依然として北アフリカやイ
ンド，中国にかけて水不足となっているが，北半球では新たにアメリカ西海岸やユーラシア大陸
南部にかけて高ストレスの地域が出現する．南半球ではパラナ川流域や，ケニア，タンザニアな
どのサバナ地域にかけて水不足となる．一方，赤道付近の熱帯地域では AWR は豊富である． 
8 月から 9 月にかけて，インドや中国の水不足は解消に向かう一方で，スペインとイタリアを
中心とする西欧での水不足が深刻になる．また，アフリカの水不足地域はさらに南下し，ブラジ
ル高原，インドネシアでも水不足が生じる．10 月から 12 月にかけては，全球規模の水ストレス
の最も小さくなる時期である．欧州の水ストレスは大河川沿いを中心に低減し，アフリカ南部や
東南アジアでも水ストレスは解消する．一方で，インドや中国では再び深刻な水不足の状態が始
まる．日本については，東日本以内において一年を通して水ストレスの高い状態が継続する． 
月別に見た場合，年間でみた場合の AWR（図 6-16）には現れない，季節的に高い水ストレス
を受ける地域が明らかになる．特に，欧州，アフリカ南部，ブラジル高原は 6 月から 9 月にかけ
て深刻な水不足となる可能性が示唆された．従って，環境流量を放流するケース②においては，
現在水不足が深刻でない地域においても，特定の時期に水資源量が制約されることが予想される．
水資源開発と河川生態系保全とのトレードオフが生じやすい地域といえるため，特に注意が必要
である．  
一人当たりの最大水利用可能量（AWR:m3/年） 
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図 6-17 利用可能な水資源量（1 月~3 月）  
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図 6-18 利用可能な水資源量（4 月~6 月）  
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図 6-19 利用可能な水資源量（7 月~9 月）  
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図 6-20 利用可能な水資源量（10 月~12 月）  
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本章のまとめ 
本研究では河川純一次生産力に着目して環境流量必要量（EFR）を推定するモデルを構築し，
モデルを用いて月別に全球 EFR を算出した．本研究における環境流量は，以下の原則に基づいて
重み付けされる． 
１． 年平均流量が大きい場所で高い EFR を確保すべき． 
２． 流量の季節変動が大きい場所では高い EFR を確保すべき． 
３． 一次生産力が大きい場所ほど高い EFR を確保すべき． 
４． 生態系が脆弱な場所ほど高い EFR を確保すべき． 
全球年平均 EFR は，年平均流量の 45%となった．しかし月別に見た場合，EFR は場所によっ
て大きく変動する．一次生産力と流量が年間を通して安定している温帯や熱帯では通年一定の
EFR でよいだろう．しかし，一次生産力や流量の季節変動が大きいサバナやモンスーン地域，亜
寒帯～寒帯地域では最大月 EFR が年平均値の 3 倍以上になるため，最大月を加味した EFR を設
定する必要がある．どの月に最大 EFR を配分すべきかによって，全球を 5 つの型に分類した． 
本研究のモデル計算と個別ケーススタディーで求められた EFR を比較した結果，本モデルは
現場情報に基づく個別事例に対して，4 つの全球モデルの中で最もてはまりが良いことが分かっ
た．特に流量のみに着目する既往の全球モデルでは評価できなかった生産基盤の大きな場所，す
なわち水域の一次生産力が高く，生物多様性の高い地域でより適当な EFR を評価できるように
なった． 
本研究の環境流量モデルを用いて，EFR を計算することにより，1 章で示した目的を達成でき
たといえる． 
⚫ グローバルな水資源開発計画や，国土計画，個別プロジェクトにおける初期の評価段階で，
河川生態系保全の優先度の高い場所や開発に対して脆弱な場所を相対的に俯瞰できる. 
⚫ 空間的（場所）にも，時間的（流量を流す時期）にも河川生態系にとって意味のある環境
流量の目標値がわかる 
⚫ 詳細な現地調査が難しい地域や，現場のデータが不足している地域でも等しい水準・精度
で評価できる 
 
ただし，以下の点は更なる検討が必要である． 
⚫ 閾値の設定方法：本研究のモデルでは，河川生態系の生産性指標（PI）に応じて，EFR の
閾値を年平均流量の 10%，20%、30%，40%，60%と設定した．これは北米の生物調査に
よって得られた水文統計法の閾値を参考としているものであるが，閾値がかわると EFR の
結果も変わってくる．従って，閾値の設定方法に関しては今後，様々な選択肢を比較検討
する必要がある． 
⚫ 管理水準の設定方法：今回の計算では，管理水準を理想的な河川生態系の状態を 100%保全
する最高水準で評価した．しかし，水資源の逼迫した地域では，現実的に運用の難しい高
い目標値である可能性がある（6.4.4 で示した，アフリカ地域における環境流量設定事例な
どが参考になる）．人間の水需要や社会条件を踏まえた管理水準の設定のあり方を，今後検
討していく必要がある． 
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⚫ 最新のデータに基づく検討：今回の計算で用いた流量や人口データは全て，2001～2010 年
までの平均値を用いている．モデルの信頼性を確保するため，観測方法や換算方法の統一
を図る理由から上記の期間のデータを使用した．しかし，既に 10 年近くが経過しており，
最新のデータを使用した再計算が求められる．合わせて，将来気候条件下におけるシミュ
レーションも今後の研究課題として望まれる． 
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7. おわりに 
7.1 ネパール・カリガンダキ川流域の環境流量必要量 
カリガンダキ川は，ヒマラヤ山脈に源流をもつネパールの大河である．標高 8000m を越えるダ
ウラギリ山塊とアンナプルナ山群の間より発し，氷雪を戴く険しい山々から多くの支流を迎えな
がら少しずつ川幅を広げていく．標高 3000m を下ると気候は一気に温暖になる．米やトウモロコ
シや麦などの穀物の豊かに実る丘陵地帯を貫き，深い河岸段丘を掘り込みながらインドへ向けて
南下し，やがてガンジス川に合流する．2015 年の秋，筆者はカリガンダキ川の支流の十数か所に
計画されていた水力発電施設建設の実行可能性調査（フィージビリティースタディー：FS）に土
木技術者として参加した．経済発展の著しいネパールは，首都で一日 16 時間停電することもある
など深刻な電力不足に直面しており，電源開発が喫緊の課題である．年降水量が 1,700mm を超
え，カルナリ川やカリガンダキ川，トリスル川などの大河に恵まれる同国では，電源の主力は水
力である．ヒマラヤ山脈に大型水力発電ダムを建設すれば，電力不足は一気に解決するようにも
思えるが，ネパール政府はダムの建設を避けたい考えである．その理由の一つは，登山と観光が
重要な収入源であり，ダム建設によって山岳地域の自然景観が損なわれることを懸念しているた
めだ．二つ目は，流況改変によって下流の大国インドの水資源利用に影響を与え，軋轢が生じる
ことを避けたいためである．三つ目は，技術的な課題である．ネパールには多くの活断層があり，
ダム建設には高度な技術を必要とする．このような理由から，ネパールでは小規模の水力発電施
設（micro-hydro1）を沢山建設することで電力需要に対応しようとしている． 
水資源開発の FS では，予定地に発電所を建設することが可能かを総合的に判断しなければな
らない．そのためには，対象地域の河川の性質を知ることが重要である．発電用水が安定的に確
保できるか，増水・出水時に安全に稼動できるか，大量の土砂の流入によってタービンを損傷す
る恐れはないかなどが焦点となる． 
同時に，環境への配慮も重要である．水力発電所の取水堰下流では自然状態よりも流量の少な
くなる，いわゆる減水区間が生じるため，影響を受ける可能性のある動植物や村人の生活を調査
し，適切な流量を川に残す必要がある．流域には，コイ科の大型魚であるスノートラウトや，産
卵のために河道を数キロにわたって移動する半回遊性のコイ（地元では Kale と呼ばれている）
や，希少な回遊魚ビカーラウナギなど多くの魚類が生息している．流量減少によって魚類の移動
や産卵が阻害され，個体数の減少などの影響が生じると，河川生態系のバランスを損なうだけで
なく，川魚を貴重な蛋白源として利用する村人や，漁業で生計を立てる人々の生活に影響を及ぼ
すことになる．またこれらの流域は，ジャッカルなどの大型の希少動物をはじめ多くの生物の生
息場の一部をなしている．貴重な水場が損なわれると，陸上生物への影響も免れない．川の流れ
で種子を運ぶハンノキやヤナギなどの河畔植生は，燃料を薪材に頼る村人の生活を支えている．
さらにこの地域では，遺灰を川に流す習慣があり，宗教行事には一定以上の流量が必要である．
このように河川の流れは，河川生態系や人々の生活を様々な形で支えており，流量減少によりこ
れらの恩恵や便益が損なわれないように配慮することが必要である． 
ネパールでは 1997 年の環境保護法により，水力発電所の発電規模に応じて初期環境評価と環
                                                 
1 日本では，小水力発電は概ね出力 1,000kW 以下をさすが，ネパールでは 10,000kW 程度の施設も含まれ
る． 
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境影響評価が義務付けられている．また，2001 年の水力発電開発計画では，減水区間が環境へも
たらす悪影響を緩和するための流量を設定することが定められた．最も流量の少ない月の平均流
量の 10%，あるいは初期環境評価で必要とされた流量のいずれか大きい方を採用する．これがい
わゆる環境流量である．しかし，この環境流量の基準には問題がある．まず，10%という値そのも
のが科学的根拠に乏しく，設定の経緯や妥当性を示す資料が存在しない．今回の現場でこの基準
を採用すると，川幅 5m ほどの区間での環境流量は 0.004m3/s 程度となる．巨礫の多い山地河川
であるため，殆ど岩の下に伏流してしまい表面に水が残らない．魚類の移動などを考慮すれば，
この流量が不十分であることは明らかであるが，多くの現場では十分な環境調査が行われないま
ま，機械的に 10%流量が採用されているようである．また，この基準は渇水時だけでなく一年を
通して適用されるため，環境流量を差し引いた分が全て取水可能流量として取り扱われる．環境
流量を設定したという実績が一人歩きし，河川環境保全に効果が無いばかりか，却って大規模な
取水と流量減少を正当化している状況がある． 
このような状況に際し，河川環境の保全にとって意味のある環境流量を設定しなければならな
いと感じた筆者は，問題意識を共有する現地の環境専門家らと共に再評価に向けて取り組んだも
のの，様々な困難に直面した．まず流量データがない．断続的にでも観測値があればまだよい方
で，流量観測所の存在しない流域も多数ある．さらに，河川環境や生物に関する資料も乏しく，
流域をまたがるプロジェクト対象地域の中で，どの場所の優先度が高く，どの程度の環境流量が
必要なのかを総合的に判断する材料が決定的に不足していた．新たに調査するにしても環境流量
に詳しい専門家がおらず，時間や資金は極めて限られていた．結果的に環境流量の見直しには至
らず，FS の報告書に「施設に魚道を設けると共に，河川環境を保全するための意味のある流量を
設定することを強く求める」といった文言を追加することが精一杯だった． 
ところが後日，同国のトリスル川の水力発電所建設における詳細設計で環境流量が再評価され
ていたことを知った．当初この事業では，他の流域と同様に最乾月の 10%を環境流量に定めてい
たが，現場の河川生態系にとって真に意味のある流量を設定する必要があるとして再評価が決め
られたのだ．評価はノルウェーの大学とコンサルタントを中心に実施された．流量見直しの一端
には，カリガンダキ川流域にある既設の水力発電所下流における事後評価において，魚類の個体
数，種数ともに減少したことが報告 (Onishi, 2010)されていたこともあった．こうして，トリス
ル川では魚類に着目した詳細な生息環境調査が実施され，結果的に 10%の環境流量では地域の代
表魚であるスノートラウトの産卵に必要な水深流速を満足できないことが裏付けられた．これを
受け，月ごとに必要流量を確認しつつ，月平均流量の 20%程度を最低限確保する基準に変更され，
発電所の放流規則が再調整された (Narayanhari , et al., 2015)．筆者は環境流量の再評価が実現
したことに強い関心を抱きつつも，自身の現場でここまで出来なかったことを残念に思った． 
Narayanhari（2015）らは，現状の最小流量基準では河川生態系にとって必要な流量が十分に
確保されない場合があることを示し，環境流量の設定にはより詳細な現地調査と包括的な評価が
必要であると強調しており，筆者もその点に同意する．しかし，時間的にも資金的にも制約尽く
めの開発プロジェクトでは，環境流量設定のためだけに現地調査を行うことが難しいのが本音で
ある．また，トリスル川の事例のように設計の最終段階である詳細設計で流量の大幅な見直しを
かけられるのは例外的であり，発電量に直接影響するような変更が受けいれられない場合も多い．
適切な環境流量を設定するには，計画の早い段階，できれば具体的な取水量や発電量が決まる前
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の FS や，それ以前の水資源開発計画や国土計画の段階である程度精度のある基準を提示してお
く必要がある．初期段階で環境流量がおざなりにされたり，形ばかりの基準値が設定されたりし
てしまうと，最後まで引き継がれてしまう恐れがあるからである． 
環境流量の設定にあたって課題を抱えているのはネパールだけではない．2000 年以降，国際的
な開発援助機関や自然保護団体の働きかけもあり，環境流量は水資源開発にあたっての必須検討
項目に数えられている (Arthington, et al., 2018)．そのため，中国，インド，イランなどを筆頭
に，多くの発展途上地域で環境流量を設定する試みが増えている．一方，多くの地域では，環境
流量評価のための情報や判断基準を持たないため，2 章や 3 章で触れたように，根拠の薄い基準
が適用されたり，自然条件の全く異なる地域で提案された基準がそのまま使用されたりしている． 
従って，これからの水資源開発に際し，河川環境の保全にとって真に意味のある環境流量を設定
するためには，次の性質を満たす評価方法が求められている. 
⚫ 広域の水資源開発計画や，国土計画，個別プロジェクトにおける初期の評価段階で，河川
生態系保全の優先度の高い場所や開発に対して脆弱な場所を相対的に俯瞰できる方法. 
⚫ 空間的（場所）にも，時間的（流量を流す時期）にも河川生態系にとって意味のある環境
流量の目標値がわかる方法. 
⚫  詳細な現地調査が難しい地域や，現場のデータが不足している地域でも等しい水準・精度
で評価できる方法. 
本研究で構築した環境流量グローバルモデルは，全球を網羅した河道網モデルを用いている点，
河川植物の純一次生産力に着目している点，月別に目標流量を設定できる点，そして，入力デー
タは全て公開されている全球データを利用可能である点から，上の性質をいずれも満たしている． 
本モデルを用いて，前述のネパール・カリガンダキ川当該流域における EFR を計算した． 
カリガンダキ川の支流である地点 A（図 7-1）と，同じく 250 ㎞程東の異なる支流にある地点
B（図 7-2）における月平均流量と，慣例的な EFR 及び本研究の EFR を示す．当該流域はアジ
アモンスーン地域に属し，6 月～10 月は雨季，11 月~5 月は乾季であり，流量に明瞭な季節性が
ある．地点 A を例にとると、図 7-1 に示すように慣例的な EFR は，最乾月 3 月と 4 月の平均流
量の 10%である，0.13m3/s が与えられる．これは年平均流量比に換算すると，1.7%である．
Tennant によれば，年平均流量の 10%を下回ると生物の生存が難しくなるため，EFR の下限値を
10%としている．また，多くの環境流量設定事例の下限値が 10%を上回っている事実を鑑みても
（例えば，6 章 表 6-7），1.7%という数字が極めて小さいことがわかる． 
一方，本研究で計算した EFR は，乾季には 10%，雨季には 18%～160%程度の幅をとり，最も
EFR の高い 7~8 月には，月平均流量の約半分を川に残しておくべきであるという結論に至った． 
一方、地点 B においても流量は夏場に最大となり，冬場は乾燥する．慣例的な EFR は，年平
均流量の 0.8%と地点 A よりもさらに少ない．これに対し，本研究で提案した EFR は，乾季には
10％，雨季には 20～100％程度となった．EFR の最大となる 8 月には，月平均流量の 30%を川
に残しておく必要があることが示唆された． 
従来の全球モデルでは，流量の季節変動の類似している河川や，同流域にある河川において
EFR を区別することができなかったが，本モデルでは，こうした場所を区別することができる． 
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図 7-1 カリガンダキ川支流における月平均流量（推定）と，EFR（地点 A） 
 
図 7-2 カリガンダキ川支流における月平均流量（推定）と，EFR（地点 B） 
 
ネパールの電力需要は，気温の上昇する夏季に増える傾向にあるため，この時期の水資源配分
が課題であることが予想される．実際の施設計画の際には，この EFR の季節傾向を踏まえて，最
もクリティカルになる夏 7~8 月の取水計画を精査していく必要がある．万が一，電力需要から見
た取水量が河川流量から EFR を差し引いた流量を上回る場合は，次に示すような選択肢が検討
対象に上がるだろう． 
 
⚫ 影響の少ない場所へ取水施設を移動する（例えば，A 地点より B 地点の方が，EFR がより
少ない．このことは，流量に対する取水可能の割合が大きいことを意味する．流量自体で
見た場合，B 地点の方が流量が少ないが，B 地点近傍で A 地点の流量相当あるいはそれ以
上の場所（下流や隣接市流域等）が，より環境への影響を抑えつつ最大限に取水すること
の可能な場所である．） 
Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec 年平均
月平均流量（m3/s) 1.7 1.4 1.3 1.3 1.7 6.2 19.1 23.1 17.8 7.8 3.5 2.3 7.3
慣例的なEFR 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13
本研究のEFR 0.73 0.73 0.73 0.73 1.32 3.63 11.39 11.53 6.54 2.18 0.73 0.73 3.4
年平均流量のx% 10% 10% 10% 10% 18% 50% 157% 159% 90% 30% 10% 10% 47%
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Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec 年平均
月平均流量（m3/s) 0.4 0.4 0.3 0.4 0.6 2.5 6.4 6.7 4.2 1.9 0.9 0.6 2.1
慣例的なEFR 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.13
本研究のEFR 0.21 0.21 0.21 0.21 0.58 1.24 1.91 2.12 1.63 0.46 0.21 0.21 0.8
年平均流量のx% 10% 10% 10% 10% 28% 59% 90% 100% 77% 22% 10% 10% 36%
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⚫ 施設を分散し，一施設あたりの取水量を低減する（経済性との兼ね合いになるが，近隣の
村落への配電を考えると，送電線の建設など施設が少なくなり，有利になる可能性がある） 
⚫ EFR の管理水準を下げることで，EFR を低減させ，影響を受けうる動植物に対しては流量
以外の方法で対策を講じる 
⚫ 水力発電以外の発電方法などの代替案を講じる 
このように，本研究で構築した環境流量グローバルモデルで計算した情報があれば，個別のプ
ロジェクトにおける施設計画を対象としても，留意すべき点が明確になる．そのため，環境流量
と取水量の配分に関する具体的な検討・調査計画を立案することができ，より高次の設計段階に
おいても河川生態系に配慮した設計を進めることができると考えられる． 
 
7.2 本論文のまとめ 
本研究では，環境流量を評価するために，二つのモデルを開発した．まず一つ目のモデルは，
河川植物バイオマスに着目し，河川生態系の生産性と脆弱性を定量化するモデルである．二つ目
は，一つ目のモデルで得られた情報を用いて，全球で月別に環境流量を算出するモデルである． 
環境流量は，河川生態系と人間の持続可能な存続のために必要な流量である．そのため，環境
倫理的な意味も絡みながら，様々な解釈と形態をとりうる．国際的な水資開発の中で活用できる
環境流量評価モデルを構築するには，その前提として，「環境流量とは何か」という問いに対して，
学術的に十分な議論と根拠に基づき，なおかつ現場で受け入れられる解を整理する必要があった．
その作業が疎かになると，モデル自体が自己目的化する恐れがあるためである．したがって，本
論文では，前半部分を「環境流量とは何か」という問いに対する答えを導く作業に割いた． 
以下に，各章で得られた主な結論を示す． 
 
第 2 章では，過去から現在までの環境流量の理念の変遷と，研究課題や関心の傾向について時
系列的に俯瞰した．さらに，ブリスベン宣言による環境流量の定義の中から 5 つのキーワードを
取り出し，このキーワードに沿って 2009年から 2016年までの世界 77カ国の環境流量研究のレビ
ューを行った．その結果，最新の研究が提唱する理想的な環境流量は，次の理念に基づく必要が
あることが明らかになった． 
⚫ 環境改善には，最小流量を一定量流すだけでは不十分である．自然の河川の持つ流況の 5
要素，すなわち流量，タイミング，頻度，継続時間，変化率に着目することが重要であり，
少なくとも月単位あるいは季節単位での流量変動を考慮しなければならない． 
⚫ 保全対象を一種類あるいは限られた種に限定するのではなく，河川生態系の全体を保全す
る観点から幅広い生物相あるいは対象を選ぶべきである．河川環境を生態系サービスとし
て評価するのも有効である． 
⚫ 河川生態系の様々な応答と流量変動との関係に対する曖昧な仮定を出来る限り少なくし，
定量的に記述していくことが求められている． 
しかしながら，水資源計画や個別設計の初期段階で必要な，広域を評価し，対象地域の脆弱性
や保全の優先度を比較できるような俯瞰的な評価方法については，上の理念に沿った提案がなか
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った．従って，学術的に理想とされる環境流量を，現場で使える評価方法に落とし込むことを本
研究では目指すものとした． 
 
第 3 章では，実務の視点から，環境流量の運用に関する現状と課題を明らかにした．わが国で
は，環境流量の一形態として，渇水時の河川環境を維持するための維持流量が運用されている．
100水系を対象に維持流量の実態分析を行った結果，以下のような現状と課題が明らかになった． 
⚫ 流量変動の考慮が課題である．現在，維持流量は 7 割の水系で通年一定の最小流量として
設定されている．期別に検討されている場合も，自然の流量変動とは無関係に利水の立場
から区別されており，河川生態系にとって必要な流量の季節性が十分に反映されていない． 
⚫ 評価項目では，河川生態系サービスのうち，基盤サービスの評価が不足している．基盤サ
ービスの中で唯一考慮されている動植物の生息環境評価では，概ね魚類 12種の必要水深と
流速によって決まっている． 
⚫ モニタリングが不十分である．維持流量放流前の段階からモニタリング計画を策定し，結
果を還元しながら最適な維持流量へと更新する弾力的な設計方針を構築する必要がある． 
同様に，世界の環境流量の運用には，以下のような特徴と課題があった． 
⚫ 多くの場合，最小流量一定型の環境流量が採用されており，流量変動を考慮した運用は米
国や豪州などの一部地域に留まっている． 
⚫ 独自の基準を持たない地域では，自然特性の異なる地域で開発された基準がそのまま採用
されている．その結果，地域による生態系の特徴の違いや優先度が評価できていないばか
りか，却って河川環境にとって悪影響を及ぼす恐れもある． 
⚫ モニタリングが不十分である．モニタリングを実施している場所でも，データをフィード
バックして環境流量の改善につなげる仕組みが不足している． 
 
第 4章では，現場のニーズを満たしつつ，最新の理念を盛り込んだグローバルスケールでの環
境流量評価のモデル化に先立ち，概念モデルの構築に取り組んだ．要点は以下の通りである． 
⚫ 本研究では，環境流量の目指す理想的な状態を，「現在の気候物理条件下において，ダ
ム操作や流域開発がないと仮定した場合に存在する河川生態系の状態」とする． 
⚫ グローバルな環境流量評価モデルには，地域の河川生態系の特性を十分に反映できる評
価方法，広域を同条件下で比較でき，河川生態系保全（環境流量配分）の優先度をつけ
られる指標，流量変動を考慮した出力が必要である． 
1. 地域の河川生態系の特性を反映できる評価方法として，河道を縦断方向，水平方
向に連続した系として捉え，物質の縦断方向への移動や陸域との連続性を考慮し
た評価方法を採用する． 
2. 河川生態系保全（環境流量配分）の優先度をつけられる指標として，生産性と脆
弱性に着目する． 
3. 流量変動について，基本流量の規模とタイミングを考慮する． 
従来の環境流量グローバルモデルでは流量と河川生態系の応答を現地調査で得られた経験や
統計などから仮定していた．これに対して理想的な評価方法は，流量と生態系の応答の部分をモ
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デル化し，様々な条件やシナリオにおいて同じ精度で比較・評価できる必要がある．従って，本
研究ではこのモデル化を行う． 
 
第 5章では，流量変化に応答する河川生態系の生産性と脆弱性を評価するためのモデルである，
河川バイオマスモデルを構築した．このモデルは，主に植物の一次生産力と流量を入力条件とし
て用い，河道内の任意地点に単位時間に存在する植物バイオマス量を算定するモデルである． 
このモデルの特徴は，全球河道網モデル上に構築されているため，上下流や陸上から河川への
バイオマスの流れや，その変化を河道に沿って連続的に解くことができる点である．そのため， 
このモデルを用いて，月ごとの河川バイオマス蓄積量を全球で計算した．このモデルでは，ナ
イル川など砂漠河川のように，その場の一次生産力が極めて小さいにも関わらず，上流から供給
されるバイオマスによって周辺の陸地よりも肥沃である（生産性が高い）場所やその季節変化を
表現することができる．また，ある時点でみた場合に，同程度に生産力のある地域でも，メコン
川のように環境破壊によって速やかに元の状態に回復する場所と，ガンジス川のように回復に長
期間を要する（脆弱性が高い）場所を区別することが可能である．これらの観点を用いて，生産
性指標（PI）と脆弱性指標（VI）を導入し，全球の生産性と脆弱性を指標化した． 
気候の異なる世界 22地点の河川植物バイオマス実測値と計算値との比較を行い，バイオマス計
算結果の妥当性を検証した．バイオマスの全球年平均値は，1.00×109t となり，既往の全球水域
バイオマスの推定値内に収まった．また，計算値は概ね実測値の変動幅に収まることを確認した．
ただし，流域が１グリッド内に収まり，流入流下過程が再現できない島嶼部では過小評価となっ
た．そのため，50ｋｍ四方ほどの小流域では精度が低くなる．また，モデル内のパラメータのう
ち，陸上からのバイオマス供給量を規定するパラメータβの影響が支配的である．従って，陸上
からのバイオマス供給の殆どない乾燥地では全球一律のパラメータでは過大評価となる．今回の
計算では，パラメータは全球一律で平均的な値を使用したが，今後は場所ごとにより適切な値を
検討することが望ましい． 
 
第 6 章では，河川純一次生産力に着目して環境流量必要量（EFR）を推定するモデルを構築し，
モデルを用いて月別に全球 EFR を算出した．本研究における環境流量は，以下の原則に基づいて
重み付けされる． 
１． 年平均流量が大きい場所で高い EFRを確保すべき． 
２． 流量の季節変動が大きい場所では高い EFRを確保すべき． 
３． 一次生産力が大きい場所ほど高い EFRを確保すべき． 
４． 生態系が脆弱な場所ほど高い EFRを確保すべき． 
上の原則をモデル化し，EFRを計算した．全球年平均 EFRは，年平均流量の 45%となった．しか
し月別に見た場合，EFRは場所によって強い季節変動を持つ．一次生産力と流量が年間を通して安
定している温帯や熱帯では通年一定の EFR でよいだろう．しかし，一次生産力や流量の季節変動
の大きいサバナやモンスーン地域と，亜寒帯～寒帯地域では最大月 EFR が年平均値の 3 倍以上に
なるため，最大月を加味した EFRを設定する必要がある．  
本研究のモデル計算と個別ケーススタディーで求められた EFR を比較した結果，本モデルは現
場情報に基づく個別事例に対して，4 つの全球モデルの中で最も再現性が良いことが分かった．
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特に流量のみに着目する既往の全球モデルでは評価できなかった生産基盤の大きな場所，すなわ
ち水域の一次生産力が高く，生物多様性の高い地域でより適当な EFRを評価できるようになった．
また，月ごとの計算を行っているため，季節ごとに変動する人間の水需要との関係を踏まえなが
ら効果的な目標流量の設定が可能である．さらに，河川縦断方向を連続的に計算しているため，
同一流域内でも季節や場所によって異なる環境流量必要量を評価することができる．例えば上流
にダムが建設されて流量減少した場合に，下流の EFR にどのような影響が生じるかなどを想定し
たシミュレーションも可能である． 
本研究の環境流量モデルを用いて，EFRを計算することにより，先に示した目的を達成できたと
いえる． 
 
以下の点については，更なる検討が必要である． 
⚫ 撹乱の考慮：本モデルは，月単位よりも短い短期間の出水などの攪乱を考慮できず，氾濫
原など常時冠水していない場所との物質のやり取りを考慮できない点に限界がある．河川
植物バイオマス量に影響する撹乱現象として，掃流力の上昇による付着藻類の剥離や，氾
濫による陸上から河道への有機物の供給が挙げられる．流量の 5 要素のうち，本モデルで
は考慮できていない，頻度，継続時間，変化率が関係する部分である．今後は，撹乱現象
をモデルへの取り込み，河川バイオマスモデルの機構の強化と精度向上を図る必要がある． 
⚫ 閾値の設定方法の精査：環境流量評価モデルでは，河川生態系の生産性指標（PI）に応じて，
EFR の閾値を年平均流量の 10%，20%、30%，40%，60%と設定した．これは北米の生物調査に
よって得られた水文統計法の閾値を参考としているものであるが，閾値が変わると EFRの結
果も変わってくる．従って，閾値の設定方法に関しては様々な選択肢を比較検討する必要が
ある． 
⚫ 管理水準の設定方法と人間の水需要とのすり合わせ：今回の計算では，管理水準を理想的な
河川生態系の状態を 100%保全する最高水準で評価した．しかし，水資源の逼迫した地域で
は，現実的に運用の難しい高い目標値である可能性がある（6.4.4で示した，アフリカ地域
における環境流量設定事例などが参考になる）．人間の水需要や社会条件を踏まえた管理水
準の設定のあり方を，今後検討していく必要がある． 
⚫ 最新のデータに基づく検討：今回の計算で用いた流量や人口データは全て，2001～2010年ま
での平均値を用いている．モデルの信頼性を確保するため，観測方法や換算方法の統一を図
る理由から上記の期間のデータを使用した．しかし，既に 10 年近くが経過しており，最新
のデータを使用した再計算が求められる．合わせて，将来気候条件下におけるシミュレーシ
ョンも今後の研究課題として望まれる． 
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における環境流量の理念を理解する上で大きな助けとなりました． 
英国 Centre for Ecology and Hydrology (CEH)の，Dr.Matthiew O’Hare 先生には，河川生態
学の観点から全球モデルの説得力を高めるための様々な助言を頂きました．特に，現場スケール
の生態学的視点と，全球モデルでの大局的な視点をどのように結びつけるかについて，多くの強
力な助言を頂きました． 
オランダ Wageningen 大学 Water Systems and Global Change Group,の Dr. Amandine 
Pastor 先生には，環境流量全球モデルの精度向上，特に，既往のモデルや現地調査方法との比較
検証法について，貴重な助言を頂きました． 
 
また，本研究は筑波大学水圏環境工学研究室の環境流量班の皆様の協力があって進めることが
できました．特に，歴代の研究生である，斉藤裕佑さま，鴨志田穂高さま，藤原誠士さま，岸田ま
りなさま，仲田英人さま，松田ひかりさまには，河川バイオマスモデルや環境流量全球モデルの
プログラミング，計算解析，検証，資料収集，論文執筆のあらゆる面で非常に強力なサポートを
頂きました．深くお礼申し上げます． 
また，本研究は JSPS（日本学術振興会）特別研究員奨励費の助成（課題 No.17J01264）を受
けたものです．ここに，心より謝意を示します． 
 
上に記した皆様のかけがえのない支えのもと，本研究は無事に節目を迎えることができました．
しかし，環境流量を通した人間と河川生態系とのよりよい関わり方の模索は今後も続けてまいり
ます．今後とも，何卒よろしくお願いいたします． 
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8. 巻末資料 
8.1  ブリスベン宣言 2018 全文（筆者和訳） 
 
1. 環境流量は，生物多様性，水域生態系並びにあらゆる社会にもたらされる生態系サービス
を保全するために不可欠である． 
全ての水域生態系における生物多様性と生態系サービスを支えるためには，動的な環境流
量あるいは止水域の流量変動が必要である．流れは，気候や景観要素，人間の働きかけや
時間によって変化する．流況は，ハビタット，生物多様性，生産性，および水域生態系の
回復力を決定する．健全な水域，湿地，河畔のハビタットは通常湿潤な時期（雨季）に広
がり，乾季や人為的な取水や分水によって分断されたり，面積や機能が縮小したりする．
機能的に損なわれていない河川の多くは広大な氾濫原と連続しており，沿岸域への淡水や
土砂の供給に寄与している．こうした動的なプロセスは重要かつ多様な生態系サービスを
支えるだけでなく，しいては人間の文化，経済，持続可能な生活そして福利を支えるもの
である． 
2. 環境流量は世界の文化遺産並びに自然遺産の保全や保護にとって極めて重要である 
人と川や湿地との健やかな精神的つながりは時代を超えて続いていくものであり，川を崇
め，水に関わるシンボルや儀式を祭ることは人間の普遍的な心理である．多くの社会では
水やその流れに意味を持たせ，生態系の保全を含む文化的な目的や実践を通してこの世界
に対する共通の理解を表現する．環境流量を持続的に管理することは，こうした自然や文
化的な遺産の価値を保全し，回復していくために必要である． 
3. 環境流量はないがしろにされてきた．その結果，今日世界中の多くの水域生態系が危機に
さらされている． 
淡水生物は陸上生物や海洋生物よりも急速に減少し続けている．その原因は，生息環境の
悪化や過度な取水，汚染，環境配慮に乏しいインフラの建設，流況改変などである．多く
のダムが建設・計画される中，さらなる水域生態系の悪化が予想される．淡水生態系が悪
化し，生物種が失われるにつれ，人間のコミュニティも重要な社会的，文化的，経済的便
益を失うことになる．河口域では生産力が失われ，侵略的外来種が増え，河川や湿地，河
口域の生態系の回復力が弱まる．こうした影響が世界全体で蓄積することで重大な影響が
生じてくる．人間と生態系のニーズを均衡させるような賢い水利用によって，生物多様性，
持続的な生態系，そして生態系サービスを維持することができる． 
4. 環境流量の運用にあたり，効果的かつ有益な成果を確保するためには，政策，立法，規制，
財政，科学的，文化的な措置を一体的に整備することが必要である 
水資源や環境とその関連部門（農業，エネルギー等）に係る政策や法律，規制において，
環境流量を各々の文脈に応じて明確に位置づけていかなければならない．環境流量の設定，
運用，評価は，人間と生態系の水需要のバランスを目指す順応的管理の枠組みの中で蓄積
し分析されてきた科学的・文化的知識に基づくべきである．環境流量の運用にあたっては，
十分な予算とあらゆる関連分野からの継続的なサポートが必要になる． 
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5. その土地の知識や伝統的な水マネジメントは環境流量の計画や実施，持続的な成果を増強
する 
生態学的，水文学的，社会的な相互作用は水辺のコミュニティにおける経済活動や文化的
遺産の基盤となる．全ての社会はこのような知識を活用して水へのアクセス，利用，管理
方法に関するシステムを管理する制度（法律，規範，価値）を作り上げてきた．全ての文
化が完全かつ平等に参画し，環境流量の決定に関わる権利や責務，管理システムを尊重す
ることで，文化や経済，より良い豊かな暮らしのための持続的な成果を増強することがで
きる． 
6. 気候変動は水域生態系の劣化リスクを高め，環境流量設定へむけた行動に対する緊急性を
高める 
気候変動は利用可能な水資源量や流況，水温，物理環境および土砂輸送レジームの不確実
性を高め，生物相が生息場を変える原因になる．気候変動は水資源の安全保障に対する課
題を一層厳しいものにするとともに，環境流量への需要や圧力を強める．供給側に視点を
置いた工学的な働きかけを基本としていた 20 世紀型の水資源管理のアプローチでは，水
文条件が急速に変化している今日の世界に対ではうまく対処できなくなってきている．こ
うした中，環境流量マネジメントのための選択肢を評価しつつ，生態系，文化，経済，持
続可能な生活および福利にとっての最適な水管理を実施するために，速やかで協調的な行
動がより一層求められている． 
 
8.2 維持流量実態調査 
以下に，全国の維持流量実態分析にて整理した全水系の情報を示す． 
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表 8-1 一級水系における維持流量設定状況（１） 
 
  
幹川流路
流域
面積
設定点
流域面積
豊水
流量
平水
流量
低水
流量
渇水
流量
維持流量
年最大値
延長(km) (Km2) km2 m3/s m3/s m3/s m3/s m3/s 検討段階
最終的な
維持流量
北 天塩川 H15 256 5,590 2,899 141.8 80.9 52.6 30.7 - -
渚滑川 H20 84 1,240 上渚滑 1,051 30.8 15.1 8.0 4.6 3.5 12% 1 1
湧別川 H20 87 1,480 開盛 1,335 31.8 16.7 10.7 7.6 5.0 17% 1 1
常呂川 H19 120 1,930 北見 1,394 23.1 13.8 9.8 6.9 8.1 37% 2 1
海 網走川 H18 115 1,380 美幌 824 12.8 8.2 6.0 3.3 3.8 30% 2 1
留萌川 H11 44 270 大和田 234 45.0 19.3 10.7 6.2 - - 2 1
石狩川 H16 268 14,330 石狩大橋 12,697 504.6 327.1 241.1 169.8 103.0 21% 2 1
尻別川 H20 126 1,640 名駒 1,402 67.6 43.3 33.0 25.4 20.9 30% 2 1
道 後志利別川 H18 80 720 今金 361 26.7 14.0 9.4 6.2 3.2 14% 2 1
鵡川 H19 135 1,270 鵡川 1,228 42.1 22.3 11.8 6.4 6.3 16% 2 1
沙流川 H17 104 1,350 平取 1,253 58.9 31.1 16.5 9.3 10.9 22% 2 1
釧路川 H18 154 2,510 標茶 895 28.8 24.0 20.7 17.7 13.4 51% 2 1
十勝川 H18 156 9,010 茂岩 8,277 254.4 167.2 120.9 90.9 47.5 22% 1 1
岩木川 H17 102 2,540 五所川原 1,740 88.0 52.4 33.9 14.9 17.2 23%
高瀬川 H16 64 867 上野 345 15.0 9.6 6.9 4.8 1.4 10% 2 1
馬淵川 H19 142 2,050 剣吉 1,751 26.7 20.0 13.9 5.0 15.3 32% 2 1
北上川 H24 249 10,150 狐禅寺 7,070 337.2 222.2 163.2 103.6 68.1 23% 3 1
鳴瀬川 H24 89 1,130 鳴瀬川中流堰下流 729 37.8 22.6 15.7 8.3 2.8 8% 3 1
名取川 H18 55 939 名取橋 431 14.5 7.6 4.6 1.4 2.4 16% 2 2
阿武隈川 H24 239 5,400 舘矢間 4,133 122.4 78.6 59.6 41.4 39.3 33% 4 2
米代川 H14 136 4,100 二ツ井 3,750 238.6 136.7 89.8 52.9 - - 12 1
雄物川 H20 133 4,710 椿川 4,035 297.6 186.9 133.4 85.0 78.4 30% 1 1
子吉川 H16 61 1,190 宮内 900 77.6 41.1 23.4 9.5 0% 3 1
最上川 H11 229 7,040 高屋 6,271 422.7 250.0 160.6 82.9 - - 1 1
赤川 H20 70 857 熊出 552 81.6 40.7 22.0 3.3 4.7 7% 1 1
久慈川 H20 124 1,490 山方 898 23.6 14.6 10.0 6.1 1.8 8% 3 2
那珂川 H18 150 3,270 野口 2,181 82.8 52.6 36.4 23.4 22.8 30% 2 2
関 利根川 H18 322 16,840 栗橋 8,588 255.5 156.7 108.9 77.3 50.0 21% 2 2
利根川 H18 322 16,840 利根川河口堰下流 13,627 - 145.0 81.6 36.5 30.0 - 2 2
江戸川 H18 59.5 200 野田 8,688 108.8 67.9 49.4 32.3 9.0 9% 2 2
江戸川 H18 59.5 200 江戸川水閘門下流 8,794 73.1 35.5 18.9 8.1 9.0 13% 2 2
鬼怒川 H18 176.7 1,761 佐貫 1,070 43.4 28.6 19.3 11.9 2.4 6% 2 2
渡良瀬川 H18 107.6 2,621 大間々 472 20.8 12.0 7.1 6.1 2.5 13% 2 2
荒川 H19 173 2,940 寄居 905 25.1 14.3 8.8 4.9 4.3 15% 2 1
東 多摩川 138 1,240 石原 1,040 - - 1 1
鶴見川 H17 43 235 落合橋 112 7.4 5.3 4.5 3.7 0.8 11%
相模川 H19 109 1,680 小倉 1,201 30.6 18.3 13.4 10.6 3.6 11% 2 1
富士川 128 3,990 清水端 2,179 - - 2 2
荒川 H14 73 1,150 葛籠山 1,080 141.1 79.8 46.5 17.5 - -
北 阿賀野川 H19 210 7,710 馬下頭首工 6,997 471.7 337.1 232.6 141.0 62.5 15% 1 1
阿賀野川 H19 210 7,710 宮古 1,014 48.0 27.1 18.1 8.5 9.3 21% 2 1
信濃川 H20 367 11,900 上流部(千曲川) 生田 2,036 58.5 42.2 33.3 25.7 7.0 13% 2 1
信濃川 H20 367 11,900 犀川 小市 2,443 136.0 94.4 70.8 51.8 39.2 32% 2 1
信濃川 H20 367 11,900 中・下流部 小千谷 9,719 578.1 388.3 297.0 206.6 102.8 20% 2 1
関川 H19 64 1,140 高田 703 59.1 35.7 23.4 11.3 3.8 7% 2 1
陸 姫川 H20 60 722 山本 698 49.8 10.4 4.4 1.7 1.9 8% 2 1
黒部川 H18 85 682 宇奈月 637 42.8 15.6 6.6 3.0 4.5 20% 2 1
黒部川 H18 85 682 愛本 667 37.6 11.0 5.6 4.3 4.5 11% 2 1
常願寺川 H17 56 368 瓶岩 344 17.4 7.1 3.6 1.9 3.8 23% 2 1
神通川 H20 120 2,720 神通大 2,688 207.5 138.7 104.2 67.8 20.6 11% 1 1
庄川 H19 115 1,180 雄神 1,098 11.6 8.5 7.8 6.9 3.0 16% 3 1
小矢部川 H20 68 667 津沢 280 33.1 21.6 13.6 7.3 6.5 24% 5 1
手取川 72 809 鶴来 748 53.0 15.4 3.0 0.8 - - 2 1
梯川 H20 42 271 埴田 167 23.3 15.2 7.3 1.9 1.4 8%
狩野川 46 852 大仁 - - 4 4
安倍川 51 567 牛妻 288 - -
中 大井川 H18 168 1,280 神座 1,160 79.3 33.6 13.9 4.0 11.5 15%
菊川 H18 28 158 加茂 37 2.1 1.1 0.6 0.3 0.5 22% 4 3
天竜川 H20 213 5,090 宮ヶ瀬 2,224 88.5 58.5 42.1 28.3 21.1 25% 2 1
天竜川 H20 213 5,090 鹿島 4,880 260.4 162.9 112.0 74.2 89.4 37% 7 2
豊川 H11 77 724 牟呂松原頭首工 552 14.9 7.7 4.4 2.6 - - 9 1
部 矢作川 H18 117 1,830 岩津 1,356 38.9 23.0 13.2 4.7 7.0 19% 1 1
庄内川 H17 96 1,010 枇杷島 705 24.7 14.5 10.2 6.9 4.8 19% 2 1
木曽川 H19 227 9,100 今渡 4,632 308.4 190.0 127.2 86.4 50.0 18% 2 1
鈴鹿川 38 323 高岡 269 - - 9 1
雲出川 H18 55 550 舞出 536 15.2 7.6 3.9 1.6 2.4 13%
櫛田川 H15 85 461 両郡橋 379 15.2 7.9 4.7 2.7 3.0 17% 2 2
宮川 H19 91 920 岩出 780 35.4 15.5 8.8 4.5 3.9 8% 8 1
水系名
東
北
維持流量設定点設定年
年平均流量
に対する
維持流量比
期間区分
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表 8-2 一級水系における維持流量設定状況（２） 
 
  
幹川流路
流域
面積
設定点
流域面積
豊水
流量
平水
流量
低水
流量
渇水
流量
維持流量
年最大値
延長(km) (Km2) km2 m3/s m3/s m3/s m3/s m3/s 検討段階
最終的な
維持流量
由良川 146 1,880 福知山 - - 8 2
淀川 H28 75 8,240 高岡 1,564 98.5 65.3 48.3 33.0 - -
近 大和川 H21 68 1,070 柏原 962 22.8 13.7 9.9 5.5 5.5 21% 2 1
円山川 H20 68 1,300 府市場 837 38.1 21.7 12.1 5.0 2.6 9% 8 2
加古川 H20 96 1,730 国包 1,656 41.2 20.5 12.8 7.1 3.8 8% 9 2
揖保川 H19 70 810 上川原 796 26.2 13.5 7.8 2.9 5.0 19% 6 2
紀の川 H17 136 1,660 船戸 1,558 49.5 26.6 15.0 4.8 6.6 12% 8 1
畿 新宮川 H20 183 2,360 相賀 2,251 146.7 88.6 57.4 32.0 9.8 8% 2 2
九頭竜川 H18 116 2,930 中角 1,240 121.8 81.8 53.0 25.5 24.1 23% 7 4
北川 H20 30 211 高塚 202 14.2 8.1 4.1 1.2 2.2 23% 6 3
千代川 H18 52 1,190 行徳 1,054 69.4 45.0 30.1 15.8 13.3 22% 9 2
天神川 H18 32 500 小田 464 27.6 19.4 11.9 4.5 2.2 9% 5 1
日野川 H21 77 860 車尾 857 40.0 24.3 14.7 4.3 4.6 13% 5 1
中 斐伊川 H21 153 2,070 馬木 451 14.3 8.7 5.3 3.1 2.4 17% 6 1
江の川 H19 194 3,870 尾関山 1,981 73.1 46.5 31.9 18.7 22.5 30% 1 1
高津川 H17 81 1,080 神田 615 30.2 17.0 10.6 5.3 3.1 10% 2 1
吉井川 H21 133 2,060 津山 507 32.0 19.3 13.5 8.5 4.3 14% 4 1
国 旭川 H20 142 1,800 牧山 1,587 59.9 37.8 26.7 17.7 1.3 2% 4 1
高梁川 H19 111 2,670 酒津 2,644 6.3 10% 6 2
芦田川 H16 86 870 山手 799 9.4 3.9 1.9 0.5 1.2 9% 6 1
太田川 H19 103 1,700 矢口第１ 1,527 88.9 53.1 33.5 18.1 9.7 12% 3 1
小瀬川 H20 59 342 防鹿 323 11.7 7.8 6.1 4.7 0.8 6% 7 1
佐波川 56 446 新橋 423 - - 6 1
四 吉野川 H17 194 3,750 池田 1,904 80.5 48.2 32.5 25.1 30.1 28% 6 2
那賀川 H18 125 874 和食 690 66.0 34.9 20.2 12.0 6.2 9% 2 2
土器川 33 140 - - 8 8
重信川 H18 36 445 出合 445 8.5 3.9 2.0 0.5 1.4 15%
国 肱川 H15 103 1,210 大洲 984 38.3 20.1 11.7 5.9 6.0 16% 8 1
物部川 H19 71 508 杉田 445 35.6 20.3 11.9 7.5 2.9 8% 2 1
仁淀川 H20 124 1,560 加田 1,415 - 48.3 29.1 17.8 10.2 20% 6 2
渡川 H21 196 2,270 具同 1,804 90.3 46.0 28.0 17.7 8.5 6% 6 2
九 遠賀川 H16 61 1,026 日の出橋 695 26.5 16.2 10.9 6.4 1.2 4% 6 2
山国川 H18 56 540 下唐原 483 15.4 6.6 3.4 0.9 1.0 5% 4 1
筑後川 H15 143 2,863 夜明 1,440 77.6 50.3 38.3 29.0 - - 5 1
矢部川 H26 61 647 船小屋 460 16.0 7.8 4.6 2.5 - - 4 1
州 松浦川 H18 47 446 牟田部 275 9.9 5.4 3.5 2.1 1.3 10%
六角川 H21 47 341 溝ノ上 28 2.0 0.6 0.3 0.1 0.3 15% 5 2
嘉瀬川 H18 57 368 池森 231 5.8 2.6 1.4 0.9 2.3 33% 6 2
本明川 H12 21 87 公園堰 37 1.3 0.8 0.6 0.1 - - 2 1
菊池川 H20 71 996 山鹿 586 24.5 17.0 13.0 8.7 3.4 16% 1 1
白川 74 480 代継橋 477 - - 8 3
緑川 H20 76 1,100 城南 681 31.1 19.4 13.3 7.7 4.9 14%
球磨川 H19 115 1,880 人吉 1,137 - - 7 1
大分川 H18 55 650 府内大橋 601 26.2 18.2 13.8 9.5 6.6 23%
大野川 H11 107 1,465 白滝 1,381 55.6 36.9 28.5 19.7 - - 2 1
番匠川 H16 38 464 番匠橋 278 8.3 3.5 1.7 0.7 1.0 8% 1 1
五ケ瀬川 H16 106 1,820 三輪 1,044 57.2 33.9 23.2 15.4 10.0 16% 1 1
小丸川 H20 75 474 高城 396 32.7 15.6 7.1 2.4 1.9 6% 1 1
大淀川 H28 107 2,230 高岡 1,564 98.5 65.3 48.3 33.0 28.1 28% 4 1
川内川 H19 137 1,600 倉野橋 1,153 19.2 21% 2 1
肝属川 H19 34 485 朝日橋 49 3.1 2.3 1.7 1.1 0.3 11% 2 1
水系名 維持流量設定点設定年
年平均流量
に対する
維持流量比
期間区分
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表 8-3 維持流量で考慮した項目（○）と維持流量の決め手となった項目（●）（１） 
 
 
 
動植物 景観 清潔 舟運 塩害 河口閉 地下水 観光 施設保護
天塩川 ● ● ○
渚滑川 ● ○ ○
湧別川 ● ○ ○
常呂川 ● ○ ○
網走川 ● ○ ○
留萌川 ● ○ ○
石狩川 ● ● ○ ○ ○
尻別川 ● ○ ○
後志利別川 ● ○ ○
鵡川 ● ○ ○
沙流川 ● ○ ○
釧路川 ● ○ ○ ○
十勝川
岩木川 ● ○ ○ ○
高瀬川 ● ○ ○ ○
馬淵川 ● ○ ○
北上川 ● ○ ○ ○ ○ ○
鳴瀬川 ● ○ ○
名取川 ● ○ ○
阿武隈川 ● ○ ○ ○ ○ ○
米代川 ● ○ ○ ○ ○ ○
雄物川 ● ○ ○ ○ ○
子吉川 ● ○ ○ ○ ○
最上川 ● ○ ○ ○ ○
赤川 ● ○ ○
久慈川 ● ○ ○
那珂川1 ● ○ ○ ●
利根川2 ○ ○ ○ ●
利根川3 ●
江戸川1 ● ○ ○
江戸川2 ● ○
鬼怒川 ● ○ ○
渡良瀬川 ● ○ ○
荒川 ● ○ ○ ○
多摩川
鶴見川 ● ○
相模川 ● ○ ○
富士川
荒川 ● ●
阿賀野川 ● ○ ○ ○ ●
信濃川1 ● ● ○
信濃川2 ● ○ ○
信濃川3 ● ○ ● ○ ○
関川 ● ○ ○
姫川 ● ○ ○
黒部川 ● ○ ○ ○
常願寺川 ● ○
神通川 ● ○ ○ ○
庄川 ● ○ ○ ○
小矢部川 ● ○ ○ ○
手取川
梯川 ● ● ○
狩野川
安倍川
大井川 ● ● ○
菊川 ● ○
天竜川 ● ○ ○ ○
天竜川 ● ● ○ ○
豊川 ● ● ○ ○
矢作川 ● ○ ○ ○
庄内川 ● ○ ○
木曽川 ○ ○ ○ ○
鈴鹿川
雲出川 ● ○ ○
櫛田川 ● ○ ○
宮川 ● ○ ○
考慮する項目
水系名
北
海
道
東
北
関
東
東
北
中
部
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表 8-4 維持流量で考慮した項目（○）と維持流量の決め手となった項目（●）（２） 
 
  
動植物 景観 清潔 舟運 漁業 塩害 河口閉塞 地下水 観光 施設保護
由良川
淀川 ● ○ ○
大和川 ● ○ ○ ●
円山川 ● ○ ●
加古川 ● ○ ○ ●
揖保川 ● ○ ○ ●
紀の川 ● ○ ○ ●
新宮川 ● ● ●
九頭竜川 ● ● ○ ●
北川 ● ● ●
千代川 ● ● ○ ●
天神川 ● ○ ○ ●
日野川 ● ○ ○ ●
斐伊川 ● ○ ○ ●
江の川 ● ○ ○ ●
高津川 ● ○ ●
吉井川 ● ○ ●
旭川 ● ○ ○ ●
高梁川 ● ○ ○ ●
芦田川 ● ● ○ ●
太田川 ● ○ ○ ●
小瀬川 ● ○ ○ ●
佐波川 ● ● ●
吉野川 ● ○ ● ○
那賀川 ● ○ ○ ●
土器川
重信川 ● ● ○ ●
肱川 ● ● ● ● ○ ○ ○
物部川 ● ○ ○ ●
仁淀川 ● ○ ○ ●
渡川 ● ● ○ ●
遠賀川 ○ ● ○
山国川 ● ○ ○ ●
筑後川 ● ○ ○ ○ ○
矢部川 ○ ○ ○ ○
松浦川 ● ○ ○ ●
六角川 ● ○
嘉瀬川 ● ○ ●
本明川 ● ○ ○ ●
菊池川 ● ○ ○
白川
緑川 ● ○
球磨川 ○ ○ ○ ○ ○
大分川 ● ○ ○ ●
大野川 ● ○ ○ ●
番匠川 ● ○ ○ ●
五ケ瀬川 ● ○ ○ ○ ●
小丸川 ● ○ ○
大淀川 ● ○ ○
川内川
肝属川 ● ○ ○
九州
四
国
水系名
近
畿
中
国
考慮する項目
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表 8-5 維持流量検討における対象魚類 
 
サケ科 サケ科 サケ科 サケ科 サケ科 サケ科 カジカ科コイ科 コイ科 コイ科 コイ科コイ科アユ科ハゼ科 ハゼ科 アカザ科
水系名 サケ
サクラ
マス
ヤマメ イワナ
サツキ
マス
アマゴ カジカ ウグイ
オイカ
ワ
アブラ
ハヤ
ニゴイ
カワム
ツ
アユ
ヨシノ
ボリ類
ボウズ
ハゼ
アカザ その他
その他
魚種名
天塩川 ■ ■ ■ ■ ● 産卵
渚滑川 ● ○● ● ○● ○ 遡上
湧別川 ○ ○ ○ ■ 移動・生存
常呂川 ○ ○ ○ □ 稚魚生存
網走川 ○ ○ ○
留萌川 ■ ■ ■ ■ ■ ■
石狩川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ カワヤツメ
尻別川 ■ イトウ
後志利別川 ●○ ●○ ● ●
鵡川 ○ ○ ■ ■ ■ ■ シシャモ
沙流川 ●○ ●○ ●
釧路川 ■ イトウ
十勝川
岩木川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
高瀬川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
馬淵川 ○□ ○ ■ ■ ● ■
北上川 ●□ ○■ ●
鳴瀬川 ■ ■ ■ ■ ● ■ ■
名取川 ● ● ●
阿武隈川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
米代川 ■ ■ ■ ■ ■
雄物川 ○
子吉川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
最上川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
赤川 ○■ ●
久慈川 ●○■□
那珂川 ○●□ ●□ ●□
利根川 ○ ○ ●■
利根川 ■ ヤマトシジミ
江戸川 ■
江戸川 ■ ヤマトシジミ
鬼怒川 ○●□ ○●□ ● ● ●
渡良瀬川 ○●□ ●□ ● ●
荒川 ● ●
多摩川
鶴見川 ●■ ●■ ●■ ●■
相模川 ■ ■ ■ ● ■ ● ■
富士川
荒川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ウナギなど
阿賀野川 ●■ ●■ ● ● ● ● ウケクチウグイ
信濃川 ■ ●
信濃川 ■ ●
信濃川 ■ ●
関川 ●
姫川 ●■ ●■
黒部川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ マルタ
常願寺川
神通川 ■ ■ ●
庄川 ●■ ●■ ■ ■ ■ ■
小矢部川 ■ ■ ●
手取川
梯川 ●
狩野川
安倍川
大井川 ● ● ●■ ●■ カマキリ
菊川 ●■ ●■ ●■
天竜川 ●■ ●■
天竜川 ●■ ●■
豊川 ■ ■ ■ ■ ■ ■
矢作川 ■ ■
庄内川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ カマキリ
木曽川 ●■ ●■ ●■ ■ シジミ
鈴鹿川
雲出川 ●■ ●■ ●■
櫛田川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ウツセミカジカ，アマゴ
宮川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ウツセミカジカ
由良川
淀川 ■ ■ スズキ
大和川 ■ ■ ■
円山川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
加古川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
揖保川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ タカハヤ スナヤツメゴクラクハゼ
紀の川 ■ ●■
新宮川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ヌマチチブ
九頭竜川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ カマキリ アジメドジョウウツセミカジカ
北川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ スナヤツメカマキリ
千代川 ■ ■ ■ ■ ■ ■
天神川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
日野川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
斐伊川 ●■ ●■ ●■
江の川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
高津川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ウツセミカジカ
吉井川 ●■ ●■ ●■ ●■
旭川 ●■ ●■ ●■ ●■
高梁川
芦田川
太田川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
小瀬川 ■
佐波川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ スナヤツメ
吉野川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ カマキリ
那賀川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ウツセミカジカ
土器川
重信川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ゴクラクハゼ
肱川 ■ ■ ■
物部川 ●■ ●■
仁淀川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ウツセミカジカヌマチチブ
渡川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
遠賀川
山国川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
筑後川
矢部川 ●■ ●■ ●■
松浦川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
六角川 ■ ■ ● ■
嘉瀬川 ● ●■ ●
本明川 ■ ■ ■ ■ ■ アリアケギバチ
菊池川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
白川
緑川 ●■ ●■ ●
球磨川
大分川 ●■ ●■ ●■ ●■ ●■
大野川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ カマツカ
番匠川 ■ ■
五ケ瀬川 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
小丸川 ●
大淀川 ■ ■ スズキ
川内川
肝属川 ●■ ●■ ●■
北
海
道
東
北
関
東
東
北
中
部
近
畿
中
国
四
国
九
州
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